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被告は、 被告補助参加人町田市議会会派まちだ市民クラブに対し、 ４８０万

　　

・ １５１４円及びこれに対する本判決確定の日から支払済みまで年３分の割合に
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よる金員を支払うよう請求せよ。

　　　

２

　

被告は、 被告補助参加人町田市議会会派自由民主党に対し、 ３５１万４７２

２０

　　　　

３円及びこれに対する本判決確定の日から支払済みまで年３分の割合による金

　　　

員を支払うよう請求せよ。

　　　

３

　

被告は、 被告補助参加人町田市議会会派保守連合に対し、 １７５万８７９５

　　　　

円及びこれに対する本判決確定の日から支払済みまで年３分の割合による金員

　　　

を支払うよう請求せよ。

２５

　　　

４

　

原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

５

　

訴訟費用は、これを３分し、その２を原告らの、その余を被告の各負担とし、

，２



補助参加により生じた費用は、 これを３分し、 その２を原告らの、 その余を被

告補助参加人らの各負担とする。

事
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請求

５
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被 告 は＼ 被告補助参加人町田市議会会派まちだ市民クラブに対し、１２７，１

　　　　

万６１８１ 円及びうち２４０万１４３２円に対する平成２７年５月１日から、

　　　　

う ち ３０６万４３９８円に対する平成２８年５月１日から、 うち２９３万５８

　　　　

９４円に対する平成２９年５月１日から うち４３１万４４５７円に対する平

　　　

成 ３０年５月１日から各支払済みまで年５分の割合による金員を支払うよう請

ｌｏ

　　　　

求 せ よ。
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被告は、被告補助参加人町田市議会会派自由民主党に対し、１２１１万４３
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１ ７ 万 ３８１０円に対する平成２８年５月１日から、うち２４９万９２２１円

　　　　

に対する平成２９年５月１日から、うち３９０万１３８８円に対する平成３０
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年５月１日から各支払済みまで年５分の割合による金員を支払うよう請求せ
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被告は、 被告補助参加人町田市議会会派保守連合に対し、 ６５９万６５８１

　　　　

円及びうち１７２万３９９２円に対する平成２，７年５月１日から、 うち１２２

　　　

，万 ８７１１円に対する平成２８年５月１日から、 うち１４０万３２１８円に対

２ｏ

　　　

′す る 平 成 ２９・年５月１日から、 うち２２４万０６６０円に対する平成３０年５

　

月１日から各支払済みまで年５分の割合による金員を支払うよう請求せよ。
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第２

　

事案の概要

　

．

　　　　

本件は、 東京都町田市 （以下 「町田市」 という。） の住民である原告らが、 町

　　　　

田市議会政務活動費の交付に関する条例 （平成１３年町田市条例第１７号。 平

２５

　　　　

成 ２７年町田市条例第４６号による改正の前後を問わず 「本件条例」 という。）

　　　　

ー
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に基づき平成２６年度から平成２９年度までに町田市から政務活動費の交付を

　　　　　　　　　　　

３



１０

１５

２０

２５

受けた町田市議会の会派である被告補助参加人ら （ただし、被告補助参加人吉

田勉を除く。） において、その一部を違法に支出し、悪意で不当に利得したにも

かかわらず、 町田市の執行機・関である被告が不当利得返還請求権等の行使を怠

っているなど主張して、 地方自治法２４２条の２第１項４号に基づき、 被告に

対し、被告補助参加人ら（ただし、被告補助参加人吉田勉を除く。）に対して上

記不当利得の返還及びこれに対する上記各支出に係る当該年度の収支報告期限

の翌日である５月１日から支払済みまで民法 （平成２９年法律第４４号による

　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
改正前のもの） 所定の年５分の割合による法定利息の支払等を請求することを

　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

求める住民訴訟の事案である。

１

　

関係法令等の定め

　

別紙 「関係法令等の定め」 に記載のとおりである （なお、 同別紙中で定義し

た略称等は、 以下の本文においても同様に用いるものとする。）

　

本件において、 平成２６年度及び平成２７年度の政務活動費については改正

前条例が適用され、′平成２８年度及び平成２９年度の政務活動費については改

　　　　　　　　　　　　

、

　　　

．

ｒ

正後条例が適用される。

　

なお、 改正後運用指針は平成２８年４月に定められたものであるが、 それ以

前は、 改正前運用指針の 「政務調査費」 を「政務活動費」 に読み替える形での

運用がされていた （弁論の全趣旨）。

２

　

前提事実 （当事者間に争いがないか後掲各証拠及び弁論の全趣旨により認め

られる事実並びに当裁判所に顕著な事実）

　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

（１） 当事者等

　

ア

　

原告らは、 いずれも町田市の住民である。

　

イ

　

被告は、 町田市の執行機関である。

　

ウ

　

被告補助参加人町田市議会会派まちだ市民クラブ （以下「会派まちだ市

　　

民クラブ」という。）、被告補助参加人町田市議会会派自由民主党（以下「会

　　

派自民党」という。）及び被告補助参加人町田市議会会派保守連合（以下「会



　　　　　

派保守連合」，といい、 会派まちだ市民クラブ及び会派自民党と併せて 「本

　　　　　

件各会派」 という。） は、 いずれも町田市議会における会派である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

平 成 ２６年度から平成２９年度までに本件各会派に所属していた町田市

　　　　　

議会議員は、 以下のとおりである。 （甲２０）

５

　　　　　　

，げ） 会派まちだ市民クラブ

　　　　　　　

谷沢和夫 （以下 「谷沢議員」 という。），

　　　　　　　

戸塚正人 （以下 「戸塚議員」 という。）

　　　　　　　

河辺康太郎 （平成３０年２月まで所属。 以下 「河辺議員」，という。）

　　　　　　　

佐藤和彦 （以下 「佐藤和彦議員」 という。）

，。

　　　　

・

　　

森本せいや （以下 「森本議員」 という。）

田中のり．こ （以下 「田中議員」 という。）

わたべ真実 （以下 「わたべ議員」 という。）

おぜき （小関） 重太郎 （以下「小関議員」、という。）

　　　

　

　　　　　　

　

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

石井くにのり，（以下 「石井議員」 という。）

Ｉ５

　　　　　　

”） 会派自民党

　　

岩瀬和子 （以下 「岩瀬議員」 という。）

　　

三遊亭らん丈 （以下 「三遊亭議員」 という。，）

　　

佐藤伸一郎 （以下 「佐藤伸一郎議員」 という。）

　　

市川勝斗 （平成２９年５月まで所属。 以下「市川議員」 という。）

　　

渡辺厳太郎 （以下 「渡辺議員」 という。）

　　

藤田学 （以下 「藤田議員」 という。）

　　

熊沢あやり （以下 「熊沢議員」 という。）

　　

長村敏明 （以下 「長村議員」 という。）

２０

　　　

若林章喜 （以下 「若林議員」 という。）

２５

　　　　　　　　

松岡みゆき （以下 「松岡議員」 という。）

木目田英男 （以下 「木目田議員」 という。）



　

‐

　

，

　

石川好忠 （以下 「石川議員」 という。）

　　

（ウ） 会派保守連合

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　　　　

白川哲也 （以下 「白川議員」 という。）

　　　　

大西のぶや （以下 「大西議員」 という。）

　　　

新井克尚 （以下 「新井議員」 という。）

　　　

被告補助参加人吉田勉 （以下 「吉田議員」 という。）

（２） 本件各会派に対する政務活動費の交付及び本件各会派による収支報告書の

　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

提出

　

ア， 平成２６年度の政務活動費

　　

町田市は、 平成２６年４月１日に本件各会派から交付申請書の提出を受

　　

け、 同月 ７日に交付決定をし、 本件各会派に宛てて通知した。 町田市は、

　

本件各会派に対し、 同月２１日に上半期分を、 同年１０月２１日に下半期

　

分をそれぞれ支給した。

　　

本件各会派は、 平成２７年４月３０日に収支報告書を町田市議会議長に

　

提出した。 会派まちだ市民クラブは同年９月１日、会派保守連合は同年８

・

　

月 １ ０日、支出証拠書類に誤りがあったとして、 上記収支報告書に係る修

　　

正届・を提出した。
・

　　　

町田市議会議長は、 平成２７年９月 ２９日、 被告に対し、 本件各会派の

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

収支報告書及び収支報告書修正届を提出した。

　

イ

　

平成２７年度の政務活動費

　　

町田市は、 平成２７年４月１日に本件各会派から交付申請書の提出を受

、 け、 同月 ６日に交付決定をし、 本件各会派に宛てて通知した。 町田市は、

　

本件各会派に対し、 同月２１日に上半期分を、 同年１０月２１日に下半期

　

分をそれぞれ支給した。

１０

１５

２０

２５

　

－

　　　　　　

会派自民党は平成２８年４月２７日に、・会派まちだ市民クラブ及び会派

　　　　　

保守連合は同月 ２８日に、それぞれ収支報告書を町田市議会議長に提出し

６



た。 同各収支報告書のうち、会派自民党のものは同年８月１７日に、 会派

保守連合のものは同月４日に、 会派まちだ市民クラブのものは同年９月１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
ー

６日に、 それぞれ収受された。

　

町田市議会議長は、 被告に対‐し、 平成２８年８月 ２２日に会派自民党及

び会派保守連合の収支報告書を、 同年１０月３日に会派まちだ市民クラブ

の収支報告書を、それぞれ提出した。

　

平成２８年度の政務活動費

　

町田市は、 平成２８年４月１日に本件各会派から交付申請書の提出を受

　　　　

　

け、 同月６日に交付決定をし、 本件各会派に宛てて通知した。 町田市は、

　　　　

＼

　　　

．

本件各会派に対し、 同月２１日に上半期分を、 同年１０月２１日に下半期

分をそれぞれ支給した。

　

会派自民党は平成２９年４月２７日に、会派まちだ市民クラブは同月２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，．

　　　　　　　　　

●

　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　

．

　　　　　　　　

＼′

０日に、会派保守連合は同月２８日に、それぞれ収支報告書を町田市議会

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

　

議長に提出した

　

同各収支報告書のうち、 会派自民党のものは同年８月１

７日に、 会派保守連合のものは同月１４日に、会派まちだ市民クラブのも

のは同年１０月 ５日に、 それぞれ収受された。

　

町田市議会議長は、 被告に対し、 平成２８年８月２１日に会派自民党及

び会派保守連合の収支報告書を、 同年１０月６日に会派まちだ市民クラブ

の収支報告書を、 それぞれ提出した。

平成２９年度の政務活動費

　

町田市は、 平成２９年４月１日に本件各会派から交付申請書の提出を受

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
け、同月１０日に交付決定をし、本件各会派に宛てて通知した。町田市は、

本件各会派に対し、 同月２１日に上半期分をそれぞれ支給したが、会派自

民党が同年５月 ２６日付けでした交付変更申請に基づき同年６月５日に

交付金変更決定をし、 同日納付書を発送し、 同月７日に納付を受けた。

′町田市は、 本件各会派に対し、 同年１０月 ２０日に下半期分をそれぞれ

， ウ

）

　　　　　

１０

１５

２０

　　　　　　　　　　

ェ

２５

　

７



　

支給したが、会派まちだ市民クラブが平成３０年２月１９日付けでした交

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

・、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

付変更申請に基づき、 同月２１日に交付金変更決定をし、 同月２２日納付

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　

・

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

、

　

書を送付し、 同年３月１５日に納付を受けた。

　　

会派自民党は平成３０年４月 ５日に、会派まちだ市民クラブは同月６日

，に、会派保守連合は同月４日に、 それぞれ収支報告書を町田市議会議長に

　

提出した。同各収支報告書のうち、会派自民党のものは同年９月１９日に、

　

会派保守連合のものは同月１４日に、会派まちだ市民クラブのものは同年

　

． ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

ー

　

１０月 １０日に、それぞれ収受された

　　

町田市議会議長は、 被告に対し、 平成３０年９月 ２５日に会派自民党及

　

び会派保守連合の収支報告書を、 同年１０月１５日に会派まちだ市民クラ

　

ブの収支報告書を、 それぞれ提出した。

オ

　

本件各会派に対する交付額

　　

町田市が平成２６年度から平成２９年度までに本件各会派に政務活動費

　

として交付した金額は、 別紙１－１ 「会派まちだ市民クラブ総括表」、 別紙

　

１ － ２ 「会派自民党総括表」 及び別紙１－３ 「会派保守連合総括表」 の各

　

「①交付額」 欄記載のとおりである。

　

住民監査請求等

　　　　

‐

　

原告らは、 令和元年１１月６日、 町田市監査委員に対し、 本件各会派の平

成２６年度から平成２９年度までの政務活動費について、本件各使途基準に

適合していない支出があるとして、 本件各会派に対して政務活動費の返還を

求めることを請求する旨の住民監査請求（以下「本件監査請求」という。）を

した。 町田市監査委員は、 同年１２月１７日、 本件監査請求は監査請求期間

を徒過した不適法なものであるとして、 これを却下した。（甲６、 ７）

　

本件・訴訟の提起

原告らは、 令和２年１月１５日、 本件訴訟を提起した。

原告らが違法と主張する支出（以下「本件各支出」という。）は、別紙２－

１０

１５

（３）

（４）

２５

８



　　　　　

１ 「会派まちだ市民クラブ一覧表」、別糸氏２－２「会派自民党一覧表」 及び別

　　　　

紙２－３ 「会派保守連合一覧表」（以下、 併せて 「本件各一覧表」 といい、 －

　　　　

覧表中の個別の費目については「会派まちだ市民クラブ一覧表・（燃料費）」等

　　　　　

と表記する。） の支出日、 費目、 議員名、 支出金額 （ただし、 修正届が後日出

５

　　　　　

されたものについては修正後の金額） 及び支出内容の各欄記載のとおりであ

　　　　　

り、 以下、 支出を特定する際には，「Ｃ１４－１」 など、 支出番号欄記載の番

　　　　　

号で特定することとする。 なお、支出番号欄記載の番号のうち、「Ｃ」 は会派

　　　　　

まちだ市民クラブ、「Ｊ」は会派自民党、「Ｈ」は会派保守連合の略称であり、

　　　　

略称の直後の 「１４」（２０１４ｒ年の略） は平成２６年度を、「１５」（２０１

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

Ｉｏ

　　　　　

５年の略） は平成２７年度を、「１６」（２０１６年の略） は平成２８年度を、

　　　　　

「１ ７」 （２０１７年の略） は平成２９年度をそれぞれ指す。

　　　　　　

本件各会派は、′平成２６年度から平成２９年度まで、 上記（２）の収支報告書

　　　　　

作成に当たり、 本件各一覧表の 「議員名」 欄記載の議員 （空欄である場合に

　　　　

は当該会派所属の議員） が、「支出日」 欄記載の日に 「支出金額」 欄記載の金

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
，５

　　　　

額を 「費目」 欄記載の政務活動費の項目をこ該当するとして計上したものであ

，

　　　　

，
る。

　　　　

・

　　　　　　　　　　　

、

‐

　　　　　

（甲８～１９。 枝番号を含む。）
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

３

　

争 点

　　　　

（１） 適法な監査請求の前置の有無 （争点１）

２ｏ

　　　

（２） 本件各支出の本件各使途基準適合性等 （争点２）

　　　　

ア

　

判断枠組み等 （争点２－１）

　　　　

イ

　

会派まちだ市民クラブに係る支出の本件各使途基準適合性等 （争点２－

　　　

－

　　

２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　

ウ

　

会派自民党に係る支出の本件各使途基準適合性等 （争点２－３）

２５

　　　　

′エ

　

会派保守連合に係る支出の本件各使途基準適合性等 （争点２－４）

　　　

（３） 悪意の受益者該当性又は遅延損害金の発生の有無 （争点３）

９



４

　

争点に対する当事者の主張

（１） 争点１ （適法な監査請求の前置の有無）

　　　　

，

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　

（被告の主張）

　　

原告らが 「怠る事実」 として主張しているのは、 政務活動費として交付さ

　

れた金員について町田市が有する不当利得返還請求権 （ないし余剰金返還請

　

求権） の不行使であるところ、 同不当利得返還請求権は、政務活動費の交付

　

を受けた会派が当該政務活動費を地方自治法１００条１４項及び本件条例の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

定めに適合する使途に用いていない場合に発生するものである。 本件各会派

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　

の政務活動費の支出が法令の定めに適合しないと判断された場合、 政務活動
、

　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　

′

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
．

　

、ノ

　

費の支出金額を確定させる承認行為という財務会計上の行為が違法又は無効

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

ｒ

　

であったことになるから、 実質的、 客観的にみて、 本件監査請求は、 財務会

　

計上の行為を対象とする監査を求める趣旨を含んでいる。 被告の上記承認行

　

為が違法・無効であることを請求原因とする不当利得返還請求等については

　

監査請求期間の制限規定 （地方自治法２４２条２項本文） が適用される一方

　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

で、 本件各会派の政務活動費の支出が違法であることを請求原因とする不当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

利得返還請求等については同規定の適用がされないとすれば、 原告らが構成

　

する請求原因によって監査請求期間の制限規定の適用の有無が分かれること

　

となり、 法的安全性が害されることを防止するという同規定の趣旨が没却さ

　

れ る こ と と な る。

　　

・′

　　

したがって、，本件監査請求には地方自治法２４２条２項本文が適用される

　

べきである。 本件監査請求は、監査請求期間経過後にされているから不適法

， であり、適法な監査請求を経ないで提起された本件訴訟は不適法である。

　　

なお、 町田市議会は、 毎年度の政務活動費につき、議会図書館での紙資料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　

　　

　

の閲覧やホームページの掲載を通じて公開しているから、 町田市の住民が、

　

その公開日から１年以内に監査請求を申し立てることは十分に可能である。

１５

２５

（会派保守連合の主張）

１０



　

本件における不当利得返還請求は、 本件各会派が、本件条例及び本件各使

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、
途基準に適合しない、政務活動費を支出したことを理由とするものであるが、

　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

政務活動費については、 被告の承認行為により、初めて収支報告書 （本件条

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
例７条） 記載の支出が確定され、逆に、．本件条例及び本件各使途基準に適合

しない政務活動費について被告の承認がなく、 本件各会派の支出が政務活動

　　　　　

　

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
費として交付された金員を下回る場合には、 本件各会派は残余金を返還しな

ければならない。 すなわち、仮に本件条例及び本件各使途基準に適合しない

違法な支出が・あった場合、 被告の承認行為の後に初めて差額部分が利得とな
、

　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ′－－
り、 不当利得返還請求権が発生することとなる。

本件においては、 町田市が政務活動費の前払い制を採っており、公金支出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、
の段階では違法の余地がなく、 政務活動費の個別支出は地方自治法２４２条

１項の対象とならなし・本件各会派の行為であることからすれば、 被告の承認

行為を財務会計行為と捉えない場合、 政務活動費の支給に関する全ての事案

で同条２項の期間制限が及ばないこととなり、 法的安定性を損なうことに加

ス、 議員の調査活動が萎縮し、 ひいては議会の審議能力が低下する。また、

交付額の確定手続が条例上明示されている場合とそうではない場合において、

期間制限が及ぶ場合と及ばない場合が生じることも看過できない。

（原告らの主張）

１０

　

　　　　　

　

　　　　

１５

　　　　　　

政務活動費の支給は概算払いには該当せず、本件条例においても被告の承

２ｏ

　　　　　

認行為は予定されていないから、 被告及び会派保守連合が主張するような財

　

務会計行為は存在しない。

（２） 争点２－１ （判断枠組み等）

（原告らの主張）

ア

　

判断枠組み

２５

　　　　　　　

原告たる住民の側で政務活動費の支出の詳細を明らかにすることが通常

　　　　　

困難であること二

　

公金を支出す．る以上、 それが使途基準等に合致すること

１１



　

についての説明が求められること、 このよ
’うな説明は議員に過度な負担を

　

もたらすものではないこと、 地方自治法が支出の透明性の確保を目的とし

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

ていること等からすれば、
′返還を求め，る側が使途基準等に適合しないこと

を推測させる一般的、外形的な事実について立証したときは、適切な反論

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　

がない限り、当該支出は使途基準等に適合しないものであると判断される

べきである。

　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

なお、会派 （議員） が行う政務活動は、一般に秘匿性を帯びるものでは

　　　　　　

Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

′

　

ないこと、本件監査請求は、本件各会派が帳簿の保存義務を負う期間内に

　

申し立てられており、 被告補助参加人らにおいて反証が困難であるとい．う

　

事情は存しないことからすれば、 本件において上記判断枠組みを採用する

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　

ことを妨げる事情はない。

イ

　

「会 派 の 行 う」 と い う 限 定 に つ い て

　

、

　　　　　

・

　　　　　　

，

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ー

　

本件各使途基準が認めているのは、「会派の行う」政務活動の経費に充て

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　

る支出のみである。 このことは、 会派が経理責任者を置いて支出内容を管
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

理すること、 経理責任者が報告書 （領収書添付） を議長に提出することを
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　

義務付けられていることにも対応しており、 本件各条例は、 使途を会派の

　

活動に限定した上で、 会派の責任者に、使途基準に反する支出がないよう

　

に管理させようとしているものである。 こうした規定の背景には、 議員の

　

活動が政務活動だけではなく政治的な活動や個人的な取組などに広範に

　

及んでおり、 政務活動以外の目的に交付金が使用される危険性が高いとい
ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

う事情がある。 こうした条例の趣旨に鑑みれば、会派の行うものと認めら

　

れない活動について支出を認める余地がないことは明らかである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

（被告の主張）

　

本件各使途基準にいう 「会派の行う」 には、会派がその名において自ら行・

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

うもののほか、 会派の所属議員等にこれを委ね、又は所属議員による政務活

動を会派のためのものとして承認する方法によって行うものも含まれている。

１０

１５

２０

１２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



すなわち、 具体的な政務活動ごとに、その内容及びこれに必要な政務活動費

からの支出を求める金額を会派に申請し、会派の代表者及び経理責任者から

その内容及びその金額の承認を得た上で｛

　

経理責任者からその金員の交付を

受けたという事実が認められれば、 会派の代表者がした承認は、 会派の名に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

おいて、各所属議員の発案、 申請に係る政務活動を会派のためのものとして

当該議員に委ね、又は会派のための活動として承認する趣旨のものと認める

余地があり、 そのように認められる場合には、 本件各使途基準にいう 「会派、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　

１

の行う」 の要件は満たされる。

（会派まちだ市民クラブの主張）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
ア

　

判断枠組 み

　　　　　

、

　

，政務活動費の制度は、 議会の審議能力を強化し、 議員の政務活動の基盤

　　　　　　　　　　　　　　　　

′
．

　

の充実を図るため、‐議会における会派又は議員に対する調査研究の費用等

　

の助成を制度化し、 併せて政務活動費の使途の透明性を確保しようとした

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

ものである。

　

地方自治における三権分立の理念の下、 地方自治体の議会が、審議を通

　

じて執行機関に対する監視を行う役割を担っていることに鑑みると．、 政務

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

活動は、土記監視機能を果たすための活動という性格を有しており、 議会

　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

の構成員たる議員ない‘しその集団たる会派が、 執行機関に対し、 政務活動

　

の内容について詳細に明らかにしなければならないとすると、 政務活動に

対する執行機関や他の会派又は議員からの干渉を受けることを通じて、 上

記監視機能が阻害される事態につながるおそれがある。 このことから、各

地方自治体の条例においては、 使途の透明性の確保を担保するための制度

　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

を限定的なものにとどめており、 町田市においても同様である。 訴訟告知

　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

を受けた会派ないし議員が

　

被告敗訴の事態を避けるために当該訴訟に参

加した場合において、原告たる住民が、違法な支出がされたことを推測さ

せる一般的、外形的な事実を主張立証しただけで当該支出に係る政務活動
、

１０

　　　　　　

２０

１３



が使途基準に適合するものであることについて反証しなければならない

とすると、当該会派ないし議員は、 執行機関たる被告に対して政務活動の

内容が明らかになることを承知で反証を行わざるを得なくなり、 ひいては

上記政務活動費制度の趣旨が損なわれる事態となる。

　

また、 本件各支出は、長期間の経過により、 当該支出に係る議員の記憶

が希薄化し、，会派ないし議員が保有していた資料も相当程度散逸している

上、既に議員を辞職している者については在職時の記録を既に廃棄してい

ることもある。 仮に、 政務活動費の返還請求に係る監査請求について地方

　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

自治法２４２条２項が適用されないとすると、政務活動費の充当の違法性

　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

を主張するものとしては、 不当利得返還請求権が時効により消滅しない範

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

．

囲において監査請求及び訴え提起を意図的に遅らせることが可能となる

　　　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

ところ、その期間の経過による証拠散逸の不利益を会派ないし議員に負わ

せるべきではない。

　

以上より、原告らが、 使途基準に適合しない支出がされたことを推測さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

せる一般的、 外形的な事実を主張立証しただけで、 被告ないし補助参加人

がこれに対する反証をしない限り、当該支出への政務活動費の充当が違法

　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」
なものであることが事実上推定されるとするのは相当ではな，い。 また、 仮

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

に原告ら主張の判断枠組みを採用したとしても、少なくとも各議員が使途

基準に適合しない支出をしたことにつき、相当程度具体的な事実が立証さ

　

ノ′′

　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

れない限り、 原告らがその立証責任を果たしたとはいえない。，

　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

’

　

本件各使途基準にいう 「会派の行う」 の解釈

げ） 本件各使途基準にいう 「会派の行う」 の解釈については、 被告の主張

と同じである。

鞘

　

会派まちだ市民クラブでは、 所属議員による政務活動を会派のための

　

ものとして承認することについて特別な手続を定めた内規等はないが、

・各所属議員が行った政務活動に係る支出につき、当該議員が会派まちだ

１０

２０

イ

２５

１４



　

市民クラブに対して領収書を提出し、会派代表者及び経理責任者が当該

　

支出を承認して会派の支出として収支報告書にまとめ、 町田市議会議長

　

に対して提出したものである。 したがって、
．会派まちだ市民クラブが平

　　　

、

　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

′成２６年度から平成２９年度までに政務活動費を充当した各支出に係る

　

政務活動は、いずれも会派まちだ市民クラブが会派のためのものとして１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

承認する方法によって行われたものであるから、「会派の行う」との要件

　

を満たしている。

（会派保守連合及び吉田議員の主張）

ア

　

判断枠組み

　

住民訴訟において、 主張立証責任について一定の修正を図るべき場面が

　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

あること等については争わないが、 本件においては、 以．下のとおり、 主張

立証責任を修正する前提を欠く。

　

げ） 使途基準違反を推測させる一般的、外形的事実とは、内規違反の事実

　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　

－

　　

や、 内規・で定められた証拠書類の不提出の場合などが典型とされる。 本

　　

件では、原告らは本件各運用指針違反という内規違反の事実を指摘して

　　

おらず、また、 証拠書類が提出されていないといった典型的な使途基準

　

違反に関する一般的、 外形的事実はない。

”） 各会派の行う政務活動は、 政治活動の自由とも密接に関連しており、

　

原告らの主張するように各会派において被告に対し活動に関する領収書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

等の証票類や現金出納簿の一切を詳らかにしなければならないとすると、

　

各会派の議員の政治活動の自由を過度に制限し自制的であることを強い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

ることとなり、 ひいては住民の利益を害するので、 妥当ではない。

（ウ） 立証責任について一定の修正を図る要請があるのは、 証拠資料の被告

　

側への偏在という被告側の優位性が挙げられるところ、 その優位性が低

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　

下する場合には当該立証責任の修正の根拠を失う。 すなわち、 証拠資料

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

． ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　

は永久保存が義務付けられるものではなく、本件条例は、
▼収支報告書の

１０

、、

　　　　

‘

　　　　

１５

２０

　　　　　　　　　　　　

二

１、５



　　

提出期限の日 （毎年４月末日） から起算して５年を経過する－日までを保

， 存期間として定める。 そうすると、 吉田議員が補助参加の申出をした令

　　

和２年９月 ３日までの間に、 平成２６年度については保存期間を満了し

　　

ており＼

　

平成２７年度から平成２９年度までについても保存開始から相

　　

当期間が経過しているから、 証拠資料の被告側への偏在という被告側の

　

， 優位性は、 消失ないし相当程度低下している。

イ

　

本件各使途基準にいう 「会派の行う」 の解釈

　　

本件各使途基準にいう 「会派の行う」 の解釈については、 被告の主張と

　

同 じである。

　

本件において、 会派保守連合には、 内部的な意思決定手続に関する特別

の取決めはないが、 当時、 会派保守連合の代表者であった新井議員は、各

　　　　　

′

　　　　　　　　

・

所属議員の支出について全て承認しているため、 いずれの支出も本件各使

途基準にいう 「会派の行う」 との要件を充足している。

　

争点２－２（会派まちだ市民クラブに係る支出の本件各使途基準適合性等）

原告らの主張は、 会派まちだ市民クラブ一覧表の「原告らの主張する違法

性を裏付ける事情」 欄に記載のとおりであり、 被告及び会派まちだ市民クラ

ブの主張は同「会派まちだ市民クラブの主張」 欄に記載のとおりである。

　

以下、判断に必要な範囲で当事者双方の主張を補充する。

　　　　　　　　　　

′

　　　

●

　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

←

　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

ア

　

河辺議員の鉄道賃及び宿泊費に係る支出 （Ｃ１５一１０１～１０４）

　

（原告らの主張）

　　

Ｃ １ ５ 一 １ ０ １ か ら１ ０４までにおいて、河辺議員が平成２８年２月 ２

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　

．

　

２日及び２３日に岩手県釜石市 （以下 「釜石市」 という。） を訪問した際

　

の鉄道賃と宿泊費が計上されているところ、これはラグビー関連の活動の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

一環によるものと推測され、 このような活動は、 政務活動との間に合理的

　

な関連性を認めることはできず、 改正前使途基準に適合しない。

　　　　　　　

’

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

／

　

（被告及び会派まちだ市民クラブの主張）

マ

　

ゞ“

　　　

（３）

１５

２５

１６



１５

２５

　

河辺議員は、 学生時代にラグビー部に所属していたこともあって、スポ

ーツに関する市の福祉の向上に関心があり、「町田ワールドマッチラグビ

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「

　

－ ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１
一実行委員会」という任意団体（同団体には町田市文化スポーツ振興部ス

ポーツ振興課もオブザ」バーとして関与していた。） の事務局長として町

田市におけるラグビーの振興を図っていた。 平成２７年、 ラグビーのワー

ルドカップ２０１９年大会の開催都市が釜石市と決定したが、‐同市は東日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

本大震災からの復興途上にあり、財源の確保に課題を抱えていた。そこで、′

　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

河辺議員は、町田市における福祉の向上を図るだけでなく、釜石市に対す

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー
・

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

る復興支援という意味も込めて、 ワールドカップ大会の開催を前に、 ラグ

ビーを通じて町田市と釜石市との交流を図ることを企画し、その実現のた

め、 平成２８年２月２２日から２３日にかけて、現地視察のため釜石市に

出張したものであり、 その支出がＣ１５一１０１から１０４までである。

　

その後、 町田市では、 釜石市への復興支援の一環として、 平成２８年８

月６日、 町田市を拠点とするラグビーチーム 「キヤノンイーグルス」 と、

釜石市を拠点とするラグビーチーム 「釜石シーウェイブスリ との試合をチ

ャリティーマッチとして開催し、 これに伴い、 町田市では、 同年７月１１

日から１５日まで、町田市内の市立小・中学校の給食で釜石市の特産品で

」あるわかめを使ったメニューを提供する学校給食を実施し、同月１１日に

は、 上記 「キヤノンイーグルス」 の選手が町田市内の小学校を訪問し、 生

徒と共に給食を食べたり、 ラグビー体験教室を行ったりした。

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

上記一連の活動は、数年後に迫ったラグビーワールドカップに向けて市

民、 取り分け児童のスポーツへの関心を高めるとともに、 町田市民がスポ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

／
ーツを通じて被災地の復興支援を考えるきっかけを得るという意味で、

　

「住民福祉の増進を図るために必要な活動」に該当する。また、被災した

他の地方自治体の復興を支援することもまた、自治体間の良好な関係の構

築を通じ、自市の住民福祉の増進を図る活動に該当し、政務活動といえる

１７



　

から、これに係る支出は改正前使途基準に適合するものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

イ

　

タクシ一代に係る支出

（原告らの主張）

　　　　　　

以下のタクシー代は、政務活動との間に合理的な関連性を有さないから、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

５

　　　　

， 本件各使途基準に適合しない。

げ） 深夜のタクシー利用

　　　　　

「市政相談」 等の理由で深夜 （午前０時台から午前４時台のものも含

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

まれる。）に利用したタクシー代が計上されているところ、このような時
′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

間帯に市政相談をするとは考えられない。

　　

”） 八王子市のタクシー会社の利用

　　　　

東京都八王子市（以下「八王子市」 という。）周辺でタクシーを利用し

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

　

　　　

たものと推測されるところ、 うち７件は「市政相談」 の名目で利用され

　　　

て い る が＼ 町田市に関する市政相談を八王子市で繰り返し行うことは考

　　　　　　　　　　

．

　

．

　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　

え 難 い。

　　

（ウ） 祭りや記念式典等に参加した際のタクシー利用

　　　　

議員が上記式典等において挨拶をすることは政務活動のためのもの

　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

とはいえない。

　　

に） 議会の定例会の最終日のタクシー利用

　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　

議会の定例会の最終日に、 決まって２台のタクシーが利用されている

　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

ところ、 議員らの打上げの後のタクシー利用であることが推測される。

　　　

（被告及び会派まちだ市民クラブの主張）

　　　

以下のタクシー代は、 政務活動との間に合理的な関連性を有し、 本件各

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

使途基準に適合する。

　　

げ） 深夜のタクシー利用

　　　　

市政相談を含む政務活動は、 午後９時を超えることが珍しくなく、 帰

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

宅が午前０時を過ぎることもあるから、 当該タクシー利用が深夜である

１５

２０

２５

１８



　　　　　　　　　

事実は、 当該支出が本件各使途基準に適合しないことを推測させる事実

　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　

．
ｒ

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　

と は い え な い。

　　　　　　　

船

　

八王子市のタク シー会社の利用

　　　　　　　　　

，原告らは当該タク シー利用 が八王子市内でされたことを立証 してい

　　

５

　　　　　　　

ない。 仮に当該タク シー利用が八王子市内でされたと しても、 議員は町

　　　　　　　　　

田市外においても頻繁に政務活動を行っているところ、 八王子市は町田

　　　　　　　　　

市に隣接する大きな市であり、 会派まちだ市民クラブの議員はしばしば

　　　　　　　　　

八王子市内に赴いて政務活動を行っている． したがって、 当該タク シー

　　　　　　　　　

会社が八王子市の会社である事実は、 当該支出が本件各使途基準に適合

　　

１０

　　　　　　　

しない，ことを推測させる事実とはいえない。

　　　　　　　　

（ウ） 祭りや記念式典等に参加した際のタクシー利用

　　　　　　　　　

市政に対する市民からの相談や要望、 批判等は、 議員と市民とが交流

　　　　　　　　　

する機会にされることが多いところ、 祭りや記念式典には、 市民が多数

　　　　　　　　

集まるため、 議員は当該イベントに参加することでより多くの市民と接

　　

Ｉ５

　　　　　　

′ することができるのであるから、 当該タクシー利用が祭りや記念式典へ

　　　　　　　　　

の参加の際になされたという事実は、 当該支出が本件各使途基準に適合

　　　　　　　　　

しないことを推測させる事実とはいえない。

　　　　　　　　

購） 議会の定例会の最終日のタクシー利用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

原告らは、 議員らの打上げ後の帰宅時のタクシー利用であることを裏

　　

２０

　　　　　　　

付 け る 事 実 を 立 証 して い な い。

　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

，

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′
．＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

ウ

　

燃料費に係る支出

　　　　　　　　

（原告らの主張） －

　　　　　　　　

， 会派まちだ市民クラブ一覧表 （燃料費） 記載の各支出は、 政務活動との

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

／

　　　　　　　

間に合理的な関連性を有しないから、 本件各使途基準に適合しない。

　　

２５

　　　　　　

げ） 本件各運用指針においては、 燃料費、 ホームページ運営費及び通信費

　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　

において支出額の上限に関する記述が存在するところ、「限度額」ないし、

１９



　　　　

「上限」 という文言が用いられていることからしても、 実支出額にかか

　　　　

わらず定額の計上を認める趣旨ではないこ‐とは明確である。 本件各運用

　　　　

指 針 は、 実費の把握が必ずしも容易でないという状況の中で、 交付金に

　　　　

ついて無限定な支出が行われることを防ぐ目的で支出額に上限を設けた

　　　　

ものであって、 上限以下の支出を合法化 （合理化） する趣旨は読み取れ

　　　　

ないから、 本件各使途基準に反する支出は、 上限額以下であっても違法

　　　　

で あ る。

　　　　　

上記主張は、 会派まちだ市民クラブの通信費、 会派自民党及び会派保

守連合に係る燃料費及び通信費においても同様に該当する。

Ｉｏ

　　　　　　

”） 以下の事情があるものについては、－第三者が行った給油であることが

　　　　　　

推測され、 政務活動との間の合理的関連性を認める余地はなく、 全額が

　　　　　　

違 法 で あ る。

　　　　　　　

ａ

　

同日給油、 近接 した日の給由

　　　　　　　　

同じガソリンスタ ン ドでほぼ同時刻に行われた給油については、 少

１５

　　　　　　　　

なくとも一方は第三者がしたものである。

　　　　　　　　

近接した日に行われている給油については、 政務活動のための移動

　　　　　　　

が、 通常は町田市内など近距離のものが大半を占め、 長距離の車両移

　　　　　　　

動が必要となることはないこと，からすれば、 第三者による給油である

　　　　　　　

と 推 測 さ れ る。

２ｏ

　　　　　　　

ｂ

　

議会の本会議開催中の給油

　　　　　　　　

議会の本会議開催時間の給油は、 議員以外の第三者が行ったもので

　　　　　　

あ る。

　

・

　　　

、

　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　

ｃ

　

異なる支払方法による給油

　　

　

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　

いつも給油を行っているガソリンスタ ン ドにおいては、 通常、 同じ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　

－

２５

　　　　　　　　

方法で燃料費の支払を行うものであるから、 支払方法が異なる領収書

　　　　　　

　

　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　

の給油は、 第三者によるものと推測される。

２０



　

ｄ

　

ハイ オクガソリンとレギュラーガソリ ンの混在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

・

　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　

．

　　

通常、 同じ車両でレギュラーガソリンとハイオクガソリンを混用す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

ることはないため、 一人の議員の燃料費の領収書に、 上記ガソリンが

　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

混在している給油については、 第三者によるものと推測される。

　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〆

（ウ） それ以外の燃料費についても、 議員は政務活動だけでなく、 日常的に

　

政党活動 （選挙活動や後援会活動） 等の活動を行っている上、車両を私

　

用で使うことも多いから、－自家用車の燃料費の全額が政務活動のために

　

使用されたものとはいえない。 個々の活動と燃料の使用量との対応を明
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

らかにすることは困難であるため、 自家用車の使用目的における政務活

　

動のおおよその割合によって政務活動費として認められる割合を定める

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

ほかないところ、 政務活動の場合は車両の利用範囲が町田市を中心とす

　

るものであり車両の走行距離は大きくないという事情、 議員が所有する

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

車両は政務活動だけでなく、 政党活動、 選挙活動、後援会活動にも広く

　　

－

　　　　　　　　　　　　　　

・

　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

′使われ、 私的な目的でも頻繁に利用されるものであるという事情の下で

　

は、 社会通念上、 支出された燃料費のうち政務活動に対応する部分は特

　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　

・

　

段の事情が認められない限り４分の１とするのが合理的である。

（被告の主張）

　

本件各運用指針において按分の考え方は示されているものの、個別に燃

料費（ガソリン・軽油代）について按分すべきとは定められていないのは、

　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｕ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

町田市議会が、 実際の政務活動に要する燃料費が政務活動費として認めら

れている上限額を上回っている実情等を考慮し、「活動に要した費用の全

額に政務活動費を充当することが適当でないと認められる場合」 等に該当

しないものとしたものである。 したがって、 町田市議会が、 本件各使途基

準において、 按分すべき項目として燃料費を挙げていない以上、本件各会

　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

派が燃料費につき按分率を乗じて計上しなかったのは当然のことであり、

そのことをもって本件各使途基準に適合していないとはいえない。・

１０

１５

２０

２１



（被告及び会派まち‐だ市民クラブの主張）

会派まちだ市民クラブ一覧表（燃料費）記載の各支出は、政務活動との

，間に合理的な関連性を有し、本件各使途基準に適合する。

　　　　　　

げ） 燃料費につき、 改正前運用指針は議員１人当たり年額１２万円という

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

５

　　　　　　　

上限を、 改正後運用指針は１４万４０００円に会派の人数を乗じた額と

　　　　　　

いう上限をそれぞれ定めているが、 他方、 同じ交通費に分類される駐車

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　

場代、 タクシー代一

　

鉄道料金、 自家用車ではない車の燃料費について、

　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

同様の上限規制を設けたものはない。これは、他の交通手段とは異なり、

　　　　　　

自家用車の燃料費には、 政務活動のための支出と、 政務活動以外の活動

，ｏ

　　　　　　　

のための支出が混在することが回避し難いことを考慮したものである。

　　　　　　　

すなわち、 自家用車の燃料費について上限が設けられている趣旨は、

　　　　　　

政務活動以外の活動のための支出が混在する自家用車の燃料費について、

　　　　　　

個々の支出を按分するのではなく、 当該年度における燃料費の総額につ

　　　　　　

いて上限を定め、 当該上限以下の額の支出は政務活動のための支出であ

１５

　　　　　　　

るとみなし、 これを超える支出については、 政務活動のための支出では

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　

ないとみなして、 政務活動費の充当を認めないという取扱いをすること

　　　　　　

にあるものである。 現に、 本件各運用指針は、 調査研究又は調査研究そ，

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　

．

　　　　　　

の他の活動のために自家用車を使用した場合の交通費 （燃料費） につい

　　　　　　

て、「実費の把握が困難であること等から、一定の基準 （定額を上限） で

２ｏ

　　　　　　　

充 当 す る。」 と して い る も，の で あ る。

　　　　　

”） 本件において、 自家用車の燃料費について本件各運用指針の定める上

　　　　　　

限規制に違反していない以上、 別途按分比率を適用することは相当では

　　　　　　

なく、 その全額が使途基準に適合 している。

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼

　　　　　　

ａ

　

同日給油、 近接 した日の給油

２５

　　　　　　　　　

給油は、 常に１回でタンクが満タンになるまで行うとは限らず、 例

　　　　　　　

えば手持ちの現金が少ないため、 先行して少量の給油を行い、 現金を

２２



　　

取りに行った上で再度給油を行うことがあり、 その場合には、 当然、

　　　

２ 回 の給油の時期が近接することになる。

　　　

また、 複数の車両を使用している場合には、 偶然、 複数の給油が同

　　

じ日に行われたり、 給油時期が近接したりすることはあり得る。

　　　

したがって、 複数の給油が同じ日になされている事実や、 近接して

　　

行われている事実は、当該支出が使途基準に適合しないことを推測さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　

せる事実とはいえない。

　

ｂ

　

議会の本会議開催中の給油

　　　

Ｃ １ ４ 一 ３５９は、 議会の開会時刻の２１分前の給油であり、 グー

　　　

１

　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

グルマップでの移動時間は２０分以内なのであるから、 余裕はないに

　　

せよ、 開会に間に合わせることは十分可能である。

　　　

Ｃ １ ４
．
－ ３６０は、議会の開会時刻の３１分前に支払われていると

　　

ころ、，グーグルマップでの移動時間は１０分程度である。

　　　

したがって、 これらの給油は、 いずれも、 議会の開会時刻に間に合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

わない給油には当たらないから、 第三者による給油であるとの原告の

　　　　　

　

　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

主張はその前提を欠く

　

ｃ

　

異なる支払方法による給油

　　　

市議会議員の給油に限らず、 およそ一般に、 どのような決済手段を

　　

使うかは全く自由であり、 様々な理由で決済手段を選択するのが通常

　　　　

１０

予

　　　　

‘

　　　　

１５

２０

　　　　　　　　

であるから、 決済手段が他と異なる事実は、 当該支出が使途基準に適

合しないことを推測させる事実とはいえない。

エ

　

駐車場・駐輪場代 （以下「駐車場代」 という。）
・に係る支出

　

（原告らの主張）

　　

以下は、本件各会派の駐車場代等に係る支出に関する共通の主張である。

　

げ） 極めて短時間の駐車

　　　

政務活動に関連して市民から相談を受けることや現地調査を行うこと

２５

２３



　　　　　　　

はあり得るが、 議員が相談場所や調査場所に出向いて目的地付近に自車

　　　　　　　

を駐車させるにしても、 駐車に要する時間、 駐車場と相談場所との間を

　　　　　　　

往復する時間を考えると、 市民相談や現地調査を行うためには少なくと

　　　　　　　

も１時間程度を要するはずである。 本件各会派は３０分以内という極め

，５

　　　　　　　

て短時間の駐車を繰り返し行っており、 このような駐車の態様は、 駐車

　　　　　　　

場の真の使用目的が 「市民相談」 や 「現地調査」 ではなく、 支出内容に

　　　　　　　

ついて事実に反する申告がされたことを推測させるものである。

　　　　　　

”） 長時間の駐車

　　　　　　　　

」「市政相談」、「市民相談」 又は 「打合せ」 のために駐車場を利用する

１０

　　　　　　　

としても－、 長くても３時間程度のはずである。 相談や打合せが長時間に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　

．

　　　　　　　

及ぶ可能性は否定できないが、そのような駐車が頻繁に繰り返されると

　　　　　　　

は考え難く、「現地調査」 も、 よほど大掛かりな調査でもなければ３時

　　　　　

、

　　

間を超えるとは考え難い。 本件各会派が長時間の駐車を繰り返し行って

　　　　　　　

いることは、 申告された駐車目的が事実に反することを推測させる。

，５

　　　　　

（ウ） スポーツ施設での駐車

　　　　　　　　

体育館やプールは 「市政相談」、「会議」 又は 「打合せ」 を行うに適し

　　　　　　　

た場所ではなく、 繰り返し 「現地調査」 を行う必要が生ずるとも考え難

　　　　　　　

い。 本件各会派が体育館での駐車を繰り返しているのは、 駐車の目的が

　　　　　　　

「市政相談」 や 「現地調査」 ではなく、 議員による個人的な体育館の利

２ｏ

　　　　　　　

用など、 政務活動以外の目的で行われたことを示すものである。

　　　　　　

） 病院での駐車

　

，

　　　　　　　　

病院は会議や打合せを行うための場所ではなく、 平成２６年度から平

　　　　　　　

成 ２９年度までの間に町田市の病院において会議が行われたことはない

　　　　　　　

（甲 ４９）。 また＼病院が、市議会議員による現地調査の対象となるとも

２５

　　　　　　　

考 え 難 い。

　　　　　

㈲

　

商業施設での駐車

２４



１０

１５

２５

　　

ショッピングモールなどの商業施設は会議や市政相談を行うには適さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　

ない場所であり、 逆に、 議員が個人的な目的で訪れる機会が多い場所で

　

あることからすると、 私的な目的での利用を推測させる。 商業施設での

　

駐車が多数回にわたることは、 申告された駐車目的が事実に反すること

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

．

　　

′

　

を推測させるものである。

防） 深夜に及ぶ駐車

　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

「市政相談」 や 「現地調査」 を理由にした深夜 （午後９時以降） の時

　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「

　

間帯に頻繁に駐車が行われており、 しかも、 町田駅周辺の繁華街 （飲食

　

店街） 付近での駐車・も多い。 相談、会議及び現地調査は通常、深夜の時

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

間帯に行うものではなく、 申告された駐車目的が事実とは異なることを

　

推測させる。

鞘

　

早朝の駐車

　　

同じ駅の周辺において、 午前６時又は午前７時頃に始まり、 午前９時

　

頃に終わるというパターンの駐車は、 通勤客で混み合う朝の時間帯の駅

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

●

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

頭で街頭宣伝を行ったときのものであると推測される。

　

議員が駅頭でマイクを片手に話をするのは、政治情勢や市議会の状況

　

などについて一方的に自身の考えを伝えることを主眼とするものであっ

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

て、「現地調査」 や 「市政相談」 を目的とする・ものではないし、 本件各使

　

途基準の「会派の行う調査研究活動及び情報収集のための活動」 にも当

　

たらない。 また、選挙が近くなる時期の駅頭宣伝は、議員の住む場所を

　

中心にそれぞれの陣営がのぼり旗を立て、 支援者も参加の上でチラシを

　

配るものであり、 こうした活動は議員の政治活動に該当するから、 政務

活動との間の合理的な関連性は認められない。

（ク） 町田市内の繁華街での駐車

　

小田急線とＪＲ線に囲まれた町田駅周辺は、 多数の飲食店や商店など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

が集まる繁華街になっており、繁華街を囲むようにして、 多数の駐車場

２５



　

が設置されている。 これらの繁華街には、 会合・会議に適した場所は少

　

なく、通常は繁華街内であえて会議や会合を行うことはない。 通常は会

議を行わない早朝や深夜の時間帯での駐車が多いことは、 申告された駐

　

車目的が事実とは異なることを推測させる。

物

　

政党の事務所付近の駐車

　　

「まちだ・生活者ネットワ←ク」 という政党 （会派まちだ市民クラブ

　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

のわたべ議員が所属） の事務所がある町田市中町１－２８一１８付近の

，駐車、会派まちだ市民クラブの議員 （河辺議員、 森本議員、 佐藤和彦議

員、 戸塚議員） が当時所属していた民進党東京都第２３区総支部の事務

Ｉｏ

　　　　　

， 所 （町田市森野２－２５－１３） 付近の駐車、 自民党の町田総支部 （町

　　　　　　

田市旭町２－１－３） 付近の駐車、 自民党の立川総支部 （立川市高松町

　　　　　　　

３－１４－１４） 及び三多摩支部 （立川市曙町２－９」１－５０１） 付

　　　　　　

近の駐車、 立川駅付近にある民主党 （会派まちだ市民クラブの議員の多

　　　　　　　

くが所属）・の東京立川支部又は東京都２１区総支部付近の駐車は、 いず

Ｉ５

　　　　　　　

れも政党の活動のためのものであることが推測される。 政党の活動は、

　　　　　　

議員としての活動ではあるが政務活動とはいえず、 会派の活動ともいえ

　　　　　　　

≠ し、。

　　　　　

） 立川市内での駐車

　　　　　　　

東京都立川市 （以下 「立川市」 という。） には、 自民党の立川総支部及

２ｏ

　　　　　　　

び三多摩支部があり、 自民党の三多摩議員連絡協議会による会合や研修

などが頻繁に開催されており、また、会派まちだ市民クラブの議員の多

くが属する民主党の東京立川支部と東京都２１区総支部も立川駅付近に

　　　　　　　　　　　　

「

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

ある。こうした政党関連の研究、会合、行事などのための駐車について、

　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　

・

　　　　　

．

政務活動との関連性を認めることはできない。

２５

　　　　　　

砂） 多 摩 市 内 で の 駐 車

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

－

会派まちだ市民クラブは、「市政相談」 や 「現地調査」 を理由として、

２６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・



１０

１５

２０

　

東京都多摩市（以下「多摩市」という。）にある聖蹟桜ヶ丘駅、多摩セン

　

ター駅付近での駐車を繰り返している。 市外の同じ場所で繰り返し 「市、

　

政相談」や「現地調査」を行う必要が生じるというのは通常あり得ない。

） その他の遠隔地での駐車

　　

町田市から遠く離れた場所で 「市政相談」 や 「現地調査」 を行う必要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　

　

　

が頻繁に生じることは考えにくいが、 このような駐車が繰り返されてい

　

る。

　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　

・

　　

町田市外での駐車の中には、 他の自治体の選挙に立候補している所属

・政党の候補者を応援するためのものと推測されるものが多数あるが、 こ

　

うした支出は政務活動のためのものとはいえない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

は） 鶴川駅周辺での駐車

　　

会派まちだ市民クラブは、鶴川駅周辺の駐車場での駐車を頻繁に繰り

　

返 しており、 １６０件以上に上る。 同所は、 スーパー、 パチンコ店、 銀

　

行、 コンビニエンスストア、 飲食店等が立ち並んでおり、 大型スーハー

　

もあるところゞ短時間での駐車も多く、 同駅付近で買い物などの用事を

　

済ませるための駐車も多数混じっていると推測される。

柁） 南大沢駅周辺での駐車

　

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

， 会派まちだ市民クラブは、八王子市にある南大沢駅付近でも多数回に

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

わたり駐車を繰り返しており、 その回数は９５回に及ぶ。 平成２６年度

　

及び平成２７年度の利用者は全て河辺議員であり、 平成２８年度及び平

　　　　　

＼

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

．
・

　　　　　　

二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

成２９年度も同議員による駐車であると推測される。 平成２６年度は全

　

て 「市政相談」、 翌年度以降は全て 「現地調査」 とされているが、 真の駐

　

車目的を反映しているとは認め難い。，

し） 市役所の駐車場での駐車

　

市役所の駐車場は、 議員であれば無料で利用できるにもかかわらず、

　

市役所の駐車について駐車場代が計上されており、議員以外の第三者に

２７



　

よる利用と思われる。

　　

また、 市役所内での執務は市議会議員にとって日常の仕事であって、

　

政務活動以外のもろもろの事柄に関わるものであるところ、 無料で駐車

　

できるにもかかわらず政務活動費としての支出の必要性を認める余地は

　

≠ し、０
１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ ●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

′１

汐） あり得ない同日駐車

　　

会派まちだ市民クラブの支出には、 同一の議員が同日に２か所又は３

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｆ

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

か所した駐車の駐車時間が一部重なっていたり、 時間的には重ならない

　

ものの駐車場間の移動に通常要する時間からすると同一人が両方の駐車

　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

を行うことがあり得ないような駐車が存する。 これは、領収書を提出し

　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　

●

　　

● ，

　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　

た議員以外の者が駐車を行ったことの現れであり、 市議会議員以外の者

　

が支出した領収書については、 政務活動との間の合理的な関連性のない

　

支出が行われたと推測される。

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

会派まちだ市民クラブは、 補助者を使用して政務活動を行うことを禁

　

じる規定は存在しない等と主張するが、 議員による政務活動は基本的に

－議員が行うものであるところ、 政務活動費は議員による政務活動のため

　

に支給されたものであり、 本件各運用指針でも、 人件費の支出対象を会

　

派室内で補助を行う者に限定した上で 「臨時職員雇用報告書」 の記入提

　

出を要求している趣旨が「補助」 などの名目で無限定に政務活動費が支

　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
．

　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

出されることを防ぐことにあることからすれば、 上記主張は採用し得な

　

し、０

（被告及び会派まちだ市民クラブの主張）

　

会派まちだ市民クラブに所属する各議員は、「市政相談」につき、市民相

談だけでなく、 市政に関連して広く人と情報のやり取りを行うこと全般、

すなわち、 市の職員との打合せ、企業担当者との面談、 他の市議会議員と

の会合、 他の地方自治体の議会議員等との面談、 これらに付随する挨拶の

１０

　

　　　　　

　

　　　　　　

　　

　

　

　

　

　　

　

　　　　

　　

　

　　

　

　　　　　

　

　

　

　　

　

　　　

　　

　

　

　　　　

　

い
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１５

２５

ための訪問や資料の授受など、様々な活動を含むとの認識であった。また、，

上記各議員は、「現地調査」 につき、 広く移動を伴って調査を行うこと全

般を指す概念と認識しており、 また、「会議」 については、 複数の者が集

まってあるテーマについて話し合う活動全般を指す概念と認識していた。ず

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

そして、 これらの概念は、 相互に明確に区別できるものではなく、 本件各

運用指針においても、 そこで例示されている使用目的について具体的な定

　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ず

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

義等は定められていないことからすれば、 同じ活動が複数の目的を兼ねる

ものである場合、 どのような目的を記載するかについては、 会派の判断に

　　　　　

ず

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　

・

委ねられていたものである。

　

議員が積極的に移動し、 人に会い、 物を見ることによって、 初めて市民

の市政に対する関心事項や要望、 市政ハの批判の実情が分かるものであり、

さらに、 市政の改善は町田市民から話を聞くだけでできるものではなく、

　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

町田市以外の市区町村における市政について研究したり、他の地方自治体

と町田市との交流を図ったりすることによって初めて実現することがで

きるものである。 そして、 町田市は、 東京都２３区のように縦横無尽に鉄

道が敷設されていたり、 バス路線が開設されていたりするのではなく、 移

動には車両が必要になることが多い。したがって、市内を移動するにせよ、

市外へ赴くにせよ、町田市議会議員が政務活動を行うに当たっては、日々、

自動車による移動と移動先での駐車の必要が生じるのである。

げ） 短時間の駐車

　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ず

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　　

政務活動に関係する書類の受渡しをするだけであれば極めて短時間

　

の駐車で足りるから、 駐車場の所在にかかわらず、 駐車時間が３０分以

　

内である事実は、当該支出が本件各使途基準に適合しないことを推測さ

せる事実とはいえない。

”） 長時間の駐車

　

市の職員や企業担当者、他の議員等と勉強会等を行う場合には数時間

２９



１０

；；ｉ，．－
１ｉ

２０

　

に及ぶことがしばしばあり、 また、 市民相談では、 会議室等で面談する

　

よりも、飲食店で話す方がより本音を聞くことができる場合もあ、り、会

　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

食を伴う場合に２時間を超えることは珍しいことではない。

　　

駅周辺に駐車をして電車を利用する場合には、移動時間も考慮すれば

　

駐車時間が２時間を超えることが通常であるから、 駐車時間が２時間を

　

超えている事実は、当該支出が本件各使途基準に適合しないことを推測

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

させる事実とはいえない。

（ウ） スポーツ施設、 病院、 商業施設での駐車

　　

ある施設の馬主車場に駐車したからといって、 直ちに当該施設を私的に

　

利用したとはいえない （医療機関の駐車場に駐車をしたが当該医療機関

　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

　　　

．

　

を利用 していない例と して、 Ｃ１４－１４３）。

　　

議員が市政に関連して専門家と面談を行う場合には、面談相手がいる

　

場所へ出掛けていくのが基本である。 スポーツ関係者と面談する場合に

　

は運動施設、 医療関係者と面談する場合には医療機関まで出掛けること

′

　

となり、 また、 誰かと会食しつつ面談を行う場合には商業施設内の飲食

　

店を利用することも珍しくないから、当該施設の駐車場に駐車した事実

　

は、 当該支出が本件各使途基準に適合しないことを推測させる事実とは

　

いえない。

に） 深夜に及ぶ駐車

　　　　　　　　

．

　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　

‐

　　

議員が市民相談を受ける際に、相手の仕事の都合で午後５時以降の面

　

談となることは珍しくないし、会食を伴う場合は午後９時以降までかか

　

ることはしばしばある。
・また、 会議や勉強会等を行う場合、 参加者の就

　

労時間を考慮して、 開始時刻が午後５時以降に設定され、，終了時間が午

　

後９時以降に及ぶこともある。

　　

現地調査が午後９時以降に及ぶことも珍しくなく－、 町田市内の駅周辺

　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

に駐車をして市外へ電車で出掛けて政務活動を行った場合には、 駐車場

３０



　　

　

　　　　

　

　

ノ」、てき
’：‐
「′．・ー・，
「
，
」

　

，
　　　　　
；三川
一三三一↓
：」

に戻るのが午前０時を過ぎることもある。

　　

したがって、 駐車が午後９時以降に及んだ事実は、当該支出が本件各

　

使途基準に適合しないことを推測させる事実とはいえない。

㈲

　

早朝の駐車

　　

日中はそれぞれ別個に活動を行っている議員同士が集まったり、 夜勤

　

明けでなければ時間が取れない市民から相談を受けたりするなど、 午前

　

９時よりも前に政務活動を行うことは珍しくないところ、原告らは、当

該駐車が当該時間帯にされたものであることを立証したにとどまり、当

該議員が街頭宣伝を行ったことを立証できていない。，

　

仮に当該駐車が街頭宣伝を含む街頭活動のためであるとしても、 政党

活動として行うたものではなく、 政党名を表示したチラシ、 たすき、 の

ぼり等を用いたことはない。 街頭活動は、 市政について演説をしたり
′
、

議会報告等のチラシを配ったりすることを通じて、市政に関して市民に

直接報告し、また、 市民と直接会話をし、 意見を聴取するための活動で

あるから、「市民の意思を把握し、 市政に反映させる活動」（本件条例５

条） として政務活動に当たる。 すなわち、 市議会議員が議会活動の基礎

とする上で代表的かつ極めて重要な情報の一つが、 市政に関する市民の

　　

、

　　　　　　　　　　　　

●
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
Ｑ声であるところ、 大多数の市民の声は議員には届きにくいことから、 議

員は、 最も多くの市民が行き交う場である通勤時間帯の駅前に出掛け、

自分が市議会議員であることを伝え、 市政に関して報告し、自身の信条

を述べ、市政に関する疑問や要望があればいつでも言ってほしいと大き

な声で伝えることで、 少しでも多くの市民の生の声を聞こうとしていた

ものである。 実際に、 議員が街頭活動を行っている際に、 通行した市民

から声を掛けられ、 市民相談を持ち掛けられることもあるし、 チラシを

受け取った市民から、 そこに記載された連絡先に相談が寄せられること

もしばしばある。 もちろん、 通勤中の市民の大多数は、 街頭活動を行っ

１０

２５

３１



　

ている議員に構っている暇はないことが多いが それを承知の上で各議

　

員が街頭活動に立つのは、 市政に関して市民の負託を受けた者として、

　

少しでも多くの市民の声を聴くことで、市政を改善する機会を得るため

　

である。

　　

したがって、 早朝駐車の事実は、当該支出が本件各使途基準に適合し

　

ないことを推測させる事実とはいえない。

防） 町田市内の繁華街での駐車
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

　　

　　

町田駅周辺には、 市民フォーラム、 商工会議所、 生涯学習センター、

　

中央図書館等の公共施設が密集しており、議員は、これらの施設におい、

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

て、 市民相談、 市政に関わる各種会議や勉強会などを日々行っている。

　

また、 町田駅は小田急線又はＪＲ線を利用して各地方へ出発できる交通

　

の起点であり、 町田市内外へ電車で移動して政務活動を行う際には、 町

　

田駅周辺に駐車するのが通常である。 会食を伴って市民相談を行う場合

、や、』会合の後に懇親会等が催される場合には、飲食店が多くある町田駅

－周辺が好都合である。

　　

したがって、 町田市内の繁華街に駐車した事実は、 当該支出が本件各

　

使途基準に適合しないことを推測させる事実とはいえない。

（お１政党の事務所付近の駐車

　

政党の事務所付近の駐車の事実は、以下のとおり、 当該支出が本件各

使途基準に適合しないことを推測させる事実とはいえない。

　

ａ

　

町田市中町１丁目での駐車

　　

町田市中町１丁目は、小田急線町田駅から徒歩数分の距離にあり、

　

町田駅を利用して政務活動を行う際の駐車場所として便利である。 ま

　

た、わたべ議員は、「まちだ・生活ネットワーク」の事務所を利用して、

　

．市政に関する報告書等の書面を作成する作業、電話による打合せや会

　

議、実際に来客を迎えての市政相談、田中議員との政務活動の連携等

１０

１５

２０

２５
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を行っていた。 また、 会派まちだ市民クラブの議員は、 無所属の議員

　　

を除き、 それぞれの所属政党ないし団体からの支援を受け、 かつ、 市

　　

民に対して所属政党ないし団体を明示し、その政治的方針ないし理念

　　

の実現を目指すことを明言して立候補し、 当選しているのであり、 各

　　

議員が市政に携わる中で、 所属政党ないし団体内で議論をしたり、 政

　　

策勉強会に参加したりするなどして日々連絡を取ることは当然である

　　

から、仮に、 わたべ議員が上記事務所において上記政党の諸活動を行

　　

っていたとしても、それが政務活動ではないということにはならない。

　

ｂ

　

町田市森野２丁目での駐車

　　　

上記駐車場の近辺には、 町田合同庁舎、保健所中町庁舎等、政務活

　

． 動における会議等が行われることのある公共施設が存している。仮に、

　　

当該駐車が、
』民主党に所属していた会派まちだ市民クラブの議員らが

　　

民主党の事務所を利用した際になされたものであるとしても、 同議員

　　

らは同事務所において政務活動に係る会議や打合せ等を行うことがあ

　

・ ったから、 同事務所を利用したことをもって直ちに政務活動のための

　

．ものではないということにはならない。

汐） 立川市内、八王子市内及び多摩市内での駐車、その他の遠隔地での駐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、、＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

車

　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　

立川市は、 多摩地域の中心部ともいえる市であり、 立川駅周辺は、 町

　

．田市を含む多摩地域全体の市政に関する各種会合や会議が行われること

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

● ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　

が多い場所である。 仮に立川駅周辺での駐車が、議員の所属政党の事務

　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

所での会合や企画に参加するための駐車であったとしても、議員が政務

　

活動を行うに当たって所属政党と日々連絡を取ること・は当然であるから、

　

立川市内での駐車について原告らが主張する事実は、当該支出が本件各

使途基準に適合しないことを推測させる事実とはいえない。

妨 鶴川駅周辺での駐車

　　　　　　　

１０

デー－
’〕
：．

」

　

１５

２０

２５

３３

　

，

　　　

、



　　　　　　　　　　

鶴川駅周辺に駐車して電車で出掛けることはよくある。 森本議員は同

　　　　　　　　　

駅周辺に居住 し、 同駅周辺を主な活動地域の一つと していたことから、

　　　　　　　　　

地域住民や商店街への短時間の訪問、 資料の受渡し等の短時間での市政

　　　　　　　　　

相談や現地調査を行うために同駅の駐車場に短時間駐車することがしば

　　　

５

　　　　　　　

しばあった。 鶴川駅周辺での駐車について原告らが主張する事実は、 い

　　　　　　　

′

　　

ずれも当該支出が本件各使途基準に適合しないことを推測させる事実と

　　　　　　　　　

は い え な い。

　　　　　　　　

） 南大沢駅周辺での駐車
　

　　　　　　　　　　

南大沢駅は、 河辺議員の自宅の最寄り駅の一つであるところ、 河辺議

　　

Ｉｏ

　　

－

　　　　

員 は、 東 京 都 ２３区内に出掛けて政務活動を行う際には南大沢駅周辺に

　　　　　　　　　

駐車して電車に乗ることが多かった。「市政相談」とは、町田市民から相

　　　　　　　　

談を受けることだけをいうのではなく、 広く人と情報のやりとりを行う

　　　　　　　　　

こと全般を指す概念であるところ、 議員が市外へ出掛けて市外の人と会

　　　　　　　　

－ って話を聞いたり、他の地方自治体で開催される各種会議に出席したり、

　　

，５

　　　　　　　

他の地方自治体に赴いて現地を視察したりすることは市政の改善に有用

　　　　　　　　　

であり、 議員が市外において政務活動を行うことは頻繁にある。 南大沢

　　　　　　　　

駅周辺の駐車について原告らが主張する事実は、 いずれも当該支出が本

　　　　　　　　　

件各使途基準に適合しないことを推測させる事実とはいえない。

　　　　　　　　

樹） 市役所駐車場での駐車

　　

２０

　　　　　　　　

議員が料金を支払って町田市役所の駐車場に駐車することは禁じられ

　　　　　　　

・ ていないから、 町田市役所の駐車場で有料の駐車が行われた事実は、 当

　　　　　　　　

該支出が本件各使途基準に適合しないことを推測させる事実とはいえな

　　　　　　　　　

し、
。 ・

　　　　　　　　

） 同日駐車 ・

　

ノ２５

　　　　　　　　

町田市において、 政務活動費は会派に対 して支給されるのであって、

　　　　　　　　

議員個人に直接支給されるのではない。 条例、 規則、 運用指針のいずれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３４



の定めにおいても、 駐車場代について、当該領収書を提出した議員自身

による駐車でなければ政務活動費を充当してはならないという規定は存

在しないし、当該議員が会派のために政務活動を行うに当たり、 補助者

を使用してこれを行うことを禁じる規定も存在しない。．

　

したがって、 同時に複数の駐車が行われたと・しても、 当該駐車が政務

活動との合理的関連性がないことが推測されることはなく、複数の駐車

の駐車時間が重なっている事実や、移動時間を考慮すれば両立し得ない

事実は、当該支出が本件各使途基準に適合しないことを推測させる事実

　　　　　

．

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

とはいえない。

資料購入費に係る支出１０

　　　　　　

オ

　

‐ （原 告 らの 主 張）

　　　　　　　　　

｝

　　

げ） 被告補助参加人らに対しての共通の主張

　　

＼

　

ａ

　

自宅での一般新聞の購読料

　　　　　

議員が自宅で購読している一般新聞の購読料が計上されているが、

　　　　

これらの新聞は議会図書館に備え付けられているほか、 町田市関連の

　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　

新聞記事はその都度、 会派控室に届けられている。 一般新聞は多くの

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

　

　　　

　　

　　　　

家庭で購読されており、 購読した新聞は議員以外の家族も読むものと

　　　　

して通常の生活費に含まれるものである。 このように議員の個人的な

　　　　

支出である一般新聞の購読料に政務活動費を充当することは許されな

　　　　

い。 ，

　　　

ｂ

　

議員が所属する政党の機関誌の購読料

　　　　

議員が所属する政党の機関誌の購読料が計上されているが、 これは

　　　

政党活動の一環であって、 会派が行う政務活動とは無関係である。

　　　

ｃ

　

宗教・倫理団体の機関誌の購読料

　　　　

宗教・倫理団体の機関誌の購読料が計上されているが、 宗教や倫理

　　　

との関わりは個人の事柄であり、 そこで生じる費用は、 政務活動のた

三 ；，，
ー－
，，
・

１５

，

　　　　

２０

２５

３５



　　

めの必要費とは認められない。・

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

‘

　

ｄ

　

選挙活動のための資料購入費

　　　

町田市議会議員選挙 （平成３０年２月１８日告示） を前にした時期

　　

に、 町田市の住宅地図が購入されている例があるが、 購入の時期や、

　　　　　　　　　　　　　　

，
●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

′

　　　　　　　　　　　

′

　　

同じ地図帳を複数購入したと思われる形態からし１ても、選挙に備える

　　

ための資料購入費であり、政務活動の必要に基づくものとはいえない。

”） 政党機関誌を２部購入していることに係る支出 （Ｃ１４・５４ ３、 Ｃ

　

１ ５ 一 ４７５、 Ｃ １ ６ 一 ４７３、 Ｃ １ ７ 一 ４５２）

　　

多くの政党は、 当該政党の主張を広めるだけではなく、政党の財政的

　

な基盤の強化のために、自党の機関誌・新聞の購読者数を増加させるこ

　

とを目指しており、 党員に対して新たな購読者を見いだすことを奨励し

　

て い
，る。

　　

谷沢議員は社会民主党町田総支部の代表者であり、 政党とのつながり

　

は明瞭であるところ、「社会新報」及び「月刊社会民主」に掲載されてい

　

る記事の内容は町田市政とは関わりが乏しく、複数の議員が同時に購読

　

を希望するようなものではない。 機関誌の購読料が少額であれば許され

　

るということにはならないし、年間の購読料は決して少額とはいえない。

　

「社会新報」については、わたべ議員もこれを定期購読していることは、

　

会派としての活動の必要性に関わりなく購読が行われていることを端的

　

に示すものであり、 町田市政における調査研究との関連性が認められな

　

い資料を３部も購入することについて、 必要性を認める余地はない。

（被告及び会派まちだ市民クラブの主張）

げ） 自宅ないし政党事務所における一般新聞の購読料

　　

本件各運用指針には、資料購入費として新聞購入費が例示されている

　

ところ、 その購読場所については、 会派控室、 所属政党事務所、 自宅な

　

どによる区別をしていない。 新聞が、 日々変化する社会の状況について

１５

２０

２５

３６



　

情報を迅速に収集する手段であることに鑑みると、会派控室でなければ

　

新聞を購読できないとすれば、議員は新聞を読むために毎朝必ず会派控

　

室に行かなければならないことになり、 情報の迅速な収集ができなくな

　

る。 したがって、 自宅や政党事務所における一般新聞の購読は、 政務活

，動との間に合理的関連性を有する。

”） 政党機関誌を２部購入していることに係る支出（Ｃ１４－５４ ３、 Ｃ

　

１ ５ 一 ４７５、 Ｃ 工６ － ４７３、 Ｃ １ ７ 一 ４ ５２）．

　

本件各運用指針には、 資料購入費として新聞購入費が例示されている

　

ところ、政党の機関誌は、当該政党が政治や経済等に関する記事を掲載

する新聞の－種であるから、 その購入費用については、 資料購入費とし

て政務活動費を充当することができる。また、本件各運用指針において、

領収書に冊数の記載が求められていることからすれば、本件各使途基準

においては、 同じ資料を複数購入することが許されている。

　

谷沢議員は、当時、 ９人の議員が所属しており＼異なる政党に所属す

る議員や無所属の議員で構成されていた会派まちだ市民クラブにおいて、

他の議員に対し、 市政についてより多角的に研究する機会を提供する目

的で、自身が所属する政党の立場からの視点を提供する 「社会新報」及

び「月刊社会民主」・を２部購入し、会派控室に備え付け、複数の議員が

同時に閲覧したり、 他の議員が資料として借り出して会派控室から持ち

ｒ出したメリすることが可能な状態にしていた。 また、 上記２誌の１か月当

たりの購入費は、 １部につき、「社会新報」 が７００円、「月刊社会民主」

が６３０円であったから、 ２部ずつ購入しても多大な支出とはいえず、

合理的な必要を超えて所属政党の利益を図ったと評価することもできな

し、。

　　　　　

．
．

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　

三

広報費に係る支出

（原告らの主張）

１０

１５

２０

２５

　　　　

ｒ

　　

力
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げ） 「とんぼ製作所」 に対する支出

　　　　　　　　

とんぼ製作所には、 ホ」ムページの開設・管理運営を業とする事業者

　　　　　　　

である実態がない。 とんぼ製作所が発行した請求書として会派まちだ市

　　　　　　　

民クラブが提出した請求書，（丙Ｄ２１、２２）は断片的なものである上、

５

　　　　　　　

事業者の電話番号等が黒塗りにされており、「ＨＰ保守管理代《平成１５

　　　　　　　

年 ６７月１日」（丙Ｄ２２）など、通常であれば考えにくい誤記も混じっ

　　　　　　　

ており、 不自然である。 丙Ｄ２２は、宛名が 「石井くにのり後援会」 と

　　　　　　　

され、「年間割引」の記載があるなど、もともと会派まちだ市民クラブが

　　　　　　　

提出していた領収書 （各自ごとに作成） と合致しない。

１０

　　　　　　　

石井議員が過去に掲載していたホームページ （甲１７８） は、 同議員

　　　　　

′

　

が結いの党の所属議員としてその活動を宣伝するものであり、 その後に

　　　　　　　

石井議員が開設 していたとするホームページ （丙Ｄ２３の１・２） は、

　　　　　　　

開設者が石井議員とされ・ 同議員が所属する政党のー員としての活動状

　　　　　　

況を紹介することを主とするものであり、 たとえその中に議会での質問

Ｉ５

　　　　　　　

の状況などが含まれていたとしても、 それを理由に 「会派の広報活動」

　　　　　　

のための広報費とする余地はない。

　　　　　　

”） 「サ ナ リイ」 に 対 す る 支 出

　　　

．

　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　

小関議員は、 サナリイ こと上村一弘という者に対 して、 議会 レポー ト

　　　　　　

に関する支出を繰り返したものであるが、 サナリイという事業者の実態

２０

　　　　　　　

は不明であり、 小関議員が議会レポートの製作においてどのような作業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

を委託したのかやその見積り等の過程も明らかにされておらず、 領収書

　　　　　　

の発行形態も不自然である。

　　　　　　

（ウ） チラシ印刷代・ポスティ ング代等

　　　　　　　

平 成 ３０年２月に実施された町田市議会議員選挙 （同月１８日告示、
５

　　　　　　　

同 月 ２５日投票） の前である平成２９年１１月頃から、 大量のチラシが

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　

印刷され、 ポスティ ング又は郵送がされたものである。 これらのチラシ

３８



　

には「議会レポート」や「議会活動報告」などの名称が付されているが、

　

議員としての実績を宣伝するものであり、 選挙における得票を目的とし

　

たものである。

に） 意見広告代 （Ｃ１５一４９ ２、 Ｃ １ ６ － ４８９， ４ ９０、 Ｃ １ ７ － ４

　

６ ６、 ４７７）

　　　　　　　

武相新聞、 町田ジャーナル等に掲載した意見広告の内容は、 会派の活

　　

．

　　　　

動目標を一方的に宣伝するものであって、 本件各使途基準に適合してい

　　　　　　

る 支 出 と は い え な い。

　　　　　　

（被告及び会派まちだ市民クラブの主張），

Ｉｏ

　　　　　　

げ） 「とんぼ製作所」 に対する支出

　　　　　　　

とんぼ製作所は、 実際に石井議員のホームページを開設し、 管理運営

　　　　　　

していた。

　

会派まちだ市民クラブの議員は、無所属の議員を除き、それぞれの所

属政党ないし団体を明示し、その政治的方針ないし理念の実現を目指す

ことを明言して立候補し、 当選しているのであるから、 その当選後の活

動は、多かれ少なかれ、所属政党の一員としての活動の側面を帯びてい

る。 ある会派に所属する議員が、他方で政党に所属していても、それに

よって活動が色分けされるわけではないから、 所属政党の一員として行

　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

　

っている活動というだけで直ちに政務活動ではないとするのではなく、

法及び条例に定める政務活動の要件を備えているかどうかで判断すべき

である。

　

石井議員のホームページは、 石井議員が会派名で発行した議会報告チ

ラシのデータがダウンロードできるようになっており、 議会活動の内容

が報告され、政策・実績の内容が掲載されるなど、石井議員が会派の－

員として行った調査研究活動や議会活動、 市の施策につき報告し、広報

する内容となっているから、その内容は、 法及び条例に定める政務活動

１５，

　　　　　　　　　　　　

・Ｌ

２０

２５

３９



　

の要件を備えており、 その管理費は、 政務活動費を充てることができる

　

広報費である。

　　

なお、 丙Ｄ２２が１年分の請求書となっているのに対し、 領収書が月

　

ごとに作成されるのは、 収支報告書の提出に合わせられるようにとんぼ

　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

′

　

製作所が便宜を図ったことによるものである。 すなわち、 石井議員は、

　

割引を受けるために毎年７月分から翌年６月分までの１年分の管理費を

　

まとめて支払っていたが、 政務活動費が年度に対応して支給されること

　

から、 上記ｌｒ年間の管理費をまとめた領収書が発行されると、当該年度

　

以外の月の管理費が含まれてくるために政務活動費を充当することがで

　

きなくなる可能性があったため、 変則的な処理をしたものである。

”） 「サ ナ リイ」 に 対 す る 支 出

　　　

′

　　　　

－

　　

ｒ

　　　　

へ

　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

サナリイは印刷会社ではなく、政治に関連してチラシ等の製作を総合

　

的に監修する個人事業主であり、本件各運用指針に沿って領収書添付の

　

手続が適正に履践されている以上、 サナリイが当該印刷物の作成に携わ

　

ったことは明らかであり、 上記支出と政務活動との間には合理的関連性

　

が認められる。

（ウ） チラシ印刷代・ポスティング代等

　

各議員は、 平成２９年１１月頃以外にもそれぞれ定期的にチラシ印刷、

　

ポスティング等を行っており、 平成２９年１１月頃のチラシ印刷代、 ポ

スティング代等の支出はその一環にすぎず、，選挙における得票を目的と

　

したものではない。

　

選挙前は、市民の市政に対する関心が最も高まる時期であり、 そのタ

イミングで市民に対して市政に関する報告を行うことは、より効率的に

市政について広報するとともに、 市民からの意見を広く集める絶好の機

会でもあるから、議員が選挙前に市政に関する報告を行うことはむしろ

当然である。

１０

４０



　　

したがって、 平成３０年２月の選挙に近い時期に支出されたチラシ印

　

刷代、 ポスティング代につき、当該支出が本件各使途基準に適合しない

　

ことを推測させる事実はない。

回

　

意見広告代

　

本件各運用指針には、広報費として意見広告代が例示されている。 －

方、意見広告はその紙面の面積が限定されており、調査研究活動等の詳

細な報告ができるほどの情報を載せるのには適していない。したがって、

意見広告については、 その紙面に調査研究活動等の報告が詳細に掲載さ

れていなくとも、 紙面に掲載できる情報の範囲内において、会派の調査

研究活動、議会活動及び市の施策について市民に報告し、広報するため

に有用な情報が記載されていれば、広報費として政務活動費を充てるこ

，とが認められる。

ａ

　

Ｃ １ ５ 一４９ ２、 Ｃ １ ６ 一 ４８ ９、 ４ ９０には、 町田市政に関する

　　　　　　　

ー＼

　　　　　　　　　　　　　　　　

：

　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

，

　　　　

，

　

会派としての基本方針が箇条書きの方式で簡潔に記載された上で、会

　

派の名称、電話番号、ファクシミリ番号等の連絡先が記載され、「お気

　

軽にご連絡ください！」 と付記されていることから、当該連絡先に市
′

　

民からの問合せがあれば、－会派の活動の詳細な内．容や、市政の状況等

　

について説明することができるようになっているし、 会派に対して要

　

望や意見を持つ市民からすぐに聴取することができる。

　　

上記各意見広告は、 紙面に掲載できる情報の範囲内において、会派

　

の調査研究活動、 議会活動及び市の施策について市民に報告し、 広報

　

するために有用な情報が記載されているといえるから、‐当該意見広告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

に係る支出は、 いずれも広報費として政務活動費を充当することが認

　　　　　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－′められる。

ｂ

　

Ｃ １ ７ 一 ４６ ６、 ４６７には、 町田市政に関する会派としての基本

． 方針が箇条書きの方式で簡潔に記載され、 会派の名称、電話番号、 フ

　　　　　

１０

ｔ

　　　　　

ｌ

　　　　

１５

２５

　　　　　　　　　

ｂ

４１



　

アクシミリ番号等の連絡先が記載された上で、「お気軽にご連絡くださ

　

い！」 と付記されているなど、その他の意見広告と変わらない内容と

　

なっており、 選挙をうかがわせるような表現は一切出てこない。 した

　

がって、当該意見広告は、同年に行われた選挙に向けて市民に政策を

　

アピールすることを目的としたものではない。

通信運搬費に係る支出

電話代などの通信費についての総論

〔原告らの主張）

キ

（ア）

　　　

、ａ

　

上記（３）ウ （原告らの主張） げ）と同じ。，

ｂ

　

固定電話等の利用に係る支出

　　

自宅の固定電話の使用は、会派が行う政務活動との関連が認められ

　

ない。 また、 １人の議員が複数人の携帯電話機の通信料を支払ってい

　

る場合も、 会派が行う政務‐活動の必要に基づくものとはいえない。

ｃ

　

はがき代、 切手代に係る支出

　

一度に大量のはがきや切手の購入をする場合には、 その換金の容易

性に鑑み、 特定の政務活動との関連性が明確であることを要するもの

である。 したがって、 特定の政務活動との関連性が明確ではない大量

　

のはがきや切手の購入は、 本件各使途基準に違反していることを推測

させるものである。

（被告及び会派まちだ市民クラブの主張）

ａ

　

本件各運用指針が定める上限について

　

通信費 （固定電話ミ 携帯電話、 ファクシミリ、 インターネット回線

使用料） については、 改正前運用指針の留意事項において、会派所属

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

議員１人当たり月額１万５０００円を限度に支出することができるも

のとし、 改正後運用指針の留意事項において．、会派所属議員１人当た

ｒり年額２４万円を限度に支出することができる旨を定める。

１５

２０

２５

　　　

４２



　　

町田市は、 携帯電話機などの通信機器が政務活動以外の活動のため

　

にも使用され、 かつ、 どの部分が政務活動のための費用であるのかを

　

明確にすることが困難であるという特性を前提として、本件各運用指

　

針において上限を設定することにより、それを超える部分については、

　

政務活動のための支出であっても政務活動費の充当を認めず、 他方、．

　

上限までであれば政務活動費の充当を認めるという取扱いをすること

　

によって、 不当な政務活動費の支出を抑制するとともに、政務活動費

　

の充当に関する事務処理を簡明にしたものである。 本件各会派は、 町

　

田市における上記取扱いを前提として収支報告書を作成、提出してい

　

るのであるから、 上限規制とは別途、按分比率による規制を行うこと

　

は、 本件条例の予定するところではない。

ｂ

　

固定電話等の利用に係る支出

　

，， 本件各運用指針が、 通信費について議員１人当たりの支出額につい

　

て上限を設けた上で、通信費の内容として固定電話を例示しているこ

　

とからすれば、そこで想定されている固定電話には自宅の固定電話も

含まれており、 町田市では、自宅の固定電話の使用料を通信費に含め

ることが想定されているといえる。

　

実際、 会派まちだ市民クラブに所属する議員は、 自宅において電話

で市政に関する打合せや会議等の政務活動を行うこともあり、その通

　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

信料に政務活動費を充当することが認められていないと解すべき事情
ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

「

　　　　　　　　　　　　　　

・

はない。

ｃ

　

はがき代、 切手代に係る支出

　

議員は、 市政に関して報告する会合を開催したり、各種会合で使用

する資料を送付したりする場合などには大量のはがきや切手を必要と

する。 また、 改正前運用指針は、 通信運搬費としてはがき代及び切手

代を例示しているところ、、その使途を明らかにすることを義務付けて

１０

１５

２０

２５

４３



　

し・なし、。

　　　　　　　　　

したがって、 当該はがきや切手が政務活動とは異なる活動のために

　　　　　　　　

使用されたことについて原告らが立証しない以上、 当該はがきや切手

　　　　　　　　

の購入費用が、 政務活動と合理的関連性を有しないとはいえない。

５

　　　　　　

”） 谷沢議員に係るはがき代等の支出 （Ｃ１４一５７ １ ～ ５７７、 Ｃ １ ５

，

　　　　　　

一 ５ ７ ２ ～ ５７４、 ５７６）

　　　　　　　

（原告らの主張）

　　　　　　　　

谷沢議員に係るはがき代等の支出は、 厚木基地騒，音訴訟において原告

　　　　　　　

団に送付する資料や案内のためのものとのことであるが、 これらは、 市

，。

　　　　　　

民クラブの議会活動や町田市の施策について報告・広報するものとはい

　　　　　　　

えない上、 谷沢議員が一市民として加わっている訴訟の遂行のためのも

　　　　　　　

のであり、 会派まちだ市民クラブが行う活動ともいえない。 谷沢議員の

　　　　　　　

上記活動は議員としての議会活動を離れた活動であり、 このような活動

　　　　　　　

に政務活動費を支出することは許容されない。

Ｉ５

　　　　　　　　

なお、 谷沢議員による宅配便代の支出 （Ｃ１４一５７８、 ５７９） に

　　　　　　

ついても、 騒音訴訟関連の支出と推測される。

　　　　　　　

（被告及び会派まちだ市民クラブの主張）

　　　　　　　

谷沢議員は、 長年にわたって厚木基地騒音問題に関心を持ち、 改善に
・

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　

取り組んでいた。 同議員は、 平成１９年に厚木基地騒音問題に関連して

２０

　　　　　　　

運動を行っている住民団体である厚木基地爆音防止期成同盟の副委員長

　　　　　　

に就任し、 同団体の町田支部長を務め、 また、 第四次厚木基地騒音訴訟

　　　　　　

の提起に伴い、 町田市で結成された原告団の事務局長として団体の運営

　　　　　　　

に携わった。 第四次厚木基地騒音訴訟の第一審及び第二審において自衛

　　　　　　　

隊機の一部運航差止めを認めたのに対し、 国がこれを不服として上告す

５

　

ノ

　

－

　　　　

るなど、 予断を許さない状況であった際に、 谷沢議員は、 上記同盟の町

　　　　　　

田支部長あるいは厚木基地騒音訴訟の町田原告団の事務局長として、 会

４４

　

、，



　　　　　　　

合の招集通知や資料の送付等のために上記各支出をしたものである。

　　　　　　　　

上記のとおり、 谷沢議員は、 厚木基地の騒音問題を自身の政治家とし

　　　　　　　

ての重要なテーマの一つに位置付けており、 議会において質疑をするだ

　　　　　　　

けでなく、 自ら市民団体に参加したり、 国を相手方とする訴訟に係る活

５

　　　　　　　

動に参加したりするなど、 問題の最前線に身を置き、 そこで得た知識・

　　　　　　

経験をもとに、 いかにすれば町田市における騒音問題を改善して、 町田

　　

・

　　　　

市民の生活環境を改善できるかを日夜研究したものであるから、 これら

　　　　　　

の活動は政務活動に該当する。

　　　　　　

（ウ） 佐藤和彦議員に係る切手代の支出 （Ｃ１４一５８ ０ ～ ５，８ ２、 Ｃ １ ５

１ｏ

　　　　　　　

－ ５ ７ １、 ５７５、 ５７７）

　　　　　　

（原告らの主張）

　　　　　　　

上記各支出は、 社会福祉法人での切手購入であり、 政務活動費との関

　　　　　　

連性もうかがわれない。

（被告及び会派まちだ市民クラブの主張）

　

佐藤和彦議員は、 社会福祉法人からの切手の購入を勧められたことが

あり、郵便局やコンビニエンスストアと同じ値段であったこともあって、

当該社会福祉法人への何らかの支援になると考え、切手を購入したこと

がある。 佐藤和彦議員は、 以下のとおり、 郵送費を支払う際に、 現金の

代わりに切手で支払うとの郵便局のサービスを利用し、議会報告チラシ

を郵送する際に切手で代金を支払った。

ａ

　

平成２６年度に購入した切手代 （Ｃ１４一５８０ ～ ５８２）

　

佐藤和彦議員は、 平成２７年１月２７日、 合計１２９０通の議会報

告チラシ（町田市議会活動報告３４号。 甲１２の３・シート３８４）

を町田市内の支援者等に宛てて発送し、発生した郵送費合計８万６４・

　

３０円のうち、 ８万６３２８円を切手で支払った。 これは、 Ｃ１４－

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
５８０から５８２までで購入した切手合計１０万６８００円分の一部

１５

２０

２５

４５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，



　　　

を使用したものであり、 残りは、 別の機会に議会報告チラシを郵送す

　　

る際に使用された。

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

ｂ

　

平成２７年度に購入した切手代（Ｃ１５一５７ １、 ５７５、 ５７７）

　　　

佐藤和彦議員が平成２７年度に購入した切手も、同様に議会報告チ

　　　

ラシ （主に町田市議会活動報告３８号。 甲１３の３・シート４５６）

　　

の郵送費の支払のために使用された。

ク

　

事務費に係る支出 （Ｃ１５一５７８、 ５ ７９）

　

（原告らの主張）

　

会派まちだ市民クラブは、平成２７年の年度末（３月３０日及び３１日）

に、 複合機やパソコンなどを購入するため計３５万２４７３円を支出した

ものである。 耐用年数がそれなりに長い高額機器を複数、同時に購入する

という経緯からして、 緊急の必要性なく買い替えられたことは明らかであ

るから、会派の事務運営に必要な経費とはいえない。，

　

政務活動のための合理的な必要に基づく購入と、政務活動費の消化を目

的とする購入は両立するものである。複数の議員が所属する会派において、

事務機器を長期にわたって利用し、買換えを希望している者が複数いるこ

とは何ら不自然ではなく、年度末を迎えた際に、会派全体において未消化

の政務活動費があるため、複数の議員が当該事務機器を新調することを－

斉に決意したとしても、 何ら不自然ではない。

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　

河辺議員は、 ラグビー経験のある議員として、令和元年のラグビーワー

ルドカップ日本大会に向けて、町田市におけるラグビーに関する福祉の向

上のために活動していたところ、その関係の各種会議のための印刷物を準

備するに当たり、印刷スピードの速いレーザープリンターを購入し（Ｃ１

５ 一 ５７８）、 また、 戸塚議員及び小関議員は、 それまで使用していたパ

ソコンが古くなってきていたことからノートパソコンを新調し（Ｃ１５－

１５

２０

２５

４６



　　

５ ７９、５８０）、それぞれその後の政務活動に活用したものであるから、

　　

政務活動としての必要性を欠くものではない。

（４） 争点２－３ （会派自民党に係る支出の本件各使途基準適合性等）

　

原告らの主張は、 会派自民党一覧表の 「原告らの主張する違法性を裏付け

る事情」欄に記載のとおりであり、被告及び会派自民党の主張は同「会派自

民党の主張」欄に記載のとおりである。

　

以下、判断に必要な範囲で当事者双方の主張を補充する。

ア

　

鉄道賃に係る支出

（原告らの主張－Ｊ１７一３ ７６ ～ ３７９について）

１０

１５

２０

　　

Ｊ １ ７ 一 ３７６から３７９までの支出は、渡辺議員が平成２９年４月２

　

３日及び２４日に支出した鉄道賃であるところ、渡辺議員が同両日に名古

屋においてタクシーを利用している （Ｊ１７一２０、 ２１） ことからする

と、 名古屋への泊り掛けの出張のための一連の支出と推測される。

渡辺議員の平成２９年４月１５日のブログには、「先日、階段で足を滑ら

し転倒し、背中を強打し、背中側の肋骨を四本以上骨折してしまいました。」

との文章が、同年５月 ９日のブログには、「皆さんご無沙汰してました。肋

骨５本７箇所骨折から、２０日間たちました。」との文章がそれぞれ掲載さ

れている。 上記ブログに記載された状況の下で、 渡辺議員が同年４月２３

日及び２４日に名古屋に出張したというのは信じ難く、 同地での視察に関

する視察実施届や視察報告書も提出されていないことからすると、 上記各

支出と政務活動との関連性は全くうかがえない。

（被告及び会派自民党の主張）

　

渡辺議員が、平成２９年４月２３日及び２４日時点においてけがをして

いたことは認めるが、政務活動ができないほどのものではなかった。また、

原告からは二渡辺議員が入院していたり、政務を休止したりしていたとい

った同両日の事情について具体的な主張がないから、上記各支出が政務活

４７



　　　　　

，動と関連性を有 しないとはいえない。

　　　　

イ

　

タク シ一代に係る支出

　　　　　　

（原告らの主張）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐．

　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　

，

　　　　　　

げ） 深夜、 早朝のタクシー利用

５

　　　　　　　　

深夜や早朝に市民相談や現地調査を行うというのは社会通念上考え難

　　　　　　　

く、 また、 深夜や早朝に市民相談や現地調査を繰り返す、ということはあ

　　　　　　

り 得 な い。

　　　　　　

”） 元日等のタク シー利用

　　　　　　　

正月三が日に議員に会って市民相談をする市民はいない。 多くの市議

Ｉｏ

　　　　　　　

会議員が元旦から初詣に来た市民や氏子への挨拶回りをしているのが実

　　　　　　

情であるが、 これらは政務活動には該当しない。

　　　　　　

（被告及び会派自民党の主張）

げ） 深夜、 早朝のタクシー利用

　　　　　　　　

タクシーを利用した移動は、 市民相談等の手段であって、 実際の政務

１５

　　　　　　　

活動はそれよりも遅い時間に行っているから、 仮に 「早朝」 と評価され

　　　　　　

得る時間にタク シーを利用 していたと しても、 政務活動は「早朝」 と評

　　　　　　　

価されている時間に行われていなかった可能性が高い。また、「深夜」と

　　　　　　

評価され得る時間については、 市民相談が行われる時間として不合理で

　　　　　　

は な い。

２。

　　　　　

”） 元日等のタク シー利用

　　　　　　　

通常、 平日の日中に労務に従事している市民からの市民相談などは、

　　　　　　

休日や同市民の都合に合わせて行われるのが通常であり 元日の相談を

　　　　　　

希望する市民がいることは不合理ではない。

ウ

　

燃料費に係る支出

　

（原告らの主張）

　

上記（３）ウ（原告らの主張）げ）と同じ。

２５

４８



（被告及び会派自民党の主張）

　

本件各使途基準において設けられている燃料費の上限規制は、政務活動

以外の活動を目的とした燃料費の支出を排除するために設けられたもの

である。 各議員はその上限額以内の燃料費のみ政務活動費として支出して

いるため、その費用は政務活動のために要する経費といえ、そこから更に

按分する必要はない。

　

事務所関係者を含め複数人で移動する必要がある場合や、政務活動にお

いて、荷物などを移動させるために軽トラックなどを使用する必要がある

場合に、 車両を複数台使用していたことは認める。

　

駐車場代に係る支出

（原告らの主張）

　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

げ） 自民党支部付近等の駐車場代

，ａ 立川市内での駐車場代

　　　

会派自民党一覧表 （駐車場代） の「違法性を裏付ける事情」 欄に記

　

載のとおり、 自民党の議員連絡会議や自民党に関する選挙関連の会

　

議・演説会などに参加すること，を目的とした駐車が多数存在するが、

　　

これらは選挙活動の一環であり、 政務活動には該当しない。

　

ｂ．町田市旭町での駐車場代 （党活動関連）

　　

会派自民党一覧表 （駐車場代） の 「違法性を裏付ける事情」欄に記

　

載のとおり、 自民党の町田総支部がある 「旭町２－１－３」 の事務所

　

付近での駐車が繰り返されているが、 これらの駐車の多くが自民党の

　

役員会などの会合が行われた日時と重なっており、調査研究活動とは

　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　

、

　　　

，
，

　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

いえない。

ｃ

　

町田市中心部での駐車場代 （都議会議員選挙活動関連）

　　

町田市中心部にあるシバヒロ駐車場 （以下 「シバヒロ駐車場」 とい

　

う。） は、都議会議員選挙 （平成２９年６月２３日から７月２日まで）

１０・

　　　　　　　　　

コ［

‘

　　　　　　

ｔ

　　　　　　　　　　　

、‐

　　　　

１５

４９



　　

に自民党から立候補していた吉原修議員の事務所のすぐそばにある。

　　

同議員の事務所では、 選挙に向けて毎晩、会議・打合せが行われてい
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

たところ、 自民党町田総支部の幹事長として選挙活動の中心を担って

　　

いた佐藤伸一郎議員が、都議会議員選挙前に連日連夜にわたりシバヒ

　　

ロ駐車場での駐車を繰り返しており、 同議員以外の会派自民党所属の

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

議員らも町田市内の中心部での駐車を繰り返していたところ、 これら

　　

はいずれも選挙活動のためのものであり、 政務活動には該当しない。

　

ｄ

　

町田市中心部での駐車場代 （衆議院議員選挙活動関連）

　　　

佐藤伸一郎議員が、 平成２９，年１０月に実施された衆議院議員選挙

　　

の前にシバヒロ駐車場や自民党から立候補した小倉まさのぶ議員の事

　　

務所の付近で繰り返した駐車は、 いずれも選挙活動のためのものであ

　　

るｄ

　

会派自民党所属の議員は一致団結して小倉まさのぶ候補を応援し

　　

ていたのであり、 会派自民党所属の議員の町田市内中心部での駐車は

　　

いずれも選挙活動のためのものである。

”） 体育館の駐車場代

　　

議員がスポ←ツ関連の競技大会等に関与することは 調査研究活動と

　

はいえない。

、（被告及び会派自民党の主張）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ず

　　　　　　　　

・

　　

会派自民党一覧表 （駐車場代） の各支出は、政務活動との間に合理的

　

な関連性を有し、 政務活動費に該当する。

前

　

自民党支部付近等の駐車場での駐車

　　

自民党支部において、 市政について他の議員と意見交換等をすること

１０ ，

　　

．１

・５

　　　　　

（イ）

　　　

が あ る。

”） 病院、 体育館等の施設の駐車場での駐車

　

病院は一般的に医療法人や医療関係者への調査、意見交換等が行われ

る場所である。 また、 いずれの施設においても、施設管理者やその施設

　　　　　　　　　　　　　　　　

５０



　

を拠点に活動をする市民団体や行政の外郭団体を含む任意団体との打合

　

せや会議等を行うことは十分に合理的である。

（ウ） 繁華街・商業施設の駐車場での駐車

　　

繁華街においては、人口や商業施設の多さに比例して政務活動の量も

　

高まるため、市民相談や意見聴取をすることが多い。また、市民相談な

　

どが深夜まで長時間に及ぶことは多くある。

　

資料購入費に係る支出

（原告らの主張）

げ） 一般新聞の購読

　　

本件各使途基準で定められているのは、会派の行う調査研究のために

　

必要な資料の，購入であり、 一般教養の取得のためのものはそこには含ま

　

れず、議員の調査研究活動において最新の情報を取得しておく必要もな

　

い。 一般新聞は多くの家庭で購読しており、社会通念上も生活費の一部
－とされているところ、 議員の政務活動のために購読が必要になるもので

　

はないし、 自宅で購読すれば家族も購読することとなる。 したがって、

　

自宅における一般新聞の購読は、本件各使途基準に適合しないものであ

　

る
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ

　　　

・

”） Ｊ１４一３１４、 Ｊ１５・３６４

　　

佐藤伸一郎議員が購読した月刊誌「倫風」は、一般社団法人実践倫理

　

宏正会が発行している機関誌である。 同会によれば、「明るく元気な家

　

庭の確立を通じて、仕合わせな暮らしの実現を目指す社会教育団体です。

　

昭和２１年、原爆の余燈おさまらぬ広島に創建されて以来、数多の会員

　

たちが、倫理の実践で生活を改善し、 仕合わせな家庭を実現しながら、

　

今日に至りました。 現在、 日本全国で、 毎朝、 朝起会を行うほか、 座談

　

－

会や勉強会、 講演会や春秋の大会など、 さまざまな活動を行っていま

す。」 とのことであるが、 政務活動とは無関係である。

．

　　

，

　　　　

オ

１５

２０

・

　　　　　

２５

５１



　　　　　　　　　

（被告及び会派自民党の主張）

　　　　　　　　

げ） 一般新聞の購読

　　　　　　　　　　

一般新聞は、 一般教養の取得に資する側面があり、 議員にふさわしい

　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　

教養を身に付けておくことや、 日々変化する政治、 経済及び社会の情勢

　　　

５

　　　　　　　

について最新の情報を取得 しておくことは、 市民の声を市政に反映させ

　　　　　　　　　

るための前提と して必要な活動であって、 そのために毎日発行される－

　　　　　　　　　

般新聞を購読することは、 目的に合致した合理的な手段である』 また、

　　　　　　　　　

１人の議員が２つの新聞を購読することも、 いろいろな視点から最新の

　　　　　　　　　

情報を取得するために合理的な手段といえる

　　

１ｏ，

　　　　　　　

そして、 各議員が最新の情報を迅速に収集するためには、 議会図書館

　　　　　　　　　

や会派控室に届けられる新聞では不十分であり、 自宅など議員の居所に

　　　　　　　　　

おいて一般新聞を購読することも、 会派の行う政務活動と
ｒして必要性及

　　　　　　　　　

び合理性があるといえる。

　　　　　　　　

”） Ｊ１４一３１４、 Ｊ１５一３６４，

　　

，５

　　　　　　　　

「倫風」 は多様な角度から倫理についての記事を掲載しており、 例え

　　　　　　　　　

ばハラスメ ント、 子育て、 医療、 共生社会など、 社会生活における問題

　　　　　　　　　

点を取り上げた記事が掲載されている。社会生活に関する問題点を把握

　　　　　　　　　

することは、市民の声を市政に反映させるための前提として必要な活動

　　　　　　　　

，であり、社会生活における問題点に関する記事は調査研究に関する情報

　　

２ｏ

　　　　　　　

を含むものといえるから、 「倫風」 の購読料の支出は使途基準に沿った

　　　　　　　

‐適 法 な 支 出 で あ る。

　　　　　　

力

　

広報費に係る支出

　　　　　　　　

げ） 松岡議員の支出 （Ｊ１７一５７０、 ５ ７ １）

　　　

＼

　　　　　　　　

（原告らの主張）

　　

２５

　　　　　　　　　

Ｊ １７ 一 ５７０の封筒１万枚の支出については、改正後運用指針で要

　　　　　　　　

求されている 「印刷物等の見本」 が添付されていない。

５２



　　　　　　　　

Ｊ １ ７ 一 ５７１については、 領収書綴り （甲１１の３） に 「平成２９

　　　　　　　

年Ｎｏ，１５」 と手書きで記入され、 報告書のコピーが添付されている （４

　　　　　　　

３ ５ ～ ４３８頁）ところ、同報告書（以下「松岡報告書」という。）は冒

　　　　　　

頭が 「本年度 （丁酉年・ひのととり） も宜しくお願い致しますｄ」 という．

５

　　　　　　　

文章であり、 内容も前年度 （平成２８年度） の９月議会の質問内容など

　　　　　　

－を紹介するものになっているなど、 明らかに平成２９年の年始に配布す

　　　　　　

ることを予定して印刷されたものであり、 印刷代の支払日 （平成２９年

　　　　　　　

４ 月 ２９日） と大きくずれている。 また、 領収書綴りに添付された 「後

　

」

　　　　　　

納郵便物等取扱票」（４２０ ～ ４２２頁）に記載された郵便物の数は合計

Ｉｏ

　　　　　　　

４ ６８７通にすぎず、 新聞折込み，（４１６～４１８頁） の合計１万２５

　　　　　　

０ ０部、 ポスティ ングの６７２０部 （４２２頁） を足しても、 合計は２

　　　　　　　

万 ３‐９０７部にしかならない。 ，

　　　　　　　

松岡議員は、 平成２９年１０月にも松岡報告書の印刷代を支出してい

　　　　　　

るところ、 同年年頭の挨拶を載せた報告書を１０月に再度印刷、したとい

５

　　　　　　　

うことはあり得ず、 印刷物の対象に関する領・収書綴りの記載は信用性に

　　　　　

欠けるものである。

　　　　　　　

（被告及び会派自民党の主張）

　　　　　　　

Ｊ １ ７ 一 ５７０の封筒１万枚は、 市政報告書（議会報告） を送るため

　　　　　　

に使用した封筒及び封筒への印刷代である

　　　　　　　

松岡報告書には 「本年」 ではなく 「本年度」 と記載されており・ 冒顕

　　　　　　

には 「風薫る季節になりました」 と５月頃の季節の挨拶が用いられてい，

　　　　　　

る こ と か ら、 平 成 ２９年度が始まる４月以降の配布が予定されていたも

　　　　　　

のである。 また、 松岡議員は政務活動費として費用を計上したもの以外

　　　　　　

にも新聞折込みをしている上、 会合や街頭においても多数の市民に対し

Ｌ

　　　　　　

て議会報告を配布しているため、領収書綴りのある郵便物、新聞折込み、

　　　　　

，ポスティングの数と印刷数が一致しないのは当然のことである。 松岡議

５３



　　　　　　　

員は、 印刷してある議会報告を全て配布し終わると、 その時点での最新

　　　　　　　

号を再度印刷して配布することとしているため、 平成２９年１０月に再

　　　　　　

度松岡報告書を印刷したとの記載に誤りはない。

　　　　　

船

　

岩瀬議員の支出 （Ｊ１７一５７２， ５７３）

５

　

＼

　　　　　　

（原 告 らの 主 張）

　　　　　　　

Ｊ １ ７ 一 ５ ７２、 ５７３が使用されたとされる 「市政レポ「ト２０１

　　　　　　　

８ 年 号」 は、 平成 ３０年１月２５日に印刷されたものであり、切手の購

　　　　　　

入時期と整合 しない。

　　　　　　　

（被告及び会派自民党の主張）

　

．

ｌｏ

　　　　　　　　

Ｊ １ ７ 一 ５７２、 ５７３は、「市政 レポー ト２０１７年号」を郵送した

　　　　　　

際に使用したものである。 切手領収書 （甲１１の３・３５７頁） に記載

　　　　　　

された「見本は別紙参照 （市政レポート２０１８号）」 は誤記であり、正

　　　　　　

しくは「見本は別紙参照 （市政レポート２０１７号）」 である。 市政レポ

　　　　　　

ー ト ２０１７年号は平成２９年３月 ２９日頃に印刷されたものであり

，５

　　　　　　　

（丙 ＣＩＩ）、切手の購入時期 （同年５月） と符合している。

　　　　　　

（ウ） 渡辺議員の支出 （Ｊ１７「５７４、 ５８ ９）

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

（原告らの主張）

　　　　　　　

上記各支出は、 平成３０年２月の市議会議員選挙のために支出された

　　　　　　

ものである。 渡辺議員の平成２９年１１月２１日のブログには、 自宅に

ｏ

　　　　　　　

届いた大量のチラシの写真とともに、「町田市では来年２月に４年に１度

　　　　　　

の市長・市議会議員選挙があります

　

頑張って配布し支持をお願いして

　　　　　　

まいります」 という決意表明とも受け止められる文章が投稿された。 渡

　　　　　　

辺議員が、 チラシ４万部を印刷の後 （Ｊ１７一５７４）、選挙の直前（平

　　　　　　

成 ３０年１月２６日） に再び２万部のチラシを印刷した （Ｊ１７一５８

　　　　　　

９）ことからすれば、選挙のためのチラシ印刷であることは明白である。

　　　　　　　

（被告及び会派自民党の主張）

５４



　　

，渡辺議員は平成３０年２月に限らず、 随時チラシ（市政報告書） を印

　

刷、配布しており、 市政に関する会派の議会活動及び市の施策について

　

市民に報告してきているのであるから、‐選挙に近い時期に配布がされた

　　

としても、 選挙活動のためのものではない。

キ 通信運搬費に係る支出

げ） はがき、切手の購入に係る支出

　　

（原告らの主張）

　　

本件各運用指針は、 広報費として郵送代を支出する際に印刷物等の見

　

本を添付すること、 すなわち郵送代の使途を明確にすることを求めてい

　

るところ、通信費に分類したことにより印刷物等の見本添付の必要がな

　

くなるものではない。

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　　

（被告及び会派自民党の主張）

　　

改正前運用指針は通信運搬費としてはがき代及び切手代を例示してい

　

るが、 その使途を明らかにする，こ孝は求めていない。 また、 議員は市政

　

報告書や会派の会合のお知らせなどをする際に大量のはがきや切手を必

　

要とするものであるから、 大量のはがきや切手の購入という事実のみで

　

本件各使途基準に適合していない支出であると推測されるものではない。
船

　

松岡議員に係る支出 （Ｊ１５一３９０ ～ ４０ ５、 Ｊ １ ６ － ４４ ３、 ４

　

４４）

　

（原告らの主張）

　　

松岡議員は平成２６年の市議会議員選挙を前に、選挙活動の拠点とな

　

る後援会事務所を開設したが、
－同事務所の電話番号は末尾が３２８０の

　

番号（以下「本件電話番号」という。）であり、平成３０年の市議会議員

　

選挙を前にして開設した後援会事務所も本件電話番号を使用していた。

　

また、 松岡議員は、 チラ，シに本件電話番号を掲載し、 ポスティング、 街

　

頭駅でのチラシ配布などのサポーターを募集するなど、本件電話番号を

１０‐

　　　　　　

，

１５

２０

２５

５５



　

その後の後援会活動ゞ 選挙活動、 政治活動に利用してい，たものである。

　

（被告及び会派自民党の主張）

　　

松岡議員の後援会事務所は自宅兼事務所であったが、 固定電話を２回

　

線契約し、．丙Ｃ４記載の番号を自宅の固定電話番号、本件電話番号を政

　

務活動専用として、 本件電話番号の方を市政報告書やホームページで公

　

開していた。

　　

松岡議員は、選挙期間中は後援会事務所に滞在することが多かったた

　

め、本件電話番号の回線を後援会事務所に移して使用していたが、 選挙

　

期間中は市民からの意見が寄せられることも多く、政務活動に利用され

　

るこ，ともあった。

（ウ） 木目田議員に係る支出 （Ｊ１６一４５ ２、
．４５３、 Ｊ １ ７一 ６００～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
６３ ２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

（原告らの主張）

　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　

木，目田議員は、 ２つの固定電話の番号を使用する 「ｉナンバー （２回

　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　

．

　　　　　　

・

　　　　　

、

線）」という契約を締結しており、どちらの番号の料金も政務活動費とし

て計上している。

　

また、 木目田議員は、 平成２７年度までは携帯電話機端末機材の分割

代金を除外した金額を計上していたが、 平成２８年度以降は同分割代金

を含んだ金額を計上している。

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

，

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

ず（被告及び会派自民党の主張）．

　

木目田議員は「ｉナンバー（２回線）」という契約を締結しているが、

　　

　

　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

そのうちの１１回線は同議員が公開しているファクシミリ番号である。 も

う１回線は固定電話であるが、これは議員活動用として開設したもので

あり、 自宅の固定電話はこれとはまた別の契約である。

） 複数の議員の電話代とされている支出・（Ｊ１４一３２５ ～ ３３１）

　

（原告らの主張）

１０

一：，
ーーｆ

２５

　　　　　　

購）

５６



　

領収書等の提出が全くなく、支出内容が不明である。

（被告及び会派自民党の主張）

　　

Ｊ １ ４ 一 ３２５から３３１までの支出について、 議員ごとの区別は会
←

　

派自民党一覧表 （通信運搬費） の 「支出内容」欄記載のとおりであり、

　

月 １万５０００円を超えているものについては、 上限額である１万５０

　

００円を請求したものである。

　　

当時、 電話代等については会派が作成する支払証明書に基づいて請求

　

する扱いがされており、 町田市議会事務局からもその方法で了承を受け

　

ていたため、内訳明細を明らかにする請求書等の添付を要しなかったた

　

め、請求書等の資料を保管していない。各議員の電話代等の利用実態は、

　

翌年以降もおおむねほぼ同様であると推測される。

　

事務費に係る支出

　

（原告らの主張）

前

　

－熊沢議員の株式会社ケレスに対する支出、（Ｊ１５一４２５、 ４２６、

　

Ｊ １ ７ 一 ６５０）

　　

株式会社ケレス （以下 「ケレス」 という。） がその所在地で営業を行

　

っている形跡はない。 Ｊ１５一４２５の支出は６万１９９２円、 Ｊ１５

　

」 ４ ２６の支出は１３万９３２０円、 Ｊ１７一６５０の支出が１２万８

　

５２・０円と高額であり、 これらが全て封筒代であったとすると、 選挙活

　

動に使うために極めて大量の封筒を購入したといえるから、そのための

　

支出は「会派の行う政務活動のために必要な事務運営に要する費用」に

　

は該当しない。

”） 紙折り機の購入に係る支出（Ｊ１６一４５４）

　　

紙折り機でチラシを一時に大量に折るのは、 政党活動又は選挙活動

　

（事前の政治活動を含む。） の目的であり、それ以外に考えられないか

　

ら、 上記紙折り機は、 議員個人で使うために購入した備品であり、 その

　　　

１
，
・．

　　

、

　　

ク

ｔ

　　

‘

　　　

，

　　　　　

．

１５

２０

２５

５７‐



　　　　　　　　　　

ための支出は「会派の行う政務活動のために必要な事務運営に要する費

　　　　　　　　　

用」 に は 該 当 しな い。

　　　　　　　　　

（ウ） アンプの購入に係る支出 （Ｊ１６一４５５）

　　　　　　　　　　　

アンプは、 駅前や街頭に持ち運んで使う機材であり、 議員が街頭宣伝

　　　

５

　　　　　　　

を行う際に使うものである。議員の街頭宣伝は政治活動の一部であるか

　　　　　　　　　　

ら、 上記アンプの購入のための支出は、 「会派の行う政務活動のために

　　　　　　　　　　

必要な事務運営に要する費用」 には該当 しない。

　　　　　　　　　

（被告及び会派自民党の主張）

　　　　　　　　　

げ） 熊沢議員のケレスに対する支出 （Ｊ１５一４ ２‐５、 ４２６、 Ｊ １ ７ －

　

，
ｍ

　　　　　　　

６ ５ ０）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　

上記支出は、 市政報告書を送る際に使用していた封筒の封筒代及び封

　　　　　　　　　

筒 へ の 印 刷 代 で あ る。

　

‐

　

ケレスは商業デザインを事業種目とし、 ビジネス関連の装飾・デザイ

ンなどを行っている法人である。 ケレスは基本的に一般消費者を顧客と

した業態ではないため、住戸や居住用マンションの一室で業務を行って

いるものであり、 事業実態を不明とするものではない。

　

また、 封筒への印刷代を含めると、 相場としては、 例えば、 １００枚

約４５００円、 １０００枚約１万７０００円、 １万枚約１１万円となる

のであり、 極めて大量の封筒とはいえず、 不自然な支出にはならない。
） 紙折り機の購入に係る支出 （Ｊ、１６一４５４）

一

　

紙折り機は、 市政報告書等を大量に折って配布するために使用するも

のである。 市政報告書は、 市民に対して会派の活動等を報告するもので

あるから、紙折り機の購入に係る支出は 「会派の行う政務活動のために

必要な事務運営に要する費用」である。また、購入した上記紙折り機は、
当時、会派控室に置いて使用しており、政務活動に使用されたものとい

える。

１５

２０

　　　　　　

”）

２５

５８



（ウ） アンプの購入に係る支出 （Ｊ１６一４５５）

　

広めの会議室であってもマイク設備がない場合があるし、 施設内でマ

イクの本数が限られていて他の会場で使用しているために使用できない

こともある。 例えば、 小山市民センターは、 施設内で利用できるマイク

の本数が限られているが、 ５０人収容の約８０話ある会議室のほかにも

３００話の多目的ホールもあり、 会議室で必ずマイクを使用できるとい

１０

１５

　　　

うことではない。 長時間話をするときなどは地声で話し続けることには

　　　

限界があるため、室内でもマイクを使用することはままあることである。

　　　　

以上のとおり、 長時間の会議や市政報告をする場合にアンプを持ち込

　　　

んでマイクを使用することがあるから、 アンプの購入は 「会派の行う政

　　

務活動のために必要な事務運営に要する費用」 に該当する。
（５） 争点２－４ （会派保守連合に係る支出の本件各使途基準適合性等）

　

原告らの主張は・会派保守連合－覧表の 「原告らの主張する違法性を裏付

　

ける事情」欄に記載のとおりであり、 被告、会派保守連合及び吉田議員の主

張は同，「会派保守連合の主張」欄及び同「吉田議員の主張」欄に記載のとお

りである。

　

以下、判断に必要な範囲で当事者双方の主張を補充する。
ア

　

白川議員の鉄道賃に係る支出 （Ｈ１４一７５、 ８ １、 ８ ２）

　　　　

（原告らの主張）

　

げ） 選挙応援目的で支出した鉄道賃について

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　

Ｈ １ ４ 一 ７５、 ８１及び８２は、 選挙応援のためのものである。 白川

　　

議員は、下記ａ及びｂについて選挙応援の目的であったことを認めつつ、

　　

調査出張の目的であった旨主張しているが、 調査出張の目的であれば、

　　

始点（町田） から目的地、 目的地から終点 （町田）まで経路と利用時間

　　

が連続しているはずであり、 このような連続性のない鉄道利用はそもそ

　　

も不自然である。

５９



　　　

ａ

　

Ｈ １ ４ 一 ７５のうち、 平成２６年４月１３日に久喜駅から新宿駅に

　　　　

移動した後、 新宿駅から町田駅に戻ったもの （甲１６の１・５４頁）

　　　　

については、 久喜市議会議員選挙 （同月２０日投票） の直前であり、

　　　　

選挙応援のための支出である。

　　　

ｂ

　

Ｈ１４一８１のうち、平成２６年１２月１４日に町田駅から新宿駅、

　　　　

西武新宿駅を経て西東京市内にある田無駅に移動し、 同日、 同市内の

　　　　

西武柳沢駅から西武新宿駅へと移動しているところ、 これは、 西東京

　　　　

市議会議員選挙（同月２１日投票）の応援のための支出である。なお、

　　　　

同選挙の候補者であった、「みんなの党」の森田いさお氏は、同年２月

　　　　

の市議会議員選挙の際に白川議員の応援に駆け付けている。

　　　

ｃ

　

Ｈ １ ４ 一 ８ １′の う ち、平 成 ２６年１２月９日に町田駅から長津田駅、

　　　

東急田園都市線で自由が丘駅、 都立大学駅へと移動し、 同月１０日に

　　　　

目黒駅、 同日１３日に東急田園都市線で桜新町駅、 学芸大学駅へと移

　　　

動したものについては、「みんなの党」の解党で無所属となった三谷英

　　　

弘氏の衆議院議員選挙（同月１４日投票）の応援のための支出である。

　　　

ｄ

　

Ｈ １ ４ 一 ８２のうち、 平成２７年１月１８日に町田駅から開成町内

　　　

の栢山駅へ

　

栢山駅から町田駅への利用があるところ、 上記西東京市

　　　

議会議員選挙に落選した石田史行氏が神奈川県開成町議員選挙 （同年

　　　

４月２６日投票） において 「維新の党」 から立候補したため、その応

　　

援のための支出である。

　

”） 平成２６年のＳｕｉｃａ利用について

　　　

白川議員は、 平成２６年度の鉄道賃について、 領収書として 「履歴印

　　

字されたＳｕｉｃａの支出記録」を領収書等添付用紙９枚に切り貼りし、

　　

領収書として提出している （当該鉄道賃の支出をまとめたものが甲１５

１０

ｉ

　　

－１５

２０

２５

　　　　　　　

３ で あ るｐ）。

　　　　　　　

白川議員の鉄道賃の支出は、 片道交通費の出張調査が３６件、 日付を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６０



　　　

．・

　　　　
　　
，１、，’キーＪ

　　　

またいでの出張調査が３０件ある。 また、 御徒町、 新横浜等、 何のため

　　　

の調査であるのか不明なものが多々あり、 これらの支出については合理

　　　

的な説明がされていない。

　　　

（被告及び会派保守連合の主張）

　　

（ガ

　

選挙応援目的で支出した鉄道賃と指摘されている支出について

　　　　

白川議員は、 選挙応援のための鉄道賃は計上していない。 久喜市及び

　　　

西東京市への移動については選挙の応援も兼ねていたが、それぞれの地

　　　

方自治体の状況把握及び情報収集を行う政務活動の目的であったため、

　　

移動の際の鉄道賃を調査活動費に計上したものである。

　　　

また、 衆議院議員選挙の応援が指摘されている点については、 国会議

　　

員の支援者で靴下販売業者の経営者から相談に乗ってほしいという依頼

　　

を受け、 その国会議員の選挙区内で面談を行い、四肢欠損の子への支援

　　

についての相談を受けた際の鉄道費である。

　　　

神奈川県開成町議員選挙の応援が指摘されている点については、 白川

　　

議員は 「維新の党」 及び石田史行氏とはつながりがなく、 応援を行った

　　

ことはない。

　

桁

　

平成２６年度のＳ．ｕ ｌ ｃａ利用について

　　

、白川議員が片道分のみの鉄道賃を申告した理由は、 同議員が複数の交

　　

通系ＩＣカードを保有しており、 行き帰りで別々のカードを利用したか

　　

らにすぎず、 政務活動費等としての限度額を上回る支出であったため、

　　

往復分全ての鉄道賃までは申告していない。 また、 日付をまたいでいる

　　

記録は、 午前０時を回ってからの帰宅となったものであり、 何ら不自然

　

な支出ではない。

イ

　

新井議員の鉄道費等に係る支出 （Ｈ１４一８４、 ８５）

　

（原告らの主張）

　

外国に出向いて政務活動を行う際には調査費用が多額に上ることから、

１０

２０

２５

６１



国内調査では補えないという具体的な必要性が存在することが要求され、このような必要性が認められない限り、 改正前使途基準には適合しない。新井議員は、 ニューヨークで開かれた 「国連グローバル・パートナーシッ
プムサミット」 に参加したものであるが、 この会議への出席は青年会議所
の会員 （役員） として行ったものであり、会議の議題も町田市政とは無関
係である。 少なくとも、大金を投じて政務活動を行う必要があるものでは
ない。

（被告及び会派保守連合の主張）／ｒー

　

新井議員は、 ニューヨークで開かれた，「国連グローバル・パートナ」シ
，ツプ・サミット」 という 「ＳＤＧＳ」 の前身である 「国連ミレニアム開発
目標をどのように達成するか」 を議論する会合に参加したものであり、 新井議員は、この視察を経て、 町田市議会の一般質問でも国連ミレニアム開
発目標に関するテ」マを取り上げ、 その後、 多くの議員がＳＤＧ Ｓについ
て質問するようになった。 したがって、 同視察は、議会の審議能力を強化
するとの政務活動費制度の目的に沿うものであり、改正前使途基準に適合
する支出である。

１０

　　　　　　　

ウ 有料道路通行料に係る支出

（原告らの主張）

　

会派保守連合が有料道路通行料として支出した内容・目的が不明である
から、 本件各使途基準に適合しているとはいえない。
（被告及び会派保守連合の主張）

２０

　

他の自治体の事例と町田市の政策を研究・比較することは重要な政務活
動であり、車で遠方の自治体へ移動する際、効率的な移動のために有料道

　

を使用することは当然にある。本件各運用指針では、調査研究活動のた
めに有料道路通行料を支出した場合、領収書に目的等を簡潔に記入するも
のとする旨定められており、 会派保守連合はこれに従い、「現地調査」 の

２５

６２



　　　　　　　

ための支出であると記入しているから、単に内容が不明との理由で本件各

　　　　　　　

運用指針に違反するものとはいえない。

　　　　

エ

　

タク シ」代に係る支出

　　　　　　

（原告らの主張）

　

５

　　　　　　　

地方議員の地方視察は政務活動には該当しないから、これに伴う支出は

　　　　　　

本件各使途基準に適合しないものである。 町田市内での利用であっても、

　　　　　　　

その明細が不明である以上、本件各使途基準に適合するものとはいえない。

　　　　　　

． （被告及び会派保守連合の主張）

　　　　　　

． 市内や市外でのタクシーは、 市民相談や現地調査、 打合せ等、 訪問先に
１０

　　　　　　

車を停められる場所がない地域で、 かつ、 公共交通機関を利用した移動手

　　　　　　

段がない場合、 例えば、 地域、 時間帯等によりバスなどの公共交通機関が

　　　　　　

利用できない場合や、 次の予定との兼ね合いで急ぐ必要がある場合に利用

　　　　　

す る。

　　

・
，

　　　　　　　

地方視察の必要性についても、他の自治体の先進事例を調査し、 市政に

，

１５ ▼

　　

活 １すことは議員として当然るこ求められる活動であり、本件各運用指針“

　　　　　　

，おいて管外視察に関する手続が設けられていることからも、議員による地

　　　　　　

方視察は当然に議員活動として想定されている。

　　　　

オ

　

燃料費に係る支出

　　　　　

（原告らの主張）

　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　

　

２ｏ

　　　　　　　

上記（３）ウ （原告らの主張） げ）と同じ。

　　　　　　

（被告及び会派保守連合の主張）

　　　　

げ） 本件各使途基準適合性

　　　　　　　

本会議中の給油‘こついては、 給油前に議員が使用したことによって給

　　　　　　

油が必要となり、 議員の家族や事務局員等が給油を行った場合、 ガソリ

　　　　　　

ンの消費自体は調査活動等のためのものと，いえ、 また、 連日の給油につ

　　　　　　

いては、 多人数を乗せた移動や距離が長い移動等の場合、 給油の頻度が

６３



高くな－ることがあり得る。

　　　　　　　　　　　

各議員の個別の事情については、 以下のとおりである。

　　　　　　　　　　

ａ

　

新井議員に係る支出 （Ｈ１４一２５ ７、 ２５８、 Ｈ １ ５ 一 ２３２～

　　　　　　　　　

２ ３・７）

　　　

５

　　　　　　　

（ａ） Ｈ １ ５ 一 ２ ３６、 ２３７については、 その直前までス，ノータイヤ

　　　　　　　　　　　

を装着 しており、 ノーマルタイヤへの交換後、 スノータイヤを積載

　　　　　　　　　　　

したままの状態で移動を続けた結果、燃料消費が激しくなったため、

　　　　　　　　　　　

１ 日お き の 給 油 と な っ た も の で あ る。

｛ｂ）ｒＨ１，４－２５ ７、 ２５８、 Ｈ １ ５ 一 ２３２から２３５までについ

ては、その期間に集中的に市内各所を回って市民との意見交換を行
ったため、燃料消費が多く、 連日又は１日おきの給油を必要とした
ものである。

１０

ｂ 大西議員に係る支出

　

大西議員は自己名義の車両．３台 （軽自動車２台、 普通車１台） を保
有しており、 同人の居住地周辺や政務活動のために移動する地域は、
市街化調整区域を含む幅員の狭い道路が多く、離合の際や、樹木の枝
などにより頻繁に車両の故障が生じて修理することもあり、‐複数の車

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

両を政務活動に利用している。 急坂など高低差のある地域を通行する
ことが多いため、 連日にわたり給油をすることもままある。
白川議員に係る支出

１５

２０

　　　　　　　　　　　　　　　

ｃ

白川議員は、 車両２台 （軽自動車１台、普通車１台） を保有してお

　　

り、 ともに私用との兼用であるが、 政務活動において遠隔地に行く場

　　

合や、高速度で走行する幹線道路等を利用する場合には普通車を使用

　　

している。 ２台の車両を同じタイミングで給油することもあるため、

　　

連日又は１日おきの給由となることがある。
”） 燃料費を按分することの不適当性

２５

６４



　　　　　　　　　　

燃料費は、 政務活動と政務活動以外の諸活動との区分が困難であるこ

　　　　　　　　　

とから、 改正後運用指針において１４万４０００円に会派の人数を乗じ

　　　　　　　　　

て得た額を限度に支出できるものとされている。

　　　　　　　　　　

会派保守連合の各議員は、 限度額以上の燃料費を支出しているものの、

　　

５

　　　　　　　

本件各使途基準及び本件各運用指針に従って、 同指針に適合する範囲で

　　　　　　　　　

経費としての燃料費の支出を報告しており、 限度内のものについて使途

　　　　　　　　　

基準に違反する支出と認定する余地はない。 既に本件各運用指針におい

　　　　　　　　　

て按分と同趣旨の制限が働いている以上、 これを超えて按分することは

　　　　　　　

不 適 当 で あ る。

（吉田議員の主張）１０

　

本件条例、本件各運用指針等の定めからすると、 町田市においては、 政
務活動費に政務活動とそれ以外の活動が混在するこ．と、 あるいはその性格
の多面性・併有性から、厳密な区別が困難な場合、特に燃料費においては、
本件各運用指針上、その区別困難回避のため、按分方式によるのではなく、
上限方式を採用しているというべきである。 会派保守連合の燃料費支出は、
各時期における本件各指針の定める上限額の範囲内での充当となってい
る以上、使途基準等に合致した政務活動費の支出がされなかったことを推
測させる一般的、 外形的な事実が存在しているとはいえない。

　

吉田議員が政務活動に用いていた車両は＼

　

小型貨物自動車１台である。
当該車両はもともと私的利用のための車両ではなく、また、私的な移動や
長距離移動には専ら，公共交通機関を用いかっ個人負担しているため、給油
された燃料費はそのほとんどが町田市内での政務活動に用いられたもの
である。

駐車場代に係る支出

（原告らの主張）

上記（３）エ （原告らの主張） 欄と同じ。

１・

　　　　

．，
、

力

６５

　　　　　　　

，



（被告及び会派保守連合の主張）

　

会派保守連合一覧表（駐車場代）記載の各支出は、いずれも調査活動費
に該当する。・

例

　

短時間の駐車

　

現地調査を目的とした短時間駐車は、現場の確認や写真撮影のための
ものである。 会議や打合せについても、 市民から現場の状況を見せても
らい、そのまま車で市役所に向かい担当課において事情確認を行うこと
が多々ある。

”） 長時間の駐車
、

　

１０

　　　　　　

多様な市民からの声を聞くのであるから、 市民との現地調査後に詳し

　　　　　　　　　

い話を聞くことがある し、 会議や打合せのテーマ や市民の人数、 話 し方

　　　　　　　　　　

によって長時間に及ぶこと，もあり、 ３時間以上の駐車が必要な場合があ

　

，

　　　　　　　　　　

る
。

　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　

（ウ） 体育館等での駐車

　

体育館にある会議室において研修会や会議、 打合せが行われていた。
また、 体育館やプールは市の施設であり、 様々な大会が開催されること
から、利用者である市民から、必要設備や備品に関する利便性や改善点
等を現地で聞き、 実際にどのように市の施設が利用されているのかを知
ることも、重要な議員活動に該当する。
病院での駐車２０

　　　　　　

に）

　

病院は、多くの市民が利用する場であり、今後も利用者の増加が予想
され、 医療・介護分野における現場のニーズを捉える貴重な場である。
町田市民病院は市の施設であり、病院の対応に関する市民相談は非常に
多く、また、 事務部長や担当課長も病院にいるため、 現地で話を聞くた
めに町田市民病院の駐車場を利用することは議員活動に該当する。また、
市内の民間病院や歯科、 訪問看護、介護等は、 町田市の地域福祉部所管

６６



　　　　　　　

でネットワークづくりをしており、 現場の業務従事者から、 必要とする

　　　　　　　

サポートや、 日々変化する業界の話を聞くことは、 会派や議員の政策を

　　　　　　　

吟味することにつながるから、 議員活動に該当する。
，

　　　　

㈲

　

遠隔地・市外での駐車

５

　　　　　　　　

町田市で実施を検討する事業や既に行った事業について、 他の自治体

　　　　　　　

の事例を研究・比較し、 市政の改善につなげることも多々ある。 政策に

　　　　　　　

精通した他の自治体の担当者や市民から話を聞く場合には、 先方の指定

　　　　　　

する場所に赴くことが多い。

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　

．

　　　　　

伐） 深夜駐車

Ｉｏ

　　　　　　　　

飲食店経営者等、ノ夜間でなければ話を聞くことができない市民につい

　　　　　　

ては、その市民の都合に合わせて話を聞く場合がある。飲食店経営者は、

　

‐

　　　　　

地域に根差して市街地での事業活動を行っているため、 市街地の活性化

　　　　　　

策と・して市に提言したいことなどを聞く重要な機会である。 市の施策に
ついて検討を進める際には、通常何度も協議を重ねるため、午後１１，時、
午前０時を過ぎても現地調査、 市民相談、 会議が続くことは多々ある。

１５

　

町田市内の中心部 （繁華街） における駐車が多い理由は、飲食店経営者
‐から営業終了後に相談を聞くことがあるためである。
鞘

　

町田市中心部の繁華街における駐車

町田市は、経済の中心として町田駅周辺の中心市街地を重要視してお
り、 その経済対策も様々行っている。 上記防）のとおり、 飲食店経営者か
らの要望を聞く重要な機会であるｄ

２０

， 物 玉川学園前駅の駐車

　

玉川学園前駅は多くの市民が利用する駅であり、その付近には、 木の
伐採やバスの停止場所など様々な課題があるため、現地調査に赴く必要
があったものである。

２５

　　

物

　

時間帯が重複等する駐車

６７



　　

先方の要望や取り扱う課題の関係等により、会派内の２名の議員が担

　　

当した会議や打合せにおいて、 時間帯が重複することがあった。
キ

　

研修費に係る支出

　

（原告らの主張）

　

政務活動費としての研修費は、「会派が研修会等を開催するために必要
な経費、他団体が開催する研修会、 講習会等への参加に要する経費及び会
派が行う調査研究のための調査委託に必要な経費」とされる。，研修に関す

　

る議員の活動は、「市政の課題及び市民の意思を把握し、 市政に反映させ
る活動その他住民福祉の増進を図るために必要な活動」 でなければならな
いが、 会派保守連合一覧表 （研修費等） の支出は、「違法性を裏付ける事
情」 欄記載のとおり、 これらの要件を満たさない。
げ） 吉田議員によるセミナーに係る支出．（Ｈ１５一３２ １、 ３２２、 Ｈ １

　

７ － １ ～ ３）

１０

　

本件条例に規定する 「研修・研究・会議」 の活動費は、 議員の政策形
成能力を向上させることを日的としたものであるが、上記各セミナーは
いずれも市民向けのものであり、これらに係る支出は本件各使途基準に
適合するものではない。

　

　　　　

　

　　　　

１５

”） 「ぞっこん町田’ ９８サポーターズクラブ」 の年会費に係る支出，（Ｈ
「 １ ５ 一 ３２３、 Ｈ １ ６ 一 ３３６）．

　　

よさこい踊りのチームを支援する組織 「ぞっこん町田’ ９８サポータ

　

ーズクラブ」 は私的な団体であり、 同団体に対する年会費の支出は議員

　

の私的な活動にすぎず、 本件各使途基準に適合するものではない。
（勃

　

政治団体 「都民ファーストの会」－主催の 「希望の塾」 への参加費に係
る支出 （Ｈ１６一３３７）

２０

　

政治団体 「都民ファーストの会」 主催の政治塾である 「希望の塾」 へ
の参加は政治活動であり、その参加費は改正後使途基準に適合するもの

２５

６８



　　

ではない。

　

（吉田議員の主張）

　

例

　

Ｈ １ ５ 一 ３２１ （セミナーの施設利用料等）

　　　

第３１回セミナーの講演タイトル 「（続）「戦時中に作られた珍しい映

　　

像作品を見る」」のとおり、この講演は、市民に歴史文化を学ぶ機会を作

　

ーるとともに、 会派議員たる吉田議員が参加して、 市民の文化に対する意

　　

見や認識を収集することを目的とするものであった。 実際にも、 吉田議

　　

員が市民参加者とともに講演を受講した後、 吉田議員と市民参加者との

　　

意見交換も行われた◆

　

文化芸術活動の振興を目指す町田市において、 市

　　

民への歴史・文化の涌養は重要課題であり、 講演を通じた会派議員と市

　　

民との直接的な交流や意見交換は、 市民の歴史．文化に関する声を拾い

　

上げ、 市政の問題点や解決方法を発見し、 市政に適切に反映を図る、重

　

要な会派活動である。

　　

形式面に関しては、 主催について 「吉田つとむ事務所」 との表記はあ

　

るものの、「後援会の活動に関しては、基本的には別のスタイルで実施し

　

ます」 と付記され、自身の後援会活動日ま区別されることが明示されて

　

いること、「町田市議会議員

　

保守連合」との肩書が付されており、会派

　

の活動であることが明示されていることからして、 会派の活動であると

　

いう性質を損なうものではない。

　　

また、 実際に要した費用は、「施設利用料」 及び「付帯設備利用料」 の

　

合計１８００円であって、当時適用の改正前運用指針中の「研修・研究・

　

会議費」 の例示 「会場費、器材借上料」 に該当するから、 改正前運用指，

　

針にも合致している。

”） Ｈ１５一３２２ （セミナーの施設利用料等）

　

第３２回セミナーは、 平成２８年２月２５日に開会した「町田市平成

　

２８年３月定例会（第１回）」（市議会３月議会） に関して、議会におけ

．５

　

　　　　

　

　　　　

１５

２０

２５

６９

　　　　　　　　　　　　　　　

′



　

る会派の活動に生かすため、 参加者の意見を求め、 協議するために開催

　

されたものであった。 したがって会派の活動との関連性は密接であり、

　

会派活動でないとはいえない。

　　　

▼

　　

形式的にも、報告者について「吉田つとむ（保守連合）」と会派名が明

　

記され、会派としての方針報告や意見聴取であることが客観的に明らか

　

にされており、実際に要した費用が 「施設利用料」 合計６００円である

　

ことからも、 改正前運用指針にも合致する。
（ウ） Ｈ１７－１～３ （セミナーの講師の宿泊代等）

　

上記セミナーのテーマは 「地場産業・商店街の繁盛店づくり」である

　

ところ、 商店街の活性化は町田市、 町田市議会での重要課題の一つであ
る。 講演を通じた会派議員と市民との直接的な交流・意見交換は、 市民
の商店街づくり、 商店街活性化に関する声・意見を拾い上げ、 市政の問
題点や解決方法を発見し、 市政に適切に反映を図る重要な会派活動であ
るところ、 吉田議員は、 町田市の商店街の活性化をいかに図るかについ
て、 かねてから市議会本議会での一般質問において問題提起を行ってい
たが、具体的な改善につながらないのが実情であったため、会派として、
さらに商店街の持続可能性等の課題究明に取り組むために上記セミナー
を主催したものである。 したがって、 上記セミナーは、 専門家の説明を
通じて市民 （商店主・商業者等） の実情を踏まえ、 市政に対する会派の
意見・提案を練り上げるために実施されたものであって、単なる市民向
けセミナー＼とは一線を画するものである。

　

　

　

　　　　　

　

　　

　

－

　　　　　　　

１５

２０

　

形式的にも、主催は「町田市議会

　

保守連合会派

　

吉田つとむ事務所」
として会派活動である，ことが明記され、 議員個人の政治活動ではないこ
とが客観的に明らかにされている。

、２５

　

また、実際に要した費用は、講師宿泊費６ＱＯＯ円（講師謝金の一部），、
講師謝金７万７０００円、会場の施設利用料、付帯設備利用料合計５５

７０

　　　　　　　　　　

．

　　　　　

～



００円であり、 改正後運用指針に合致している。
（被告及び会派保守連合の主張）

　　

「会派の行う」 調査研究活動には、 会派がその名において自ら行うもの

　

のほか、会派の所属議員等にこれを委ね、又は所属議員による調査研究活

　

動を会派のものとして承認する方法によって行うものも含まれる。 すなわ

　

ち、 会派所属の議員が個人として行った活動であったとしても、 会派の代

　

表者が活動内容及び金額の承認をすれば、「会派の行う」の要件は満たされ

　

る。

　　

ｒ′

　

会派保守連合には、内部的な意思決定手続に関する特別の取決めはなく、

　

また、，会派代表者である新井議員は、各所属議員の支出についていずれも
承認しているため、 いずれの支出も使途基準における 「会派の行う」 との
要件を充足している。

げ） 「ぞっこん町田’９８サポーターズクラブ」の年会働こ係る支出 （日

　

１ ５ 一 ３２３、 Ｈ １ ６ 一 ３３６）

　　

「ぞっこん町田’ ９８」 は、踊りを中心とする祭りの開催を通してま

　

ちづくりに携わる組織で、 町田市の秋の四大祭りの一つである 「キラリ，

　

町田祭」 において、 全国からよさこいの団体を招き、 多くの観客を呼び

　

寄せる町田の中心的な組織の一つである。 サポーターズクラブは、 同組

　

織を支援するための会であり、 新井議員自身は、「ぞっこん町田’ ９８」

　

の会員ではない。 会費は、 まちづくりに携わる団体の支援会の構成員と

　

して、 まちづくりを進める市民の市政参画を学ぶための経費であり、 研，

　

修・研究費として使途基準に沿った適法な支出である。
”） 政治団体 「都民ファーストの会」 主催の 「希望の塾」 への参加費に係
る支出 （Ｈ１６一３３７）

　

　　　　

　

　　　　

１５

２０

都民ファーストの会主催の勉強会に参加費を支払い、 市政に活かすた
めの勉強をしてきたものであり、正に使途基準や運用指針が想定する研

２５

７１



　　

修費である。

　　　

上記勉強会は全６回の講義であり、 東京都知事、豊島区長、 国際政治

　　

学研究者、名古屋市長、 東京大学大学院教授、青山学院大学教授、元東

　　

京都知事等を講師とし、 財政が厳しい時代の行政運営、無電柱化の重要

　　

性、 政治家と官僚の資質について等、 数多くの講師から今後の日本の人

　　

口動態やあるべき政治の姿、 役所との対時の仕方などを学び、 実際、 上

　　

記勉強会を経て、 議会でもこれに関連する一般質問をしている。

　　　

したがって、上記勉強会の参加費は、議会活動に資する研修費であり、

　

使途基準に沿った適法な支出である。
ク 資料購入費に係る支出

　

（原告らの主張）Ｊ

１，０

上記（３）オ（原告らの主張） 前に同じ。
（被告及び会派保守連合の主張）

　　

一般新聞の購読は、 議員にふさわしい教養を身に付けるとともに、 時々

　

刻々と変わる政治、経済、 社会情勢について最新の情報を取得するための

　

手段であり、市民の声を市政に反映させるための前提として必要な活動で

　

ある。 本件各運用指針においても、 資料購入費の例示として新聞購入費が
挙げられており、 調査研究活動のために必要な経費として当然に想定され
ている支出である。

ケ

　

通信運搬費に係る支出 （Ｈ１４一３５ ７ ～ ３５９）
（原告らの主張）

　

新井議員は、 平成２６年１２月２２日に５２円はがきを５００枚購入し
（Ｈ１４一３５７）、 平成２７年１月 ７日に５０円はがき４６０枚を郵便局
に持ち込み、 ５２円はがき４５０枚と交換し、郵便局から支払われる返金額
と新たなはがきの代金との差額に交換手数料を加えた金額合計２７００円
を支払い （Ｈ１４」３５８）、 同日、 ５２円はがきを４５０枚購入したため

２５

７２



に２万３４００円を支払った （Ｈ１４一３５９）。

　

Ｈ １ ４ 一 ３５８及び３５９の支出の根拠とされる領収証書は同一であり、
新井議員から郵便局に対して２万３０００円が現金で支払われたという事実
がないにもかかわらず、 上記金額を政務活動費として計上することは、 実態
のない支出を計上することにほかならない。
（被告及び会派保守連合の主張）

原告らの上記主張は否認ないし争う。

ー－－

　　　

、

－

　

（６） 争点３ （悪意の受益者該当性又は遅延損害金の発生の有無）
（原告らの主張）

　

本件訴訟における請求は、不当利得返還請求及び残余金返還請求という２
つの請求原因によるものである。

１０

ア 不当利得返還請求構成

　

本件条例及び本件各使途基準に違反した支出がなされた場合、，当該会派
は当該支出額相当の不当利得返還義務を負うこととなる。 政務活動費を交
付された本件各会派は、 公金を適切に支出すべき立場にある上、本件各使
途基準については本件各運用指針が存在するため、支出が本件各使途基準
及び本件各運用指針に合致するか否かを知り得るのであり、これらに反す
る場合などには返還義務が生じることを十分に認識しているから

　

何らか
のやむを得ない事情 （特段の事情） により本件各使途基準に反することを
知り得なかった場合を除き、 本件各会派が悪意の受益者であることが推認
・され、 悪意の受益者として年５分の利息の返還義務を負う。 この利息の支
払義務は、個々の違法な支出がなされた日の翌日から生じると解されるが、
遅くとも当該年度の収支報告期限である翌年度の４月３０日の翌日以降
については悪意利息を支払う義務が生じている。
残余金返還請求構成（予備的主張）

１５

２０

２５

　

．

　　　

イ

本件条例又は本件各使途基準に違反する支出につき、そもそも「支出」

７３



　　

と認める余地がないと解する場合には、 本件各条例に基づいて収支報告書

　　

の提出期限に返還義務が生じているから、会派は当該「支出」金相当額に

　　

ついて残余金の返還義務を負うこととなり、 その場合、 当該年度の収支報

　　

告期限である翌年度の４月 ３０日の翌日以降については年５分の割合の

　　

遅延損害金の支払義務を負う。

　

（被告の主張）

　　

上記（３）、｛４）及び｛５）で主張したとおり、 本件各会派に係る支出は本件条例及
び本件各使途基準に適合しており、本件各会派が町田市に対して不当利得返
還義務を負うことはないが、 仮に本件各会派が町田市に対して不当利得返還
義務を負うとしても、 本件各会派は民法７０４条の「悪意の受益者」 ではな
し、
ｏ

　　　

．
・

　　

‐

　　　

１

　

不当利得返還債務は期限の定めのない債務であり、債務者が履行の請求を
受けたときから遅滞の責任を負うものであるところ、 町田市は本件各会派に
対して不当利得返還請求を行っていない。 また、本件各会派に対する訴訟告
知をもうて請求があったということになるものでもない。

　

したがって、原告らが被告に対して本件各会派に請求するよう求めている
年５分の割合による金員が遅延損害金の趣旨を含むものであるとしても、 本件各会派に遅延損害金の支払義務は発生しない。，
（会派まちだ市民クラブの主張）

１０

　　　　　　　　

　

　　　

１’

　　　

ｒ

　　

ｌ．

　　

「

　

７

　　　

事

　　

１

　　　　　　

ｔ

‘

　　　

．‘・

　　

，

　　　　

１５

　

民法７０４条の 「悪意の受益者」 とは、 法律上の原因のないことを知りな
がら利得した者であり、 不当利得返還請求訴訟において、受益者の悪意の立
証責任は、 同条の適用を主張する原告らが負う。 そして、政務活動費の支出
に係る不当利得返還請求において、 特定の支出と政務活動との間に合理的関
連性が認め

．
られない場合には、 法律上の原因がないと認められるから、当該

２０

　　　　　　

・

　

、

２５

　　　　　

政務活動費の交付を受けた者が悪意の受益者である場合とは、 特定の支出と
政務活動との間に合理的関連性が認められないことを知りながら当該支出に

　　　　　　　　　　　　　　　　　

７４



政務活動費を充当した場合である。本件において、会派まちだ市民クラブは、特定の支出と政務活動との間に合理的関連性が認められないことを知りなが
ら当該支出に政務活動費を充当したものではないから、悪意の受益者とはい
えない。

５

　

第３

　

当裁判所の判断

１

　

争点１ （適法な監査請求の前置の有無） について
，（１） 地方自治法２４２条２項は、 同条１項に規定された監査請求の対象事項の

　

うち財務会計上の行為については、 当該行為のあった日又は終わった日から
′１年を経過したときは監査請求をすることができない旨を規定しているとこ

　

ろ、 監査請求の対象事項のうち怠る事実についでは、 このような期間制限は

　

規定されておらず、怠る事実が存在する限りは期間制限なく監査請求をする

　

ことができるものと解される。－もっとも、 特定の財務会計上の行為が財務会
計法規に違反して違法であるか又はこれが違法であって無効であるからこそ
発生する実体法上の請求権の行使を怠る事実を対象として監査請求がされた
場合には、 監査委員は当該行為が違法であるか否かを判断しなければ当該怠
る事実の監査を遂げることができないという関係にあり、 当該監査請求は当
該行為を対象とする監査を求める趣旨を含むものとみざるを得ないところ、当該監査請求が上記の期間制限を受けないとすれば、 同条２項が期間制限を
設けた趣旨が没却されること，となるから、 当該行為のあった日又は終わった
日を基準として同項の規定を適用すべきものである （最高裁昭和５７年

　

”テ
ツ） 第１６４号同６２年２月２０日第二小法廷判決・民集４１巻１号１２２
頁、 最高裁平成１０年 （チテヒ）．第５１号同１４年７月２日第三小法廷判決・
民集５６巻６号１０４９頁参照）。

　

　　　　　　

　

　　　　

１５

２０

（２） 本件監査請求に係る請求書等・（甲６、 ７）及び弁論の，全趣旨によれば、本２５

　　　　　

件監査請求は、 本件各会派による政務活動費の支出に違法なものがあったこ
とにより発生する不当利得返還請求権及び法定利息請求権の行使を怠る事実

７５



　　　　　　

をその対象とするものであると認められる。 そして、 この不当利得返還請求

　　　　　　

権及び法定利息請求権は、本件各会派が、本件条例が所定する経費に該当し

　　　　　　

ない経費に政務活動費を充てたことにより、 当該年度に交付を受けた政務活

　　　　　　

動費の総額が、本件条例が所定する経費に該当する経費に充てた政務活動費

　

５

　　　　　

の総額を上回り、 交付を受けた政務活動費に残余があることになる場合に発

　　　　　

生する実体法上の請求権であり、 特定の財務会計上の行為が違法，無効であ

　　　　　

ることにより発生するものではない。 そうすると、 本件監査請求は、特定の

　　　　　

財務会計上の行為が財務会計法規に違反して違法・無効であ，るからこそ発生

　　　　　

する実体法上の請求権の不行使をもって、 財産の管理を怠る事実とするもの
Ｉｏ

　　　　　

ではないから、 地方自治法２４２条２項は適用されないことになる。

　　　　　　

したがって、本件監査請求は適法にされたものといえるから、本件訴訟はゞ

　　　　　

適法な監査請求の前置を経ており、 適法である。

　　　　

（３） 被告は、 政務活動費の支出金額を確定させる承認行為が財務会計上の行為

　　　　　

に該当すると主張するが、本件条例や本件規則にそのような承認行為は規定
，５

　　　　　

されていないから、 被告の同主張を採用することはできない。

　　　　　　

また、 被告は、 毎年度の政務活動費を紙資料の閲覧や‐ホームページの掲載

　　　　　

を通じて公開しているため、 その公開日から１年以内に監査請求，を申し立て

　　　　　

‐ることは十分に可能である旨主張するが、 上記（２）のとおり、 政務活動費の支

　　　　　

出に違法なものがあったこと等により発生する不当利得返還請求権等は、 本
２０

　　　　　

件各会派が、 本件条例が所定する経費に該当しない経費に政務活動費を充て

　　　　　

たことにより、 当該年度に交付を受けた政務活動費の総額が、 本件条例が所

　　　　

定する経費に該当する経費に充てた政務活動費の総額を上回り、交付を受け

　　　　

た政務活動費に残余があることになる場合に発生するものであるから、 政務

　　　　　

活動費が公開されたことをもって直ちに上記不当利得の返還請求権等のチテ使

　　　　

を求めて監査請求を申し立てることが可能であることにはならない。 したが

　　　　

って、 被告の上記主張には理由がない。

７６



２

　

争点２－１ （判断枠組み等） について

目） 政務活動費制度等について

　　　　　　　　

ア

　

政務活動費について規定する地方自治法１００条１４項は、普通地方公

　　　　　　　　　

共団体は、条例の定めるところにより、 その議会の議員の調査研究その他

　　　

５

　　　　　　

の活動に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は

　　　　　　　　

・ 議員に対し、政務活動費を交付することができるものと定めているところ、

　　　　　　　　

その趣旨は、議会の審議能力を強化し、 議員の調査研究その他の活動の基

　　　　　　　　

盤の充実を図るため、議会における会派又は議員に対する調査研究の費用

　　　　　　　　

等の助成を制度化したものであると解するのが相当である。 そうすると、

　　

１

　　

０

　　

′

　

政務活動費を充てることが許される会派又は議員の調査研究その他の活

　　　　　　　　

動に係る経費に該当するためには、当該行為ないし活動が、その客観的な

　　　　　　　　

目的や性質に照らし、議員としての活動との間に合理的関連性を有するこ

　　　　　　　　

とを要するものと解される。

　　　　　　　　　

そ して、 本件条例は、 地方自治法１００条１４項の規定に基づいて政務
活動費の交付に関し必要な事項を定めているところ、政務活動費を充てる
ことができる経費につき、 改正前条例は、 市政に関する調査研究活動、 広
報広聴活動等 （改正前政務活動） に要する経費とし、 改正前規則別表で改
正前使途基準を定め、 改正後条例は、 会派が行う調査研究、 研修、 広報、
広聴、各種会議への参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、 市政に反
映させる活動その他住民福祉の増進を図るために必要な活動 （改正後政務
活動） に要する経費とし、 改正後使途基準を定める。

１５

２０

　

このように、政務活動費が使途を限定して交付される公金であり、 残余
があれば返還を命ずることができるとされていることからすれば、政務活
動費を充てることが許される会派の調査研究その他の活動 （政務活動） に
かかる経費に該当するためには、 当該行為ないし活動に基づく支出が本件
各使途基準に則したものであることを要するものと解され、本件条例に基

２５

７７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－



　　　　　　

づき政務活動費の交付を受けた会派が、当該政務活動費を本件各使途基準

　　　　　　

・に適合しない支出に充てた場合には、 当該支出は、 会派 （議員） としての

　　　　　　

活動との間に合理的関連性が認められない行為に関する経費に充てられ

　　　　　　

たものということになり、 当該会派は、 これらの支出に充てられた部分に

　

５

　

，

　　　　

相当する額を、 町田市に対 して不当利得と′して返還すべき義務を負うもの

　　　　　

と い う べ き で あ る。

　　　　　

イ

　

政務活動費制度の上記アの趣旨に加え、 地方公共団体が、 住民の福祉の

　　　　　　

増進を図ることを基本として、 地域における行政を自主的かつ総合的に実

　　　　　　

施する役割を広く担うものとされていることから （地方自治法１条の２第
Ｉｏ

　　　　　　

ｌ項）、 地方公共団体の重要な審議議決機関である議会を組織する議員の

　　　　　

・活動内容が広範かつ多岐にわたることや、 政務活動費の財源が地方公共団

　　　　　

体の住民による経済的負担に依拠していること、 本件各使途基準における

　　　　　　

各項目が、 いずれも会派による調査研究活動等のための必要性をその要件

　　　　　　

としていると解されることなどを併せ考慮すると、 当該支出が、 会派が行
１５、

　　　　

う調査研究活動等との間に合理的関連性が認められない行為に関する経

　　　　　

費であったり、 調査研究活動等のための必要性を欠いていたりする場合に

　　　　　

は、 当該支出は本件各使途基準に適合しないものとして違法となると解す

　　　　

るのが相当である。

　

そして、 会派の調査研究活動等が多岐にわたることからすると、 個々の
経費の支出がこれに必要かどうかについては、 その合理的判断に委ねられ
る部分も，あるといえるが、会派の調査研究活動等との関連性や必要性につ
いては、 本件各使途基準における各項目に応じた検討がされるべきものと
解される。

２０

（２） 本件各運用指針について

　

改正前規則及び改正後条例において、本件各使途基準の項目、 内容及び例
示が定められており、 本件各運用指針においては・各項目についての留意事

２５

７８



項、 政務活動費として支出できない経費、 定額・按分の考え方について規定
されていることからすれば、 本件各運用指針は、本件各使途基準の内容をよ

　

り具体化・したものであると解するのが相当である。

　

そうすると・本件各運用指針は、 町田市議会が、政務活動費制度の趣旨及
び目的を踏まえて、 各会派の政務活動費に関する事務等の円滑かつ適正な運
用を図るために自主的に制定・したものと評価することができる。

　　

・

　

このような本件各運用指針の制定の経緯及び内容に照らすと、本件各運用
指針は、それ自体として法的拘束力を有するものではないものの、 政務活動
費制度の趣旨及び目的に沿って本件各使途基準の内容を具体化したものとい
えるから、本件各運用指針に記載された項目ごとの対象経費やその按分の考
え方等に従ってされた政務活動費の支出ないし充当については、会派の調査
研究活動等との関連性及び必要性の認められる経費としての該当性を認める
－要素となるものと解するのが相当である。

１０

　　　　　　　

（３） 調査研究活動の範囲等について

　

　

　　　　　

　

　　　

　 　

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

調査研究活動は、 町田市政における活動のために行われるものでなけれ
ばならず、他の活動としての目的を兼ねているような場合には、それに要
する費用の全額を政務活動費として支出することが許されないこともあ
る
。

　　　　

－

　

，

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

，

１５

　　　　　　

ア

　

もっとも、 地方自治法・′ｏｏ条１．４項が 「調査研究その他の活動に資す
るため必要な経費の－、部として」 政務活動費を交付する事ができると規定
していることや、政務活動費制度の趣旨が、 上記｛１）アのとおり、 議会の審
議能力を強化し、議員の調査研究その他の活動の基盤の充実を図るという
ものであることに照らすと、 政務活動費の使途としては、 調査研究に直接
用いられる費用に限られるものではなく、会派が行う調査研究活動等との
間に合理的関連性があり、必要性が認められる費用も含まれると解すべき
である。

２５

７９



イ

　

また、上記（１）イのとおり、議員の活動及びその前提となる調査研究活動
′

　

等が広範かつ多岐にわたるものであることに鑑みると、 市政に関する調査
研究活動等が他の活動にも有用なものであることは当然に想定される。

　

本件各運用指針には、会派 （議員） の活動が、議会活動、 選挙活動、政
党活動、講演会活動等と多面的であり、一つの活動が政務活動等と他の活
動の両面を有し、 明確に区分することが困難である場合に、 活動に要した
費用の全額を政務活動費として充当することが適当でないと認められる
場合について、各活動の実績に応じた按分により充当する方法が考えられ
る旨記載されている。 このように、 調査研究活動等が他の活動にも有用な
ものである場合に、 当然に按分充当すべきであるとの記載ではなく、 按分
充当について限定した記載がされていることに鑑みれば、 市政に関する調
査研究活動等が他の活動にも有用なものである場合に、 活動に要した費用
の全額を政務活動費として充当することが適当かどうかは、 当該活動の必
要性及び有用性を考慮して判断する必要があると解するのが相当である。
主張立証責任

　

５

Ｉ５

　　　

（４）

ア

　

不当利得返還請求権の発生原因事実の一つである法律上の原因がないこ

　

とは、当該請求権があると主張する者において主張立証しなければならな
いものと解される。 しかしながら、 住民は、 会派が議長に対して提出した
－政務活動費に係る収支報告書等の内容を把握し得るとしても、収支報告書
等に記載された内容を超えて支出の具体的な必要性やその原因となった行
為等を把握することは困難であるといわざるを得ず、他方、 会派は上記支
出の具体的な必要性等を比較的容易に確認することができることなどを考
慮すると、原告らにおいて、経費の支出の対象となる行為がその客観的な
目的や性質に照らして政務活動との間の合理的関連性を欠くことをうかが

２０

２５

　　　　　

わせる一般的、 外形的な事実を主張立証した場合には、 被告又は本件各会
派においてこれを覆す適切な立証を行わない限り、，，本件各使途基準に適合

８０



していない支出であると認めるのが相当である。
イ

　

被告補助参加人らは、上記判断枠組みを採るべきではないと主張し、そ
の根拠として、 ①当該会派ないし議員は、 執行機関たる被告に対して政務
活動の内容が明らかになることを承知で反証を行わざるを得なくなり、 政
務活動費制度の趣旨が損なわれることとなること、 ②本件各支出がされて
から既に長期間が経過しているところ、その期間の経過による証拠散逸の
不利益を会派ないし議員に負わせるべきではないことを挙げる。
げ） 上記①について

　　

政務活動費が飽くまで公金による助成である以上、違法な支出がされ

　

たことをうかがわせる一般的、外形的な事実が主張立証された場合に、

　

支出した議員にその支出内容を具体的に主張立証するなどして支出の適，

　

法性を立証する責任を負わせることは、その公金としての性質上許容さ

　

れるというべきであるから、 上記①については理由がない。
”） 上記②について

　

本件条例７条２項、 本件規則１１条によれば、政務活動費の収入及び
支出に関する帳簿，の保存期間は、収支報告書の提出期限である

　

交付さ
れた政務活動費の翌年４月３０日から５年を経過する日までであるとこ
ろ、本件各支出のうち平成２６年度の支出に係る帳簿の保存期間は令和
２年４月３０日まで（収支報告書の提出期限である平成２７年４月３０
日の５年後）、平成２７年度の支出に係る帳簿の保存期間は令和３年４月
３０日まで（収支報告書の提出期限である平成２８年４月‐３０日の５年
後）、平成２８年度の支出に係る帳簿の保存期間は令和４年４月３０日ま
で（収支報告書の提出期限である平成２９年４月３０日の５年後）、平成
２９年度の支出に係る帳簿の保存期間は令和５年４月３０日まで（収支

　

　　　　

ｌｏ

‘

　　　　　

‘

　　　　

１５

２０

２５

　

′

　　　　　

報告書の提出期限である平成３０年４月３０日の５年後） である。 前提
事実｛３）及び（４）のとおり、本件監査請求は令和元年１１月６日にされ、 本

　　　　　　　　　　　　　

８１



　　　　　　　

・件訴訟は令和２年１月 １５日に提起されているところ、これらの各時点

　　　　　　　

は本件各支出に係る帳簿の保存期間内であり、 本件監査請求又は本件訴

　　　　　　　

訟提起を踏まえて証拠が散逸しないようにすることは可能であったこと

　　　　　　　

からすれば、 上記判断枠組みを採ったとしても、 長期間の経過による証

　

５

　　　　　　　

拠散逸の不利益を会派ないし議員に不当に負わせることにはならない。

　　　　　　　

したがって、 上記②についても理由がない。

　　　　　　

（功

　

ま と め

　　　　　　　　

したがって、 被告補助参加人らの上記主張は、 上記アの判断を左右す

　　　　　　

る も の で は な い。

１０

　　

（５） 本件各使途基駒こいう「会派の行う」 調査研究活動の意味

　　　　　　

本件各使途基準にいう 「会派の行う」 調査研究活動には、 会派がその名に

　　　　　

おいて自ら行うもののほか、 会派の所属議員等にこれを委ね、 又は所属議員

　　　　　

による調査研究活動を会派のためのものとして承認する方法によって行うも

　　　　　

のも含まれると解するのが相当である。 そして、 一般に、 会派は、 議会の内
Ｉ５

　　　　　

部において議員により組織される団体であり、，その内部的な意思決定手続等

　　　　　

に関する特別の取決，めがされていない限り、 会派の代表者が会派の名におい

　　　　

てした行為は、 会派自らがした行為と解されるものである。 そうすると、 本

　　　　

件各支出について、本件各会派の所属議員が、具体的な調査研究活動ごとに、

　　　　

その活動内容及びこれに必要な政務活動費からの支出を求める金額を会派に
ｏ

　　　　　

申請し、 会派の代表者又は経理責任者からその活動内容及び金額の承認を得

　　　　

た上で、 経理責任者からその金員の交付を受けた場合には、
ー会派の名におい

　　　　

て、 各所属議員の発案、 申請に係る調査研究活動を会派のものとして当該議

　　　　

員に委ね、 又は会派のための活動として承認する趣旨のものと認められ得る

　　　　

ものであり、 そのように認められる場合には、 本件各使途基準にいう 「会派

　　　　

の行う」 との要件が満たされることになる。
本件条例６条において、会派は政務活動費に，関する経理責任者を置くこと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８２



が義務付けられており、 証拠 （甲３～５、 甲８～１９ （いずれも枝番号を含
む。）） によれば、本件各会派は、 その会派代表者及び経理責任者の連名で平
成２６年度から平成２９年度までの政務活動費収支報告書及び政務活動費に
係る領収書を町田市議会議長に提出しており、 その領収書は政務活動費の項
目ごとに、各議員の領収書が整理されて添付されていることが認められるこ
とからすれば、本件各支出については、会派の行う行為としての実態を備え
ていない等の具体的な反証がない限り、会派の代表者から、会派の名におい
て、各所属議員の発案、 申請に係る調査研究活動を会派のものとして当該議
員に委ね、、又は会派のための活動としての承認を得たものと推認され、 本件

，

各使途基準にい、う「会派の行う」との要件を満たすと解するのが相当である。
争点２－２ （会派まちだ市民クラブに係る支出の本件各使途基準適合性等）

′′●′
－．＼

３

　　　　　　　

（１） 河辺議員の鉄道賃及び宿泊費に係る支出 （Ｃ１５一１０１～１０４）
書 ト １

’
－

　

、

＝

　

－

　

．

　　　　

本件各使途基準において、 「調査活動費」 は 「会派の行－調

　　

卯、

　

本件各使途基準において、「調査活動費」 は 「会派の行う調査研究活動の
ために要する経費」 とされ、例示として交通費 （鉄道賃、 船賃、航空賃、バ
ス代、 タクシー代）、 宿泊費、 燃料費 （ガソリン・軽油代）、 道路通行料、 駐
車場代等が挙げられており、本件、各運用指針においては、「管外視察の交通費
は実費と－し、経済性、効率性 （金銭的、 時間的） を考慮するものとする」 と
されている。

１５

　

証拠 （甲１３の１、 丙Ｄ８の１～６） 及び弁論の全趣旨によれば、 上記各
支出は、河辺議員が平成２８・年２月２２日及び２３日に釜石市を視察した際
の鉄道賃及び宿泊費であること、同視察は、東日本大震災の被害を受けて復
興中の釜石市がラグビ」ワールドカップ日本大会の試合会場として決定し
たことを受けて、復興中の開催準備状況の調査を目的としたものであること、
町田市が釜石市を支援するために同年８月６日に「２０１９ 釜石応援チャ
リティ←マッチ

　

キヤノンイーグルス対釜石シーウェイブス」を開催するこ
とが決定したこと、 町田市の文化スポーツ振興部スポーツ振興課が、産業支

２０

２５

８３



　　　　　　　

′

　

援の観点から、 同開催記念給食と して、 釜石産わかめを用いたメニューを町

　　　　　　　　

田市立の小・中学校に取り入れたことがそれぞれ認められる。

　　　　　　　　　

上記事実関係に照らせば、上記視察の目的は、震災により受けた被害の復

　　　　　　　　

興過程にある地方目，治体におけるラグビーワールドカップ日本大会の開催

　　　

５

　　　　

・に向けての取組の調査及び町田市と釜石市との交流、町田市の釜石市に対す

　　　　　　　　

る支援等であると認められ、上記各支出と政務活動との間に合理的関連性が

　　　　　　　　

あるといえるから、改正前使途基準に適合していない支出であるとは認めら

　　　　　　　

れ な い。

（２） 有料道路通行料に係る支出 （Ｃ１４一１６、 １７、 Ｃ１５一３０ ～ ３ ３、
Ｃ１６－１、 ２）

１０

　

原告らは、料金所から推測される行き先や、土日の支出であること等を根
拠に私的目的である旨主張するが、原告らの同主張立証を踏まえても、上記
各支出につき、政務活動との間の合理的関連性を欠くことをうかがわせる－
般的、外形的な事実の主張立証がされたとは認め難く、上記各支出が本件各
使途基準に適合していない支出であるとは認められない。

１５

　

タク シー代に係る支出 （Ｃ１４一１８～２４、 １ １ １ ～ １ １ ８、 １ ４ ６、
１４

　

７、 ２５３～ ２ ５

　

５、 ２ ８

　

９ ～ ２

　

９ １、 Ｃ １５－ １、 Ｃ １６－３ ～ １ ０、
２３４、 Ｃ １ ７－ １ ～ ６），

　

証拠 （甲１２の１、 甲１３の１、 甲１４の１、 甲１５の１） 及び弁論の全
趣旨によれば、上記各支出は、いずれも「市政相談」等を目的とした支出と
されていることが認められる。

２０

ア

　

深夜又は早朝のタクシー利用に係る支出 （Ｃ１４一２２ ～ ２４、 １１２
～ １ １ ８、 １ ４ ６、 １ ４ ７、 ２５３ ～ ２５５）

ａ

　

証拠（甲１２の１）及び弁論の全趣旨によれば、Ｃ１４一２３、 ２ ４、
１１１から１１３、 １１６、 １４ ７、 ２５３については、 午前１時台か
ら午前４時台に利用したものであることが認められるところ、通常の市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８４



　

民からの市政相談を終えた帰りが上記時間帯になることは通常考え難く、

　

被告又は会派まちだ市民クラブからは上記時間帯に降車することとなっ

　

た具体的な事情についての立証はない。 したがって、 上記各支出は、 政

務活動との間の合理的関連性を欠き、 改正前使途基準に適合していない
支出であると認められる。

ｂ

　

証拠 （甲１２の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 Ｃ１４一２２・ １１
４、 １ １ ５、 １ １ ７、 １ １ ８、 １ ４ ６、 ２５４、 ２５５については、 午
後１１時台ない－し午前０時台の間に利用したものであることが認められ
るところ、通常の市民からの市政相談を終えた帰りに利用したものとし
て著しく不自然であるとまではいえないこと、原告らの主張立証を踏ま
えても、上記各支出につき、 政務活動との間の合理的関連性を欠くこと
をうかがわせる一般的、外形的な事実の主張立証がされたとは認め難い
ことからすれば、 上記各支出が改正前使途基準に適合していない支出で
あるとは認められない。

　

　

　

　

　　　

　　　　

１０

　
　
　 　　

　

　

三 ；，，
１１
，
‘

　

　

　

　

　

Ｉ５

　　　　　

イ

　

町田市外のタク シー会社の利用に係る支出 （Ｃ１４一１８～．２１、 Ｃ１

６ － ３ ～ １ ０）

　

証拠 （甲１２の１、 甲１４の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 上記各支
出については、 町田市外のタクシー会社を利用してい，ることが認められる
が、議員の活動の範囲は広く、 市外において政務活動を行うことも当然に
想定される‐こと、 原告らの主張立証を踏まえても、 上記各支出につき、 政
務活動との間の合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的な
事実の主張立証がされたとは認め難いことからすれば、 上記各支出が本件
各使途基準に適合していない支出であるとは認められない。
祭りや記念式典等に参加した際に利用したタクシー代に係る支出（Ｃ１
４ 一 ２８９ ～ ２ ９ １、 Ｃ １ ５ － １、 Ｃ １ ６ 一 ２３４）

弁論の全趣旨によれば、上記各支出は、 会派まちだ市民クラブの議員が

２０

ウ

２５

８５



　

祭りや記念式典等に参加した際に利用したタクシー代金であることが認め

　

られるところ、 議員が議員として祭りや式典等に参加することは、 政務活

　

動の一環に含まれると認めるのが相当である。 原告らの主張立証を踏まえ

　

ても、 上記各支出につき、 政務活動との間の合理的関連性を欠くことをう

　

かがわせる一般的、 外形的な事実の主張立証がされたとは認め難いことか

　

らすれば、上記各支出が本件各使途基準に適合していない支出であるとは
認められない。

エ

　

定例会最終日に利用したタクシー代に係る支出 （Ｃ１７－１～６）

　

原告らは、 上記各支出につき、 いずれも定例議会最終日の利用であり、
同日に２回タクシーが利用されていることなどから、 打ち上げのための利
用であると推測される旨主張するが、原告らの主張立証を踏まえても、上
記各支出につき

　

打ち上げのための利用であるとは認めるに足りず、 その
ほか、 政務活動との間の合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、
外形的な事実の主張立証がされたとは認め難いことからすれば、上記各支
出が改正後使途基準に適合していない支出であるとは認められない。
燃料費に係る支出

１０

（４）

　　　　　　

ア

　

総 論

前

　

議員が支出した燃料費が政務活動との間に合理的な関連性を有する

　

といえるためには、
ｒ当該活動が政務活動に係るものであること、及びそ

の活動のために当該車両の使用が必要であることを要すると解するのが
相当である。

　

議員の活動は、 政務活動以外にも、‘後援会活動、 政党活動その他の政
治活動のほか、 議員としての立場を離れた私的活動があるなど、 多面性
を有するのであり、 燃料費のような経費については、 その一部が政務活
動こ必要な経費の一部として使用され、残部がそれ以外の活動の経費と
して使用されるということも十分に考えられるから、当該車両を使用す

２５

８６



　　　　　　　　　

る都度、 その走行距離、 使用目的、 使用目的が複数ある場合はその割合

　　　　　　　　　　

等をそれぞれ記録するな」どしていない限りは・、車両の使用実態を認定し、

　　　　　　　　　

客観的にみて合理的に区分することは困難である。

　　　　　　　　　　

そう
，
すると、 本件において、 本件各会派所属の各議員の支出の中で、

　　　

５

　　　　　　

車両の使用実態について客観的に認定するに足りる証拠ないし事情が見

　　　　　　　　　

当たらないものについては、 諸般の事情を‐考慮 し、 社会通念に照ら し合

　　　　　　　　　

理的な割合により、 その経費の額を按分の上、 政務活動に係る額につい

　　　　　　　　　

てのみ、 政務活動費を充当することができると解するのが相当である。

　　　　　　　　

，そ して、 上記の合理的な割合については、 当該車両の使用目的等、 すな

　　

Ｉｏ

　　　　　　　

わち、 政務活動のほかに後援会活動、 政党活動その他の政治活動、 私的

　　　　　　　　　

活動を含む蓋然性及びその割合等、 当該事案の具体的事情を考慮して定

　　　　　　　

め る の が 相 当 で あ る。

”） 被告及び被告補助参加人らは、本件各運用指針において燃料費の上限
額が定められていること、政務活動のために自家用車を使用した場合の
交通費（燃料費）について、「実費の把握が困難であること等から一定の
基準 （定額を上限） で充当する」と定められていることを根拠に、 上限
以下の金額は政務活動との間に合理的な関連性を有する支出であるとみ
なすべきである旨の主張をする◆

　

しかし、 被告及び被告補助参加人らの指摘する本件各運用指針の規定
を、上限以下の金額は政務活動のための支出であるとみなす旨定めたも
のであると解釈することは、 その文言上困難であるし、 前説示のとおり
の政務活動費制度の趣旨に鑑みて、 政務活動との間に合理的な関連性を
有しない燃料費の支出に政務活動費を充当することは相当でないから、
上記主張を採用することはできない。

　

以下、 個別事情を踏まえ、 検討することとする。

　　　

１５

２０

２５

イ

　

谷沢議員に係る支出 （Ｃ１４一３４ ６、 ３４ ７、 ３７３ ～ ３９２、 Ｃ １

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８７



５－２８ ２ ）^３１６、 ３１８ ）^３２９、 Ｃ１６ 一 ２ ５

　

７ ）^２６２、 ２８５
～２９０）

げ）ａ

　

証拠 （甲１２の１、 甲１３の１、 甲１４の１） 及び弁論の全趣旨に

　　

よれば、 谷沢議員が、 上記各支出につき、 会派まちだ市民クラブ一覧

　

表の各 「支出日」 欄の各支出日に、 同「支出内容」欄記載の給油のた

　

めに同「支出金額」 欄記載の費用を支出したこと、谷沢議員は政務活

　

動を行うに当たり、 普通自動車１台を使用していたところ、当該自動

　

車は政務活動以外のために使用されることがあったことがそれぞれ認

　

められる。

ｂ

　

原告らは、 Ｃ１４一３４６及び３４７の支出につき、 同日給油、 近

　

接給油を指摘し、 第三者による給油であるため改正前使途基準に適合

　

しない旨主張する。

　　

じかし、 会派まちだ市民クラブはＣ１４一３４６と同日‘こ給油した
燃料費 （Ｃ１４一３４５） 及びＣ１４一３４７と同日に給油した燃料
費 （Ｃ１４一３４８） については修正届を提出して政務活動費の計上
を取り下げていること （弁論の全趣旨） からすれば、原告らの主張立
証を踏まえても、上記各支出が第三者による給油に係る支出であると
は認めるに足りない。

１０

　

原告らは、 Ｃ１５一２９９の支出につき、 谷沢議員が御殿場を訪問
した際の給油であり政務活動のための支出とは認められない旨主張す
る
。

　　　　　　　　

’

　

しかし、 本件全証拠によっても、東名足柄の給油の際に上記支出が
されたことが認められるのみであり、それが政務活動に係るものでは
ないことをうかがわせる一般的、外形的な事実が主張立証されたとは
いえず、 原告らの上記主張を採用することはできない。
他方

　

上記げ）ａのような給油状況に加え、 谷沢議員の使用した車両が

２５

”）

８８



政務活動以外のために使用されることがあったことからすれば、谷沢議
員は、政務活動のためだけではなく、後援会活動、 政党活動その他の政
治活動、 私的活動のためにも燃料費を支出していたと認められる。 上記
各支出のうち政務活動を充当することが許される額は、 被告又は会派ま
ちだ市民クラ‘ブが上記議員の車両の具体的な使用実態を主張立証しない
ことに鑑み、 その２分の１と認めるのが相当であり、 残り２分の１の額

、については本件各使途基準に適合していないものであるから、政務活動
費を充当することは許されない。

ウ

　

河辺議員に係る支出 （Ｃ１４一３４ ９ ～ ３５２、 ３５５、 ３９３ ～４０
５、 ４ ０ ７ ）^４１８、 Ｃ １５一２

　

７ ０、．３

　

３０～３４

　

７、 ３４ ９ ｝^３５

　

９、
３

　

６ １ ）^３ ６

　

５、 ３６

　

７、 ３６８、 ３

　

７ ０ ）^３

　

７２、 Ｃ １６一２

　

５２、 ２

８２、 ２８４、 ３３ ２、 ３４ ６、 ３４ ８、 ４
ｒ４ ２、 ４６１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 ４
ｒ４ ２、 ４６１）

　 　　

　　

　　　　　　 　 　　　 　　　　　 　　　　 　

　　　　　　　　　　　

よれば、 河辺議員が、 上記各支出につき、 会派まちだ市民クラブ一覧、

表の各 「支出日」 欄の各支出日に、，同「支出内容」欄記載の給油のた
めに同「支出金額」 欄記載の費用を支出したこと、河辺議員は政務活
動を行うに当たり、 軽自動車１台及び普通自動車１台を使用していた
こと、 河辺議員は、 同軽自動車は主に政務活動に使用され、政務活動
以外のために使用されることは少なく、 普通自動車は政務活動以外の
ために使用されることがあったと認識していたことがそれぞれ認めら
れる。

１５

　　　　

２０

原告らは、 Ｃ１４一３４９から３５２まで、 Ｃ１５一２７０、 ３４
５、 ３７１の各支出につき、 同日給油、，近接給油を指摘し、 第三者に
よる給油であるため改正前使途基準に適合しない旨主張する。

　

しかし、 上記ａのとおり、 河辺議員は軽自動車１台及び普通自動車
１台を使用．していたのであるから、 ２台の給油が近接することは通常

ｂ

８９



　　

あり得ること、 会派まちだ市民クラブはＣ１４一３５２と同日に給油

　　

した燃料費（Ｃ１４一３５３）、Ｃ１５一３４５の翌日に給油した燃料

　　

費 （Ｃ１５一２６８）、 Ｃ１５一３７１の２日前に給油した燃料費（Ｃ

　　

１ ５ 一 ２６９） について修正届を提出して政務活動費への計上を取り

　　

下げていること・（弁論の全趣旨） からすれば、原告らの主張立証を踏

　　

まえても、Ｃ１４一３４９から３５２まで、Ｃ１５一２７０、３４ ５、

　　

３７１の各支出が第三者による給油のためにされたものであることを

　

認めるに足りない。

”） 他方、上記げ）ａの給油状況に加え、 河辺議員の使用していた車両が政
務活動以外のために使用されることがあったことからすれば、河辺議員
は、政務活動のためだけではなく、後援会活動、政党活動その他の政治
活動、私的活動のためにも燃料費を支出していたと認められる。 上記各
支出のうち政務活動費を充当することが許される額は、 被告又は会派ま
ちだ市民クラブが河辺議員の車両の具体的な使用実態を主張立証しない
こと、上記軽自動車が主として政務活動に使用されていたとしても、上
記普通自動車と軽自動車の使用比率等を認めるに足りる証拠ないし事情
が見当たらないことからすれば、その２分の１，と認めるのが相当である。

　

したがって、 上記各支出のうち残り２分の１の額については、 本件各
使途基準に適合していないものであり、 政務活動費を充当することは許
されないものである。

１０

１５

エ

　

森本議員に係る支出 （Ｃ１４一３５ ９ ～ ３６ ２、 ４９４ ～ ５ １ １、 ５ １

　

３、 Ｃ １５一２７４、 ２

　

７ ５・

　

２

　

７

　

７ ）^２

　

７

　

９、 ２８１、 ４３８、 ４４０

　

～ ４４ ４、 ４４ ７、 ４４８、 ４５〇 ～ ４ ５ ７、 ４５９ ～ ４６６。 ただし、
Ｃ １ ５ 一 ４４７については後記（５）力げ）ｂで検討する。）、
例ａ

　

証拠 （甲１２の１、 甲１３の１・、 丙Ｄ１７） 及び弁論の全趣旨によ

　　

れば、 森本議員が、 上記各支出につき、 会派まちだ市民クラブ一覧表

２５

９０



ニ
．－・二言

． の各「支出日」欄の各支出日に、 同「支出内容」欄記載の給油のため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

に同「支出金額」欄記載の費用を支出したこと、森本議員は、政務活

　

動を行うに当たり、軽自動車２台を使用していたこと、森本議員は、

１台の軽自動車については政務活動以外のために使用されることは少

　

なく、もう１台の軽自動車については政務活動以外のために使用され

　

ることもあつたと認識していたことがそれぞれ認められる。

ｂ

　

原告らは、 Ｃ１４－３５９、 ３６０の支出につき、 本会議一般質問

　

日の給油であることを指摘して第三者による給油である旨を主張する。

　

証拠 （甲１２の１、 甲２４） 及び弁論の全趣旨によれば、①Ｃ１４

　

一 ３５９は、 平成２６年６月１０日午前９時３９分頃に町田市金井町

　

３７所在の萩生田石油鶴川ＳＳでされた給油であり、 同日午前１０時

　

から本会議が開会されたところ、 上記給油所から町田市役所までは車

両で１７分から１９分かかるとされていること、②Ｃ１４－３６ ０ は、

　

同年１２月４日午前９時２９分に町田市金井町所在の中央石油販売株

式会社学園金井ＳＳでされた給油であり、 同日午前１０時から本会議

が開会されたところ、上記給油所から町田市役所までは車両で１，４分，

　　　

、

　　　　

．

，から１６分かかるとされていることがそれぞれ認められる。

　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

仮に車両の入庫等の所要時間を含めたとしても上記各本会議への参

加が不可能とまではいえない時間、 場所において給油されていること

からすると、原告らの主張立証を踏まえても、上記各給油が第三者に

よってされたものとは認められない。

ｃ

　

原告らは、 Ｃ１４一３６ １、 ３６ ２、 Ｃ １ ５．－ ２７４、 ２７５
Ｌ
、 ２

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

７７から２７９まで、 ２８ １、 ４４４の給油につき、 同日給油、 近接

給油、支払状況の違い等を指摘し、第三者による給油である旨を主張

す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

しかし、 上記ａのとおり森本議員は軽自動車２台を使用していたの

　　　　

１５

２０

　

，

２５

９１



　

であるから、 ２台の給油が近接することは不自然ではないこと、 同一

　

人でも支払の方法が異なることは通常あり得ること、会派まちだ市民

　

クラブは、 Ｃ１４－３６１の２日前に給油した燃料費 （Ｃ１４－５１

　

２）、 Ｃ １ ５ 一 ２７４の２日後に給油した燃料費 （Ｃ１５一４４５）、

　

Ｃ １ ５ 一 ２７５の３日前に給油した燃料費１（Ｃ１５一４４６）、Ｃ１５

　

一 ２ ７７と同日に給油した燃料費（Ｃ１５一２７６）、Ｃ１５－２７８

　

の ３日後に給油した燃料費 （Ｃ１５一４４９） 及びＣ１５一２７９の

　

２日後に給油した燃料費 （Ｃ１５一２８０） につき、 修正届を提出し

　

て政務活動費への計上を取り下げていること （弁論の全趣旨） からす

　

れば、原告らの主張立証を踏まえても、 上記各支出が第三者による給

　

油のためにされたものであることを認めるに足りない。

　　

また、 原告らは、 Ｃ・１５一２７５の支出について、 選挙応援目的で

　

あることを指摘するが、原告らの主張立証を踏まえても、政務活動と

　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

の間の合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的な事実

　　　　　　　　　　　　

．．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

の主張立証がされているとは直ちにはいえない。

） 他方、上記げ）ａの給油状況に加え、森本議員の使用していた車両が政

務活動以外のために使用されることがあったことからすれば、森本議員

は、政務活動のためだけではなく、後援会活動、 政党活動その他の政治

活動、私的活動のためにも燃料費を支出していたと認められる。 上記各

支出のうち政務活動費を充当することが相当である額は、被告又は会派

まちだ市民クラブが上記議員の車両の具体的な使用実態を主張立証しな

いこと、 １台の軽自動車については主として政務活動に使用されていた

　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

としても、 上記両軽自動車の使用比率等を認めるに足りる証拠ないし事

情が見当たらないことからすれば、 その２分の１と認めるのが相当であ

る。

　　　　　　　

．

　　　　　

・

　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

したがって、 上記各支出のうち、，残り２分の１の額については、 改正

１５

－

　

（イ）

　　　　　

２０

２５

９２



　

前使途基準に適合していないものであり、 政務活動費を充当することは

　

許されないものである。

オ

　

石井議員に係る支出 （Ｃ１４一３６４ ～ ３７２、 ５ １ ９ ～ ５３５）－

げ）ａ

　

証拠 （甲１２の１） 及び弁論の全趣旨によれば、石井議員が、会派

　　

まちだ市民クラブ一覧表 （燃料費） の、 上記各支出につき、 会派まち

　　

だ市民クラブ一覧表の各 「支出日」 欄の各支出日に、，同 「支出内容」

　　

欄記載の給油のために同「支出金額」欄記載の費用を支出したこと、

　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

石井議員は、 政務活動を行うに当たり、乗用車１台及び自動二輪車１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

台を使用しており、 いずれも、 政務活動以外のために使用されること

　　

もあったと認識していたことがそれぞれ認められる。

　

ｂ

　

Ｃ １ ４ 一 ３６４から３７２までについて、 原告らは、 極めて少量の

　　

給油であって、 原動機付自転車か小型バイクのものと推測されるとし

　　

て、 第三者による給油である旨主張するが、 上記ａのとおり、 石井議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　　　　　

　

　　　　　　

　

　　

員は、 政務活動のために自動二輪車を使用していたのであるから、 少

　　

量の給油であることは、 第三者による給油を裏付けるものではない。

　　　

．

　　　　　　

・，」

　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　

●

　　

，

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　

，

　　　

また、 原告らは、 支払状況の相違についても第三者による給油を裏

　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

付ける事情であると主張するが、 同一人であっても支払の方法が異な

　　

ることは通常あり得ることからすれば、 この点についても、 第三者に

　　

よる給油を裏付けるものには当たらない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
・

　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　

そのほか、 原告らの主張立証を踏ま，えても、 上記各支出につき・ 政

　　

務活動との間の合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、 外形

　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

的な事実の主張立証がされているとは直ちにはいえない。

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　

．

”） 他方、上記げ）ａの給油状況に加え、上記各車両が政務活動以外のため

　

に使用されることがあったことからすれば、 石井議員は、 政務活動のた

　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

めだけではなく、後援会活動、政党活動その他の政治活動、私的活動の

　

ためにも燃料費を支出していたと認められる。上記各支出のうち政務活

　　　　　　　　　　　　　　

‘

１０

二；，ト
，も，

ふ ん，
ｒ

２５

９３



　　　　　　　

動費を充当することが許される額は、被告又は会派まちだ市民クラブが

　　　　　　

石井議員の車両の具体的な使用実態を主張立証しないことからすれば、

　　　　　　

その２分の１と認めるのが相当であり、残り２分の１の額は改正前使途

　　　　　　

基準に適合していないものであるから、政務活動費を充当することは許

５

　　　　　

／

　　

さ れ な い。

　　　　

力

　

戸塚議員に係る支出 （Ｃ１４一４１９、 ４２０、 ４２ ２ ～ ４４ ０、 Ｃ １

　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

．

　　　　

５ － ２７３、 ３７３ ～ ３９６）

　　　　

， げ）ａ

　

証拠 （甲１２の１、 甲１３の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 戸塚

　　　　　　　

議員が、 上記各支出につき、 会派まちだ市民クラブ一覧表の各 「支出

Ｉｏ

　　　　　　　　

日」 欄の各支出日に、 同 「支出内容」 欄記載の給油のために、 同 「支

　　　　　　　

出金額」，欄記載の費用を支出したこと、 戸塚議員は 政務活動を行う

　　　　　　　　

に 当 た り、 乗用車１台を使用しており、当該車両は、 政務活動以外の

　　　　　　　

ために使用されることもあったと認識していたことがそれぞれ認めら

れる。

　　　　

ｂ

　

原 告 ら は、 Ｃ １ ５ 一 ２７３につき、 前日にも給油したことを理由と

　　　　　

して第三者による給油である旨の主張をするが、 会派まちだ市民クラ

　　　　

ブ は、 Ｃ １ ５ 一 ２７３の前日に給油した燃料費 （Ｃ１５一２７２） に

　　　　

つき、修正届を提出して政務活動費への計上を取り下げていること（弁

　　　　

論の全趣旨） からすれば、 原告らの主張立証を踏まえても、 上記支出

　　　　

が第三者による給油であることを認めるに足りない。

　　　　　

そのほか、 上記ａの各支出について、 政務活動との間の合理的関連

　　　　

性を欠くことをうかがわせる一般的、 外形的な事実の主張立証がされ

　　　　

ているとは直ちにはいえない。

　　　　

ｃ

　

原 告 ら は、 Ｃ １ ４ 一 ４３０、 ４ ３ １、 ４３９、 ４４０につき、 支払

　　　　

状況が不自然であると主張するが、 同一人でも支払の方法が異なるこ

　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．＼

　　　　　

とは通常あり得、 第三者による給油を裏付けるものには当たらないか

１５

２０

９４



　　　　

ら、 原告らの上記主張を採用することはできない。

　　

”） 一方、上記げ）ａの給油状況に加え、戸塚議員の使用した車両が政務活

　　　

動以外のために使用されることがあったことからすれば、 戸塚議員は、

　　　

政務活動のためだけではなく、後援会活動、政党活動その他の政治活動、

　　　

私的活動のためにも燃料費を支出したと認められるところ、被告又は会

　　　

派まちだ市民クラブが、戸塚議員の車両の具体的な使用実態を主張立証

　　　

しないことに鑑み、 政務活動費を充当することが許される額は、 ２分の

　　　

１と認めるのが相当であり、残り２分の１の額は改正前使途基準に適合

　　　　　　

’

　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

していないものであるから、 政務活動費を充当することは許されない。

　

，キ

　

わたベ議員に係る支出 （Ｃ１４一４４ １ ～ ４６５、 Ｃ １
、５ － ３９７，～ ４

　　

１ ７）

　　

げ） 証拠 （甲１２の１、 甲１３の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 わたべ

　　　

議員が、上記各支出につき、会派まちだ市民クラブ一覧表の各「支出日」

　　　

欄の各支出日に、 同 「支出内容」 欄記載の給油のために同 「支出金額」

　　　

欄記載の費用を支出したことが認められる。

　　　　

原告らの主張立証を前提と，しても、 上記各支出と政務活動との間の合

　　　

理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的な事実の主張立証

　　　

がされているとは直ちにはいえないｄ

　　

”） 一方、上記げ）の給油状況に加え、 わたべ議員の使用した車両が政務活

　　　

動のためのみに使用されていたと認めるに足りる証拠はないことからす

　　　

れば、 わたべ議員は、 政務活動のためだけではなく、 後援会活動、 政党

　　　

活動その他の政治活動、 私的活動のためにも燃料費を支出，していた蓋然

　　　

性が高いところ、 被告又は会派まちだ市民クラブが、 わたべ議員の車両

　　　

の具体的な使用実態を主張立証しないことに鑑み、 政務活動費を充当す

　　　

ることが許される額は、 ２分の１と認めるのが相当であり、 残り２分の

　　　

１の額は改正前使途基準に適合していないものであるから、 政務活動費

１０

１５

２０

２５

９５



　　

ノ

　

を充当することは許されない。

　　

ク

　

佐藤和彦議員に係る支出 （Ｃ１４－４６６ ～ ４９３、 Ｃ １ ５ 一４ １ ８ ～

　　

４ ３７）

　　　

げ） 証拠 （甲１２の１、 甲１３の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 佐藤和

　　　

彦議員が、上記各支出につき、会派まちだ市民クラブ一覧表の「支出日」

　　　

欄の各支出日に、 同 「支出内容」 欄記載の給油のために同，「支出金額」

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

欄記載の費用を支出したことが認められる。

　　　　

原告らの主張立証を前提としても、 上記各支出と政務活動との間の合，

　　　　　　

〉

　

●′

　　　

理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、 外形的な事実の主張立証

　　　

がされているとは直ちにはいえない。

　　

”） 一方、 上記げ）の給由状況に加え、 佐藤和彦議員の使用した車両が政務

　　　

活動のためのみに使用されていたと認めるに足りる証拠はないことから

　　　

すれば、 同議員は、 政務活動のためだけではなく、 後援会活動、 政党活

　　　

動その他の政治活動、 私的活動のためにも燃料費を支出していた蓋然性

　　　

が高いとこ．ろ、 被告又は会派まちだ市民クラブが、 佐藤和彦議員の車両

　　　

の具体的な使用実態を主張立証しないことに鑑み、政務活動費を充当す

　　　

ることが許される額は２分の１と認めるのが相当であり、 残り２分の１

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　

の額については改正前使途基準に適合していないものであるから、 政務

　　　

活動費を充当することは許されない。

　

ケ

　

田中議員に係る支出 （Ｃ１４一５１４～５１８）

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　

げ） 証拠（甲１２の１） 及び弁論の全趣旨によれば、田中議員が、 上記各

　　

・

　

支出につき、会派まちだ市民クラブ一覧表の「支出日」欄の各支出日に、，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

．
，

　　　

同「支出内容」欄記載の給油のために同 「支出金額」 欄記載の費用を支

　　　

出したことが認められる。

　　　　

原告らの主張立証を前提としても、 上記各支出と政務活動との間の合

　　　

理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、 外形的な事実の主張立証

１０

１５

２０

　　　　　

ケ

２５

９６



がされているとは直ちにはいえない。

”） 一方、 上記げ）の給油状況に加え、 田中議員の使用した車両が政務活動

　

のためのみに使用されていたと認めるに足りる証拠はないこ．とからすれ

　

ば、 同議員は、 政務活動のためだけではなく、後援会活動、政党活動そ

， の他の政治活動、私的活動のためにも燃料費を支出していた蓋然性が高
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

いところ、 被告又は会派まちだ市民クラブが、 田中議員の車両の具体的

　

な使用実態を主張立証しないことに鑑み、．政務活動費を充当することが

　

許される額は２分の１と認めるのが相当であり、 残り２分の１の額につ

　

いては改正前使途基準に適合していないものであるから、政務活動費を

　

充当することは許されない。・

　

小関議員に係る支出 （Ｃ１５一２６ ０ ～ ２６７）

げ） 証拠 （甲１３の１）及び弁論の全趣旨によれば、小関議員が、上記各

　

支出につき、会派まちだ市民クラブ一覧表の「支出日」欄の各支出日に、

　

ガソリンの給油のために同 「支出金額」欄記載の費用を支出したことが

認められる。

　　

原告らの主張立証を前提としても、 上記各支出と政務活動との間の合

　

理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的な事実の主張立証

　

がされているとは直ちにはいえない。

”） 一方、 上記げ）の給油状況に加え、小関議員の使用した車両が政務活動

　

のためのみに使用されていたと認めるに足りる証拠はないことからすれ

　

ば、小関議員は、政務活動のためだけではなく、後援会活動、政党活動

その他の政治活動、私的活動のためにも燃料費を支出していた蓋然性が

高いところ、被告又は会派まちだ市民クラブが、小関議員の車両の具体

的な使用実態を主張立証しないことに鑑み、政務活動費を充当すること

が許される額は２分の１と認めるのが相当であり、 残り２分の１の額は

改正前使途基準に適合していないものであるから、政務活動費を充当す

コ

ｉゴＥ Ｅ

　

ｒ

　

，

　

，
（ア）

１５

２０

２５

９７



　　　　　　

る ことは許されない。

　　　　

サ

　

議員不明の支出 （Ｃ１６一２４ ９ ～ ２ ５ １、 ２５ ３ ～ ２５６、 ２６ ３ ～

　　　　　　　　　　　

２ ８１、 ２８

　

３、 ２

　

９ １ ）^３

　

３１、 ３

　

３

　

３（）３ ４

　

５、 ３ ４

　

７、 ３４．９へ・４

　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

．

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

，４ １、 ４４

　

３ ）^４６０、 ４ ６

　

２ ）^４ ６

　

５、 Ｃ １７一 ２１８ ）^２９５、 ２９

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

５

　　　　　　

７ ～ ３３５、 ３３ ７ ～ ３６４、 ３６６ ～ ４ ４ １）
－

　

′

　　　　　　　

上記各支出をした議員は本件証拠によっても特定されておらず、 当該議

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

員の使用 した車両が政務活動のためのみに使用されていたと認めるに足

　　　　　　

りる証拠はないことからすれば、 当該議員は、 政務活動のためだけではな

　　　　　

く、 後援会活動、 政党活動その他の政治活動、 私的活動のためにも燃料費

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　

　

，ｏ

　　　　　

．を支出していた蓋然性が高いところ、 被告又は会派まちだ市民クラブが、

　　　　　

当該の車両の具体的な使用実態を主張立証しないことに鑑み、 政務活動費

　　　　　　

を充当することが許されない額は２分の１と認めるのが相当であり、 残り

　　　　　　

２分の１の額は改正後使途基準に適合していないもの．であるか、ら、 政務活

　　　　　

動費を充当することは許されない。

，５

　　　

（５） 駐車場代等に係る支出

　　　　　　

上記（１）のとおり、本件各使途基準において、「駐車場代等」は、調査活動費、

　　　　

すなわち会派の行う政務活動のために要する経費の例示として挙げられてい

　　　　

る と こ ろ、 当該経費に該当するためには、会派が行う政務活動との間に合理

　　　　

的関連性があり、 必要性が認められる必要がある。

ｏ

　　　　　

ア

　

短 時 間 （３０分未満） の駐車に係る支出 （Ｃ１４－４、 ６、 ９～１１、

　　　　　　　　

２ ５、 ２ ７、 ２８、 ３２、 ３３、 ３６、 ７７、 ８ １、 ８ ２、 ８ ４、 ８ ９、

　　　　　　　　

′

　　

９ ２ ）^９

　

５、
、９８、 ９

　

９、 １０

　

７、 １ ７

　

０、一 １ ８

　

３、 １８

　

８、 ２０

　

７、 ２

　　　　　　　

２ ６、 ２３２、．２

　

３

　

９、 ２４０

　

２４９、 ２８

　

３、 Ｃ １５一３５、 ３

　

６、

　　　　　　　　

３ ８、 ４６、 ４８、 ８

　

５、 ８６、 １０８、 １ １０、 １４８、 １４

　

９、 １
′５

５

　　　

・

　　　　

６、 １６０、 １８４、１ ８

　

５、 １９４、 １ ９

　

６・ １ ９

　

９、 ２０２、 ２ ０

　

３、

　　　　　　

」 ２０ ７ ）^２ １ １、 ２

　

３

　

９、 Ｃ １６ 一 １ ９、 ２ １・ ３０、 ３ ５
．
～ ３

　

７、 ４ ０、

９８



１０

１５

２５

　

４ １、 ４ ３ ～ ４ ５、 ５ ０ ）^５ ２、 ５６、 ６６、 ９ ７～ １ ０ ９、 １ １ １ ～ １

１３、 １ １ ５（）１３ ２、 １３６｛｝１４ １、 Ｃ １７一７１、 ９１、 １７９、

　

１８０、 １８４ヘノ１ ８

　

９、 １ ９１、 １９２、・１９５、 ２００、 ２０

　

２、 ２

０６、 ２０８、 ２１４）
．

　

証拠 （甲１２の１、 甲１３の１、 甲１４の１、 甲１５の１） 及び弁論の．

　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

・

　　　　　

，，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　

，

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

全趣旨によれば、会派まちだ市民クラブの議員が 会派まちだ市民クラブ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

一覧表の「支出日」欄の各支出日に、駐車等のために同「支出金額」欄記

載の費用を支出したことが認められる。

　

会派まちだ市民クラブは、 資料の受領等によって短時間の駐車になった

等主張しているところ、そのような形での政務活動がされる可能性は否定

できず、 ５分の駐車 （Ｃ１４一８４等） という例についても、 資料の受領

のみであれば不可能ではない。 ，

′ そのほか、原告らの主張立証を踏まえても、 上記各支出の対象となる行

為がその客観的な目的や性質に照らして政務活動との間に合理的関連性

　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　

　

を欠くことをうかがわせる一般的、外形的事実が主張立証されたとはいえ

ないから、 上記各支出が本件各使途基準に適合していない支出である
，と認

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

′

　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

めることはできない。 なお、 原告らは、 上記各支出のうち、 鶴川駅前に駐

車したもの（Ｃ１５－２０７等）や繁華街に駐車したもの（Ｃ１４－４等）

等について私的利用である旨の主張をするが、原告らの主張立証を踏まえ

ても、当該各支出が私的利用によるものであると認めるに足りる的確な証

拠はない１。

　

したがって、上記各支出が本件各使途基準に適合していない支出である

と認めることはできない。

　

なお、後記イ以下で検討するもののうち、 上記要素の指摘も併せてされ

ているものについても、 上記と同様の理由により、 上記要素を根拠に本件

　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

各使途基準に適合していない支出であると認めることはできない。

９９



イ

　

政党の事務所等付近の駐車に係る支出

　　

証拠 （甲１２の１、 甲１３の１、 甲１４の１、 甲１５の１） 及び弁論の

　

全趣旨によれば、 ①Ｃ１４一２９２から３２１まで （ただし３０５を除

　

く。）、 Ｃ１５－２から１７まで、 Ｃ１６一６７から８６まで、 Ｃ１７一９

　

７から‐１３８までは町田市中町の駐車場における駐車、 ②Ｃ１４一９０、

　

Ｃ １ ５ 一 １ ５ ３、 Ｃ １ ６ 一６１から６４まで、 Ｃ１７一１４０から１４５

， までは、町田市森野の駐車場における駐車、③Ｃ１４－６９から７３まで、

　

１ ４ ４、 １ ６ ３、 ２４２から２４５まで、 ２４ ７、 Ｃ １ ５一９７、 ９ ８、

　

１ ３５から１４０まで、１９０、 ２２９から２３１まで、２３４、 ２３５、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

Ｃ１６・２１７から２３０まで、 ２４８は立川市内の駐車場における駐車、

　

④Ｃ１６一１５９、 １ ６０はパルテノン多摩西駐車場における駐車である

　

ことがそれぞれ認められるｏ

　　

原告らは、上記各支出は政党活動のためにされたものであると主張する

　

が、 上記各支出が政党活動のためにされたものであると認めるに足りる的

　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　

．

　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・，

　

確な証拠はなく、その他の原告らの主張立証を踏まえても、上記各支出と

　

政務活動との間に合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、 外形的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　

事実が主張立証できているとはいえない。

　　

したがって、 上記各支出は本件各使途基準に適合していない支出である

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　

三

　　　　

ｒ・

　　　　　　　

ー

　　　　　　

とは認められない。

ウ

　

病院の駐車場に係る支出

　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

・

　　

‘

　

げ） Ｃ １ ４ 一 １ ４３

　　　

証拠 （甲１２の１、 丙Ｄ１８の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 戸塚

　　

議員が、 平成２６年５月１日午後２時１３分から２２分までの間、 成瀬

　　

メディカルビル駐車場を利用したこと、 同駐車場は黒木整形外科、 おお

　　

しま皮膚科及び園田クリニックを利用した場合は無料で利用できること

　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

が認められ、る。

１０

１５

２５

１００



　

病院の駐車場に駐車した場合は、受診や見舞いなどの私的利用目的で

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

● ．

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

あることが推認されるが、 上記認定事実における駐車時間の９分は病院

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　

』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

の利用時間としては短すぎること、戸塚議員は少なくとも上記３医療機

関を利用していない可能性が高いこと、そのほか戸塚議員が病院を私的

に利用したと認めるに足りる的確な証拠はないことからすれば、上記推

認を覆す立証がされたと認めるのが相当である。 したがって、 上記支出

は、 改正前使途基準に適合していない支出であるとは認められない。。

　

Ｃ １・４ － １８４

　

証拠（甲１２の１） 及び弁論の全趣旨によれば、佐藤和彦議員が平成

　

＼

２６年４月６日午前１１時０５分から午後０時０４分までアップルパー

ク南町田病院駐車場を利用したことが認められるところ、病院の駐車場

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
に駐車した場合は、受診や見舞いなどの私的利用目的であることが推認

される。，

会派まちだ市民クラブは、 政務活動の一環として医療関係者と面談す

る可能性がある旨主張するが、実際に面談をしたと認めるに足りる的確

な証拠は見当たらず、 上記推認を覆すに足りない。

　

したがって、 上記支出は改正前使途基準に適合していない支出である

と認められる。

Ｃ１４一１ ８

　

８、 １ ８

　

９

　

証拠 （甲１２の１、 甲２４）及び弁論の全趣旨によれば、会派まちだ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

市民クラブは、佐藤和彦議員が平成２６年１０月１日午後０時１４分か

ら４２分までアットパーク青葉台駅前第１駐車場を利用し（Ｃ１４一１

８８）、 同日午後０時４８分から午後１時１７分まで昭和大学藤が丘病

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

院駐車場を利用した （Ｃ１４一１８９）として、同各支出を調査活動費

　　　　　　　　　　　

Ｊ

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

．

　

●

　　　　　　　　　　　　　　

，

として計上したこと、アットパーク青葉台駅前第１駐車場から昭和大学

藤が丘病院駐車場までは車両で９分から１０分かかるとされているこ

（イ）

１５

（ウ）

２・０

　　　

，

２５

１０１



とが認められる。

１５

２０

２５

　　

上記認定事実のとおり、 Ｃ１４一１８８の利用終了時とＣ１４一１８

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　

．

　　　　

・

　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

９の利用開始時には６分の間隔があり、 Ｃ１４一１８８からＣ１４一１

　

８９までの移動には９分から１０分が必要であるとされているが、 数分

　

の差にすぎず、 領収書を発行する機器の時間設定や交通量等によっては

　

不可能な移動とまではいい難いか－ら、
′
Ｃ １ ４ 一 １ ８８が改正前使途基準

　

に適合していない支出であるとは認められない。 一方、，Ｃ１４一１８９

　

は病院の駐車場における駐車であるところ、上記”）で説示したのと同様、

　

同支出は改正前使途基準に適合していない支出であると認められる。

） Ｃ １４ － ２４６

　　

証拠（甲１２の１）及び弁論の全趣旨によれば、森本議員が平成２７

　

年１月 １７日午後３時０６分から午後４時２４分まで川野病院駐車場

　

を利用したことが認められる。

　　

Ｃ １ ４ 一 ２４６は上記認定事実のとおり、病院の駐車場における駐車

　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　

であるところ、上記”）で説示したのと同様、同支出は改正前使途基準に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

適合していない支出である′と認められる。

㈲

　

Ｃ１ ５一９ ５、 ９６

　　

証拠（甲１３の１）及び弁論の全趣旨によれば、会派まちだ市民クラ

　

ブは、佐藤和彦議員が平成２７年１１月９日午前９時０１分から午前１

　

１時４４分まで町田市民病院駐車場を利用し（Ｃ１５－９５）、 同日午

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　

ｒ

　

前１１時３７分から午後０時１６分まで町田市中町１丁目所在の駐車

　

場を利用した・（Ｃ１５一９６）として、同各支出を調査活動費として計

　　　　　　　　

，
′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

上したことが認められるｏ

　

上記各支出に係る駐車は時間が一部重なっており、 同一人の支出と認

めることはできず、 また、 Ｃ１５－９５は病院の駐車場における駐車に

係る支出であるところ、上記”）で説示したのと同様、 同支出は改正前使

１０２



　　

途基準に適合していない支出であると認められる。

　　　

他 方、 Ｃ １ ５ － ９６は、その駐車場所からすると佐藤議員が支出した

　　

可能性が高いところ、同支出については改正前使途基準に適合していな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　

い支出であるとは認められない。，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　

防） Ｃ １ ５ 一 ９９

　　　

証拠 （甲１３の１） 及び弁論の全趣旨によれば、
．佐藤和彦議員が平成

　　

２７年８月８日午後２時１４分から午後３時０３分まで、東海大学八王

　　

子病院駐車場を利用したことが認められる・ところ、 上記”）で説示したの

　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

，

　　

と同様、 同支出は改正前使途基準に適合していない支出であると認めら

′

　　

れ る。

鞘

　

Ｃ１５一１００

　　　

証拠 （甲１３の１）及び弁論の全趣旨によれば、佐藤和彦議員が平成

　　

２８年２月２８日午後１時０５分から午後２時３７分まで、慶泉病院第

　　

２駐車場を利用したことが認められるところ、上記”）で説示したのと同

　　

様、同支出は改正前使途基準に適合していない支出であると認められる。

　

妙） Ｃ１７一１５１

　　　

証拠 （甲１・５の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 会派まちだ市民クラ

　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　

ブは、 その所属議員が平成２９年５月６日午後２時１３分から午後４時

　

，４２分まで、 昭和大学藤が丘病院第２駐車場を利用したとして、同支出

　　

を調査活動費として計上したことが認められるところ、上記”）で説示し

　

たのと同様、 同支出は改正後使途基準に適合していない支出であると認

　

められる。

エ

　

スポ」ツ施設等の駐車場に係る支出

例

　

Ｃ１４「１４ ８、 １ ４ ９、 Ｃ １ ５ － ５ ２、 ７ ３、 ７ ５、 Ｃ １ ６ － １ ５

　

ヱ

　　

ヒ

　　　

ーｒ

　　

ｌ
　

　　　

　

　　

　

　　

　

　

　

　　

　

　　　　

　

　　

　

１５

２０

２５

　　　　　　　　　　

４

証拠 （甲１２の１、 甲１３の１・３、 甲１４の１、 甲１５９ ～ １ ６ １

１０３，



　

（‐枝番号を含む。））及び弁論の全趣旨によれば、佐藤和彦議員は、 町田

　

市バドミントン連盟の副会長、 町田市少年野球連盟の監事、 町田市ソフ

　

トボール南地区運営委員会の顧問等を務めており、これらの所属団体の

、，会合等に参加していたところ、 上記各支出は、 その際に駐車場代として

　

支出したものであることが認められる。

　　

佐藤和彦議員の上記行為は、議員としての活動との間にも合理的関連

　

性を有するから、上記各支出は本件各使途基準に適合していない支出で

　

あるとは認められない。

”十 Ｃ１４一１５０から１５３まで、 １５ ５、 １ ５ ６、 Ｃ １ ５ 一 ５３から

　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

６０，まで

　

証拠 （甲１２の１、 甲１６３の１・２、 甲１６４） 及び弁論の全趣旨

， によれば、 佐藤和彦議員は、 平成２６年度及び平成２７年度のダンスス

　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

ポーツ初心者講習会 （全１０回、 ４０００円） を受講しており、 その際

の駐車場代として上記各支出をしたこと、 佐藤和彦議員はその当時町田

市ダンススポーツ連盟の役員ではなかったことが認められる。，

　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

ダンススポーツ初心者講習会は、 通常、，自らのダンスの技能の向上の

ために参加するものであること、上記認定事実のとおり、佐藤和彦議員

は個人として上記講習会を受講していることからすれば、私的利用目的

であることが推認される。

　

会派まちだ市民クラブは、佐藤和彦議員が町田市ダンススポーツ連盟

から相談を受けたことを契機に受講した旨の主張をするが、その具体的

な経緯を認めるに足りる的確な証拠はなく、上記推認を覆すに足りない。

　

したがって、 上記各支出は、 改正前使途基準に適合していない支出で

あると認められる。

） Ｃ１４一１５４、 Ｃ １ ５ 一 ６２

　

証拠 （甲１２の１・３、 甲１３の１・３、 丙Ｄ３３、 ３４） 及び弁論，

１０

１５

２０

２５

　　　　　

， （ウ）

１０４



の全趣旨によれば、 平成２６年度及び平成２７年度の町田市議会におい

て健康福祉常任委員会の委員長を務めていた佐藤和彦議員が、 平成２７

年１月・１６日及び平成２８年１月２２日に、 町田市老人クラブ連合会が

主催する輪投げ大会に出席し、 その際にＣ１４－１５４及びＣ１５－６

２を駐車場代として支出したことが認められる。

佐藤和彦議員の上記行為は、議員としての活動との間に合理的関連性

を有するから、上記各支出は改正前使途基準に適合していない支出であ

　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

るとは認められない。

餅） Ｃ １ ６ 「 １ ４７

　　

証拠 （甲１４の１、 甲４６の１・２、 甲１５６の１・２） 及び弁論の

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

全趣旨によれば、戸塚議員は、町田青年会議所の一員として、「わんぱく

「

　

相撲町田場所」 の運営に参加した際に駐車場代として上記支出をしたこ

　

とが認められる。

　　

戸塚議員の上記行為は、議員としての活動との間にも合理的関連性を

　　　　　　　　　

．

　　　　　　

′

　　　　　

．

　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　

′－

　

有するから、上記各支出は改正後使途基準に適合していない支出である

　

と・は認められない』
ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

鮒

　

Ｃ１７－１４６

　　

証拠 （甲１５の１、 甲４ ５、 １ ５５）及び弁論の全趣旨によれば、森

　

本議員は、 平成２９年８月１２日もこ開催された全国車椅子バスケットボ

　

ール大学選手権の視察の際に駐車場代として上記支出をしたことが認め

られる。

　

森本議員の上記行為は、議員としての活動との間にも合理的関連性を

　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　

．

　　　　　　

・

　　　　　

・

　　　　

、

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

／

有するから、上記各支出は改正後使途基準に適合していない支出である

　

とは認められない。

防） Ｃ１４一１６５、 １ ９ １、 Ｃ １ ５ 一 ６ １、 ６ ３、 Ｃ １ ６ 一 ４ ６、 ４ ９、

　

１ ４８から１５３まで、 １５６、 Ｃ １ ７ 一 １ ４７から１４９まで

１０

１５

２０

２５

１０５



　　　

原告らは、 上記各支出はスポーツ施設の私的利用によるものである旨

　　

を主張するが、利用に関する具体的な主張立証はなく、上記各支出と、

　　

政務活動との間に合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、 外形

　　

的事実の主張立証があるということはでき‐ないから、 上記支出が本件各

　　

使途基準に適合していない支出であるとは認められないｄ

オ

　

早朝駅前での街頭活動や商業施設前での街頭活動が指摘されている支出

　

（Ｃ １ ４ 一 １ １ ０、 ２ １ ０ ～ ２ １ ５、 ２５６ ～ ２６０、 Ｃ １ ５ ・ ８ ２ ～ ８

　

４、 ８

　

７、 ８８、 ２１ ２ ～２１８、 Ｃ １６一９５、 ９６、 １ １ ０、 １ １４、

　

１ ３

　

３、 Ｃ １６一 １ ４

　

２ ～ １４６、 Ｃ １７－ ７～ ３４、 ３

　

７、 ３９、 ４１

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

～ ４ ３）

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

原告らは、 上記各支出について、早朝駅前での街頭活動や商業施設前で

　

の街頭活動のための支出である旨主張する。

　

， 本件全証拠によっても実際に街頭活動が行われたことを認めるに足りず、

　

これを措くとしても、 街頭活動は、議員が個人として、市政報告や自らの

　

理念等の発信目的等で行うのであれば、広く市民からの意見を聞く場又は

　

聞く契機となるから、，政務活動に該当しないとはいえない。 また、 上記各

　

支出が政党としての街頭活動を行ったものであると認めるに足りる証拠

　

がないことからも、 上記各支出と政務活動との間に合理的関連性を欠くこ

　　　　　　　　　　　　　　

Ｌ

　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　

・

　　　　

、

　

とをうかがわせる一般的、外形的事実が主張立証されたとはいえず、 本件

各使途基準に適合していない支出であるとは認められない。

力

　

時間の重なる駐車又は移動不可能な複数の駐車が指摘されている支出

　

げ） 時間の重なる駐車に係る支出

　　

ａ

　

証拠 （甲１２の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 ①ＣＩ．４ － ７５及

　　

び ７６、②Ｃ１４一１０３及び１０４、③Ｃ１４一１０５及び１０６、

　　　

④ Ｃ １ ４ 一 １ ７２及び１７３、 ⑤Ｃ１４一１７５及び１７６，、 ⑥Ｃ１

　　

４ 一 １ ７８及び１７９、 ⑦Ｃ１４一１９５及び１９６、 ⑧Ｃ１４一２

１０

１５

２０

１０６



　

０３及び２０４、 ⑨Ｃ１４一２０８及び２０９、 ⑩Ｃ１４一２１６か

　

ら２１８まで、 ⑪Ｃ１４一２１９及び２２０、 ⑫Ｃ１４一２３７及び

　

２３８、⑬Ｃ１４一３３８及び３３９、⑭Ｃ１５一１６９及び１７０、

′

　

⑮ Ｃ １ ５ 一 １ ８２及び１８３、 ⑱Ｃ１５一１９７及び１９８、 ⑰Ｃ１

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

５ － ２００及び２０１、 ⑱Ｃ１５一２３２及び２３３、 ⑲Ｃ１５一２

　

４０から２４２までは、 会派まちだ市民クラブが、 同一の議員が支出

　

した駐車場代に政務活動費を充当したとして計上したもの，であり、か

　

つ、 いずれも時間が重なっていることが認められる。 そうすると、 上

　

記①から⑲までの各支出には、当該議員以外の第三者が支出したもの

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

が含まれることになるところ、議員以外の第三者による支出は、原則

　

として政務活動との間に合理的関連性を欠くものである。被告又は会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

派まちだ市民クラブは、補助者を使用して政務活動を行うことが可能

　

．●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

である等と主張するが，、上記各支出において補助者が使用されたのか、

　

当該補助者が具体的にどのように政務活動を行ったのか等について

　

主張立証をしないことから、 合理的関連性の欠如を覆すに足りない。

　

証拠上、いずれの駐車代について議員が支出したかの認定をするこ

　

とは困難であるが、少なくとも最も低い支出額については当該議員が

支出したと認められるものと解するのが相当であり、また、支出額に

相違がない場合には、支出番号が先のものを当該議員が支出したも・の

　

と認めることとし、当該議員が支出したものとは認められない金額に

ついては、政務活動費を充当することは許されないと解するのが相当

　　　　　　　　

〆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

である。

ｂ

　　

Ｃ １ ４ 一 １７ １ に つ い て

　　　　　　　　　　　

‐

　

原告らは、 Ｃ１４一１７１がＣ１４一１７２と駐車時間が重なると

主張するが、 甲１２の１によれば、 Ｃ１４－１７１の出庫時刻は午前

　

１１時４２分、Ｃ１４一１７２の入庫時刻は午前１１時４７分であり、

１５

２０

２５

１０７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



駐車時間は重なっておらず、 その他、 Ｃ１４－１７１の出庫からＣ１

４ 一 １ ７２の入庫が不可能であると認めるに足りる証拠もない。

　

した が っ て、 Ｃ １ ４ 一 １ ７ ”こ係る原告らの主張を採用することは

　　　　　

．，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

できない。

Ｃ

　　

Ｃ １ ４ 一 ２３４から２３６までについて

甲１２の１によれば、 Ｃ１４÷２３４とＣ１４一２３５及び２３６

　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　

　

とは駐車時間が重なっていることが認められる。，Ｃ１４一２３５から

１０

１５

２５

　

Ｃ １ ４ 一 ２３６までの移動について一 原告らはグーグルマップ上の移

動時間が２２分とされていることから１７分では移動できないと主張

するが、 ５分程度であれば誤差の範囲内と解することができるため、

Ｃ １４ 一 ２３５からＣ１４一２３６までの移動は不可能ではないと認

めるのが相当である。 したがって、 Ｃ１４一２３４とＣ１４－２３５

及び２・３６の支出合計額を比較の上、
１より低い支出額であるＣ１４・

２３４について当該議員が支出したと認めるのが相当である。

　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

ｄ

　

Ｃ １ ５ 一 １ ９ ２、 １ ９３及び４４７（燃料費） について

　

証拠 （甲１３の１）－によれば、会派まちだ市民クラブは、森本議員

が支出したとする、 ①平成２７年５月７日午前９時３７分から午前１

０時１１分までシンコウパ ク鶴川駅前駐車場を利用した料金 （Ｃ１

５ 一 １ ９２）、②同日午前９時３８分から午後０時４８分まで同駐車場

を利用した料金（Ｃ１５一１９２）、③同日午前１０時０７分に町田市

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
金井町のガソリンスタンドでガソリンを給油した料金 （Ｃ１５・４４

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

７） を、 調査活動費として計上したことが認められる。

　

Ｃ １ ５ － １ ９ ２、 １ ９３及び４４７はいずれも駐車時間が重なって

おり、 同一人が支出したものと認めることはでき・ない。 一方、 Ｃ１５

・ １ ９２及び１９３はほぼ同じ時間に同じ駐車場の利用を開始してい

ることからすると、 森本議員とその関係者による利用である可能性が

１０８



　　

高い。 一方、 森本議員の利用に係る支出がいずれであるかについては

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　

、
ｔ

　　

証拠上明確ではないところ、 少なくとも低い方の支出額分については

　　

森本議員が支出したものと認めるのが相当であるから、 Ｃ１５一１９

　　

２は森本議員の利用によるものであり、 Ｃ１５一１９３及び４４７は

　　

森本議員以外の第三者の利用によるものと認めるのが相当である。 そ

　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

して、 Ｃ １ ５ 一 １ ９２については同支出と政務活動との間に合理的関

　　

連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的事実が主張立証された

　　

とはいえないから改正前使途基準に適合していない支出であるとは認

　　

められず、 Ｃ１５一１９３及び４４７については森本議員以外の第三

　　

者の支出のため政務活動費を充当することは許されないと解するのが

，

　

相当である。

　

移動不可能な複数の駐車であると指摘されている支出

げ） ①Ｃ１４－７８及び７９、 ②Ｃ１４一８５から８７まで、 ③Ｃ１４ 「

　

１ ００及び１０１、 ④Ｃ１・４－２２１及び２２２、 ⑤Ｃ１４一２２７及

　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

び２２８、⑥，Ｃ １ ４ 一 ２２９及び２３１、⑦Ｃ１４一２７２及び２７ ３、

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

Ｊ

　

⑧Ｃ１４一２７４及び２７５、 ⑨ Ｃ，，１ ４ 一 ２７６及び２７７、 ⑩Ｃ１５

・ １ ４４及び１４５、＼⑪ Ｃ １ ５ 一 １ ５４及び１５５、 ⑫Ｃ１５一１６７

及び１６８について

　

証拠 （甲１２の１、 甲１３の１、 甲２１、 ２４）及び弁論の全趣旨に

　

よれば、上記①から⑫までの駐車場の利用時間を記載した領収証から単

純に計算される移動時間と、原告らがグーグルマップで調査した時間又
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
は実査した時間とを比較すると前者の方が短いことが認められるが、 い

ずれも数分の差にすぎず、 駐車場設置の領収証を発行する機械の時間設

定や交通量等によっては、 不可能な移動とまではいい難い。

　

原告らの主張立証を踏まえても、 上記各支出と政務活動との間に合理

的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的事実が主張立証でき

１０

キ

１０９



　

ているとはいえないから、上記各支出は改正前使途基準に適合していな

、い支出であるとは認められない。

”） Ｃ１４一１２２から１２４まで

　

証拠（甲１２の１） によれば、会派まちだ市民クラブは、戸塚議員が

支出したとする、 ①平成２６年５月 ２．６日午後４時１６分から午後５時

　

１４分までのアイペック町田第７駐車場の利用料金 （Ｃ１４一１２２）、

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

②同日午後５時０３分から午後６時０５分までのタマパーク原町田第９

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　

．

駐車場の利用料金（Ｃ１４一１２３）、③同日午後５時１６分から午後７

時４３分までの同駐車場の利用料金 （Ｃ１４一１２４） を調査活動費と

　

して計上したことが認められる。

　

Ｃ １ ４ 一 １ ２２及び１２３、 Ｃ １ ４ 一 １ ２３及び１２４は駐車時間が

　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ
重なっているから、 同一人の利用であるとは認め難い。 証拠 （甲１２の

１、 甲２４） によれ ば、 Ｃ１４一１２２の駐車終了時間とＣ１４一１２

　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
４の駐車開始時間の領収書記載の時間の差は２分であり、原告らがグ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

グルマップで計算した移動時間は２ないし３分、原告らが実査した移動

時間は３分であるところ、 Ｃ１４－１２２の駐車場からＣ，１４－１２４

の駐車場に移動することが不可能とまではいえない。

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

そうすると、 Ｃ１４一１２３とＣ１４－１２２及び１２４の支出合計，

額を比較の上、 より′低い支出額であるＣ１４一１２３について戸塚議員

　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

が支出したと認めるのが相当である。

　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆

　

そのほか、原告らの主張立証を踏まえても、 同各支出と政務活動との

間に合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的事実が主張

立証できているとはいえないから、上記各支出は改正前使途基準に適合

していない支出であるとは認められない。

　

そ して、 上記説示からすると、 Ｃ１４一１２２及び１２４は戸塚議員

の利用に係る支出とは認められないから、 政務活動費を充当することは

１０

１１０



　

許されないと解するのが相当である。

け） Ｃ１５－１５０から１５２まで

　

証拠（甲１３の１）及び弁論の全趣旨によれば、会派まちだ市民クラ

　

ブは、 河辺議員の支出として、 ①平成２７年８月２４日午前１１時３４

　

分から午後０時４８分までのタイムズ森野第１０駐車場の利用料金 （Ｃ

　

１ ５ 一 １ ５０）、②同日午後０時３３分から午後，１時２５分までの同駐車

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
場の利用料金（Ｃ１５「１５１）、⑧同日午後１時２７分から３８分まで

、の同駐車場の利用料金 （Ｃ１５一１５２） を調査活動費として計上した

　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

　

ことが認められる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

Ｃ １ ５ 一 １ ５０及び１５１は駐車時間が重なっているため、 同一人の

利用とは認められない。 また、 Ｃ１５一１５１及び１５２については、

　　　　　　　　

、

　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
Ｃ１５－１５１の終了時刻の２分後に同じ駐車場を利用する合理的理由

は見当たらないことから、 同一人の利用とは認められない。 他方、 Ｃ１

５ 一 １ ５０及び１５２については、 同一人の利用と認めても不自然では

ない。 そこで、 Ｃ１５一１５１とＣ１５一１５０及び１５２の支出合計

額を比較の上、 より低い支出額であるＣ１５一１５１について河辺議員

が支出したと認めるのが相当である。

　

そのほか、原告らの主張立証を踏まえても、 同各支出と政務活動との

間に合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的事実が主張

立証できているとはいえないから、同各支出が改正前使途基準に適合し

ていない支出であるとは認められない。

　

他方、 Ｃ１５一１５０及び１５２は河辺議員の利用に係る支出とは認

められないから、 改正前使途基準に適合していない支出であると認める

のが相当である。

） その他の支出 （Ｃ１４一１８１、 １９３、 １ ９ ８、 １ ９ ９、 ２０ ６、

２２４、 Ｃ １ ５ 一 ３９、 ９１）

１０、

１５

２５

　　　　　　

’回

１１１



　　　

Ｃ １ ４ ・ １ ８ １ は Ｃ １ ４ 一 １ ８０と、 Ｃ１４ － １９３はＣ１４－ １ ９

　　

４ と、 Ｃ １ ４ 一 １ ９
‐８ は Ｃ １ ４ － １９７と、 Ｃ１４一１９９はＣ１４一

　　

２００と、 Ｃ１４－２０６はＣ１４一２０ ５ と、 Ｃ １ ４ －２２４はＣ１

　　

４ 一２２３と、 Ｃ１ ５，－ ３９はＣ１５－４０と、 Ｃ１５－９１はＣ１５

　　

一 ９２と、それぞれ時間が重なる駐車である又は移動が不可能な駐車で

　　

ある旨指摘されていたが、それぞれの後者につき、 会派まちだ市民クラ

　　

ブは政務活動費の充当の対象から除外し（弁論の全趣旨）、また、そのほ

　　

か、それぞれの前者につき政務活動との間に合理的関連性を欠くことを

　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

うかがわせる一般的、 外形的事実が主張立証されたとはいえないことか

　　

らすれば、同各支出につき改正前使途基準に適合していない支出である

　

とは認められない。

ク

　

選挙活動である旨指摘されている支出 （Ｃ１４一２６ １ ～ ２６ ７、 ２６

　

９｛｝２

　

７ １、 Ｃ １５一６４ ）^６ ８、 １ ０

　

５ ）^１ ０

　

７、 ２１ ９ ）^２２５、 ２

４ ９、 Ｃ １ ７ － ４ ７、 ９４）

・

　　　

ｌｏ

　　　　　　

４ ９、 Ｃ １ ７ － ４ ７、 ９４）

　　

，５

　　　　　　

例

　

原告らは一 選挙活動目的で上記各支出がされた旨主張するが、 原告ら

　

の主張立証を踏まえても、選挙活動目的で上記各支出がされたと認める

　

に足りず、上記各支出と政務活動との間に合理的関連性を欠くことをう

　

，

　

かがわせる一般的、 外形的事実が主張立証されたとはいえない。 したが

　

って、上記各支出が本件各使途基準に適合していない支出であるとは認

　

められない。

”） 原告らは、 Ｃ１５一２２２から２２５まで及び２４９について、 同日

　

に４回駐車していることは不自然である、 短時間の駐車である等指摘す

　

．・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

るが、議員の活動が広範なものに及ぶことからすれば同日に複数回駐車

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

すること自体が不自然であるとはいえない。

　

な お、 Ｃ １ ７ 一 ９４につき、 会派まちだ市民クラブは、 谷沢議員が、１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

厚木基地爆音防止期成同盟の会合に出席した際の駐車場代であると主張

２０

２５

１１２



　　

する。 後記（８）イげ）のとおり、 谷沢議員は上記同盟の副委員長に就任して

，ノいたところ、 上記同盟の会合に出席し、 意見交換や報告を聞くことによ

　

． り谷沢議員が知見を深めることは、議会の審議能力の強化につながると

　　

いえるから、 その際の駐車場代も改正後使途基準に適合していない支出

　

であるとは認められない。

　　　

したがって、 上記各事情により、 上記げ）の結論が覆るものではない。

ケ

　

その他

げ） 井上スポーツクリニック町田ロー ドパーク駐車場の利用に係る支出

　　

（Ｃ １ ４ 一 １ ８ ５、 １ ８６）

　　

・証拠 （甲１２の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 佐藤和彦議員が、 平

　

、成 ２６年６月２８日午後０時４７分から午後１時０６分まで及び同日午

　

，後２時１２分から午後３時３５分まで、 井上スポーツクリニック町田ロ，

　

一ドパーク駐車場を利用したことが認められる。

　　

原告らは、佐藤和彦議員の上記駐車場の利用は私的利用であると主張

　

し、 甲２５ （報告書） をその根拠として掲げるが、原告らの主張立証を

　

踏まえても、 上記各支出と政務活動との間に合理的関連性を欠くことを

　

うかがわせる一般的、 外形的事実が主張立証できているとはいえず、 改

　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　

正前使途基準に適合していない支出であるとは認められない。‐

”） 市役所の駐車場の利用に係る支出（Ｃ１４一２２５、 ２７９、 Ｃ １ ６

　

一 ４ ７、 ４８）

　　

証拠（甲１２の１、甲１４の１、甲６３）及び弁論の全趣旨によれば、

　

上記各支出はいずれもタイムズ町田市役所駐車場の利用に係るものであ

　

ること、 町田市議会議員は定期駐車券を交付され、ていること、 来庁者は

　

駐車券の無料処理を行うことが可能であることが認められる。

　　

議員が定期駐車券を携帯せず、 かつ、 無料処理を行わないまま出庫す

　

ることが通常あり得ないとまではいい難いから、 原告らの主張立証を踏

１５

２０

２５

１１３



　

まえても、 上記各支出が議員以外の第三者の利用によるものと認めるに

　

足りない。 そのほか、 上記各支出と政務活動との間に合理的関連性を欠

　

くことをうかがわせる一般的、 外形的事実が主張立証されたとは認めら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

れず、本件各使途基準に適合していない支出であるとは認められない。

（ウ） 早朝の利用に係る支出（Ｃ１５一２０）

　　

証拠 （甲１３の１） 及び弁論の全趣旨によれば、 わたべ議員が平成２

　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　

・

　

７年１０月３１日午前３時１４分から午後１時２９分までタマパーク原

　

町田第１０駐車場を利用したこと、同支出の領収書には「市政相談」 と

　

の記載があることが認められる。

　　

通常、 市政相談が午前３時過ぎに行われることは想定し難く、 改正前

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　　　　

　

　

使途基準に適合しない支出であることが推認されるところ、被告又は会．

　

派まちだ市民クラブは、 市政相談のために上記駐車を必要とした具体的

　

な事情を明らかにしておらず、 上記推認を覆すに足りない。

　　

したがって、、上記支出は改正前使途基準に適合していない支出である

　

と認められる。

回

　

各種イベントの参加における利用に係る支出 （Ｃ１５－２５、 ２ ８、

　

２ ９、 ２４ ８、
’Ｃ １ ６ 一 ２ ３ １、 ２４ ７、 Ｃ １ ７ 一 １ ５０）

　　

原告らは、 Ｃ１５一２５は「障がい者学級

　

開級式」、Ｃ１５－２・８は

　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

「障がい児

　

親の会１０周年」、Ｃ１５一２９は「鶴川地区協議会

　

音楽

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　

．

祭」、 Ｃ１５一２４８は 「町田青年会議所賀詞交歓会」、 Ｃ１６－２３１

　

は 「男女平等フェスティバル」、 Ｃ１６一２４７は「消防団

　

．ポンプ入魂

式」、 Ｃ１７一１５０は「野津田丘の上まつり」の参加の際の支出である

　

旨主張するが、仮に原告らの主張どおりの参加に要した費用であるとし

ても、それが政務活動との間に合理的関連性を欠くことをうかがわせる

一般的、外形的事実が主張立証されたとは認められず、本件各使途基準

に適合していない支出であるとは認められない。

１０

１５

　　　　　　　　　

．

　

・ー

２０

２５

１１４



　

高尾駅付近での駐車に係る支出（Ｃ１５－７６ ～ ７９、Ｃ１６一１２）

　

原告らの主張立証を踏まえても、上記各支出と政務活動との間に合理

的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、 外形的事実が主張立証され
‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　

・・．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′
たとは認められず、本件各使途基準に適合していない支出であるとは認

められない。

（勅 同日駐車が不自然であると指摘されている支出

ａ

　

① Ｃ １ ５ 一 ８９及び９０、 ②Ｃ１５一２３６から２３８まで

　　　　

原告らは、 上記各支出は不自然な同日駐車である旨指摘するが、 議

　　　

員の活動が広範なものに及ぶことからすれば、 同日に複数回駐車する

　　　

ことが不自然であるとはいえない。 原告らのその他の主張立証を踏ま

　　　

えても、上記各支出と政務活動との間に合理的関連性を欠くことをう

　　　

かがわせる一般的、 外形的事実が主張立証されたとは認められず、 改

　　　

正前使途基準に適合していない支出であるとは認められない。

　　

ｂ

　

戻って駐車していることが不自然であると指摘されている支出 （①

　　　

Ｃ １ ５ 一 ２４６、、 ２４７、 ②Ｃ１５一２５ ０、 ２５１）

　　　

原告らは、 上記各支出について、 ①Ｃ１５一２４７はＣ１５一２４

　　　

６の駐車から４１分後に、 ②Ｃ１５一２５ 目まＣ１５一２５０の駐車

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

か ら ２５分後に各戻ってされたものであり不自、然である旨主張するが、

　　

議員の活動が広範なものに及ぶことからすれば同日に複数回駐車する

　　　　　　　　　　　

　　

　　　　　　　　

　

　　

ことや、 戻って駐車すること自体が不自然であるとはいえない。 原告

　　

らのその他の主張立証を踏まえても、上記各支出と政務活動との間に

　　

合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的事実が主張立

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

証されたとは認められず、 改正前使途基準に適合していない支出であ

　　

るとは認められない。

コ

　

そ の 他 の 支 出 （Ｃ １ ４ － １ ～ ３、 ５、 ７、 ８、 １ ２ ～ １ ５、 ２ ６、 ２ ９
．

　

｝^３１、 ３４、，３
，５、 ３

　

７ ）^５ ２、 ５

　

５（）６

　

８、 ７４、 ８
′３、 ９ １、 ９

　

６、

１０

１５

２５

１１５



　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９

　

７、 ，１０８・ １０

　

９ミ

　

ー

　

２ １、 １２

　

７ ｝^１ ２

　

９、 １ ３

　

３＼

　

１ ３

　

５、 １３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８、 １ ３９、 １４１、 １ ４

　

５、 １ ５

　

７ ）^１ ６

　

２、 １６４、 １ ６

　

７（）１ ６

　

９、

　　　　　　　　　　　

１ ７

　

７、 １８ ２、 １ ８

　

７、 １９０、 １９２、 ２０１、 ２０２、 ２

　

３

　

３、 ２

　　　　　　　　　　　　

４ １、 ２４８、 ２５０ ～ ２５２、 ２６８、 ２８０ ～ ２８２、 ２８ ６ ～ ２８

　　　　　

５

　　　　　　　　

８
、 ３

　

２ ２ ～ ３

　

３ １、 ３

　

３

　

３（）３

　

３

　

７、 ３ ４

　

０ ）^３４３、 Ｃ Ｉ
．
５ － １８、

　　　　　　　　　　　　

１ ９、 ２ １ ～ ２ ４、 ２６、 ２ ７、 ３４、 ３ ７、 ４ １ ～ ４ ５、 ４ ７、 ４ ９～

　　　　　　　　

」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　　　　　　　　　　　　

５ １、 ６５～６ ９、 ８ ０、 ８１、 ９ ３、 １０ ９、 １ １ １ ～ １３４、 １４１

　　　

ノ

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　

）^ １ ４

　

３、 １ ４

　

６、．１ ４

　

７、 １ ５

　

７ ）^１ ５

　

９、 １６１ ）^１ ６

　

６、 １７１ ～

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１ ８１、 １８６（）１ ８

　

９、 １９１、 １ ９・５、 ２０４（）２０６、 ２

　

２６ ）^２

　　　　　

１０

　　　　　　　　

２ ８、 ２４３ ｝^２４５、 ２

　

５

　

２ ｝^２５９、 Ｃ１６一 １ １、 １ ３（）１８、 ２

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０
、 ２ ２（）２９、 ３１ ）^３ ４、 ３８、 ３

　

９、 ４ ２、 ５ ３ ）^５５、 ５

　

７ ）^６

　　

，

　　　　

ｉ

　　　　　　　　

＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０
、 ６

　

５、 ８

　

７ ）^９４、 １３４、 １３５、 １５５、 １ ５
・７、 １ ５

　

８、 １６

　　　　　　　　　

１ ～ ２ １ ６、 ２３２ ～ ２４ ６、 Ｃ １ ７ －３ ５、・３ ６、 ３ ８、 ４ ０、 ４４～

　　　　　　　　　　　　　　　　　

４ ６、 ４８｛）７０、 ７

　

２ ）^９．０、 ９２、 ９

　

３、 ９５
・
、 ９６、 １ ３

　

９．、・１ ５

　　　　　　

１５

　　　　　　　　

、
２ ）^ １ ７８・ １８１ ｝^１ ８

　

３、 １ ９

　

０、 １ ９

　

３、 １９４、 １９６ ）^ １ ９

　

９、

　　　　　　　

２ ０ １、 ２０３ ～ ２０ ５、 ２０ ７、 ２０９～２１３、 ２１５～２１７）

　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　

原告らの主張立証を踏まえても、 上記各支出につき、 政務活動との合理

　　　　　　　　　

的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、 外形的な事実の主張立証がさ

れたとは認め難く、上記各支出が本件各使途基準に適合していない支出で

あるとは認められない。２０

（６） 資料購入費に係る支出

　

本件各使途基準においては、「資料購入費」 は、「会派の行う政務活動の

ために必要な資料の購入に要する経費」 とされ、例示として新聞購入費、
十

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
１

雑誌購入費等が挙げられており、本件各運用指針においては、留意事項と

して、 調査研究に適さない図書等の購入は不可とされている。

ア．一般新聞の購読に係る支出

２５

１１６



　

本件各使途基準においては、「資料購入費」 について、「会派の行う調

査研究活動のために必要な資料の購入に要する経費」 とされ、新聞購入

費がその例示として挙げられている。

げ） 総論

　

ａ

　

一般新聞の購読は一般教養の取得に資し、議員にふさわしい教養

　　

を身につけておくことや、 日々変化する政治、 経済及び社会の情勢

　　　　

．．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

について最新の情報を取得しておくことは、 市民の声を市政に反映

　　

させるための前提として必要な活動であり、 そのために毎日発行さ

　

，れる一般新聞を購読することは、目的に適合した合理的な手段とい

　

え、新聞の購読は、 政務活動と合理的関連性又は必要性を有するも

　

のというべきである。

　　

そして、 町田市における政治、 経済及び社会の情勢は、 日本全体

　

における政治、 経済及び社会の情勢と切り離して考えることが困難

　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

であるから、 全国紙についても上記の必要性及び合理性が妥当する

　　

ものと解するのが相当である。 ま′た、 年度内に複数の新聞を同時に

　

購入している場合についても、 新聞の内容は、 それを発行する新聞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　

′

　

社の主義主張や関心を反映して決定されるものであることに照らす

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

と、複数の新聞の内容を比較することは、 できる限り主観を交えな

　

－ ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

い社会情勢等の変化を把握する上でも、社会情勢等に対する各新聞

　

社の見解ないし関心事項を広く理解する上でも有意義なものといえ

　　　　　　　　

．

　　　　　　　

、

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

るから、 必要性及び合理性が認められる。

　　

したがって、 一般新聞の購読に係る支出は、 本件各使途基準に適

　

合していない支出であるとは認められない。

ｂ

　

原告らは、 一般新聞は議会図書館に、 町田市関連の新聞記事はそ

　

の都度会派控室に届けられているから、自宅における一般新聞の購

ｒ

　

読は市政に関連する政務活動としての必要性及び合理性が認められ

ｌｏ

　　　　　　　　

、

１５

２０

１１７



ない旨主張する。

　　　　　　　　　　

しか しな が ら、 一般新聞の購読は、一般教養、 議員にふさわしい，

　　　　　　　　

教養の取得や、 日々変化する政治、 経済及び社会の情勢について最

　　　　　　　　

新の情報を取得し、 市民の声を市政に反映させるための前提として

５

　　　　　　　　　

必要な活動であるところ、 これは、 日常的にかつ迅速に情報を収集

　　　　　　　　

し、 蓄積 していくことにより構築されていくものである。 仮に議会

　　　　　　　　

図書館や会派控室で購読することが可能であるとしても、 議員とし

　　　　　　　　

ての幅広い職務や議員の数からすると、 議会図書館や会派控室での

　　　　　　　　

購読が自宅での購読の代替になるとはいい難く、 本件各運用指針に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

Ｉｏ

　　　　　　　　　

おいて、 購読場所の限定が設けられていないことも、 購読場所によ

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　

り政務活動費性が否定されないことを裏付ける事情といえるから、

　　　　　　　　

原告らの上記主張を採用することはできない。

　　　　　

”） Ｃ １４ 一 ５３６から５４ ２ ま で、 Ｃ １
‐５ 一 ４６７から４７４まで、 Ｃ

　　　　　　

１ ６ 一 ４６６から４７２まで、 Ｃ１７一４４２から４４８まで
」

，５

　　　　

＼

　　　　

証拠 （甲１２の２、 甲１３の２、 甲１４の２、 甲１５の２） によれば、

　　　　　　

上記各支出は、 会派まちだ市民クラブの議員が一般新聞の購読料として

　　　　　　

支出したものであることが認められるから、 本件各使途基準に適合して

　　　　　　

いない支出であるとは認められない。

　　　　

イ

　

住宅地図に係る支出 （Ｃ１７一４５３、 ４５４）

　　　　

＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

ｏ

　　　　　　　

証拠，（甲１５の２．） 及び弁論の全趣旨によれば、 戸塚議員が平成２９年

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　

１ １月 １ ５日に、会派まちだ市民クラブが平成３０年１月４ 田こ、 株式会

　　　　　

，社ゼンリンの町田市南・北の住宅地図を購入したことが認められる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　

，

　　　　　　

市の地図は市政に関する調査研究を行う上で必要な資料であると解され

　　　　　

るから、 住宅地図の上記購入には、 政務活動としての必要性及び合理性が

５

　　　　　　

認められ、 上記各支出が改正後使途基準に適合していない支出であるとは

　　　　　　

認 められない一

１１８



　

原告らは、 住宅地図の上記購入は、 平成３０年２月１８日告示の市議会

議員選挙に向けた準備のためのものであると主張するが、上記住宅地図が

選挙活動に利用し得るものであるとしても、 証拠上、 これらの地図を購入

　

した議員又は会派まちだ市民クラブが、選挙活動その他議員としての政務

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

活動以外の活動にこれを用いたことを認めるに足りる証拠はないから、原

　　　　　　　　　　　

　

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

告らの上記主張を採用することはできない。

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　

．

ウ

　

政党機関誌に係る支出（Ｃ１４－５４ ３ ～ ５ ５ １、 Ｃ １ ５ 一 ４７５ ～ ４８

０、，Ｃ １ ６ ・ ４ ７３ ～ ４７６、
、Ｃ １ ７ 一 ４４ ９ ～ ４５２）

げ） 総論

　

ａ

　

いわゆる政党機関誌には、 一般に発行元である政党の主義主張やそ

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

れに基づく活動が記載されるものであるところ、発行元の政党を含む

　　

会派においてこれを購入及び購読することが、 政党活動としての側面

　　

を含むことは否定できない。

　　　

一方、市議会が会派によって運営されるものであることに照らすと、

　　

市議会における会派としての意見や方針決定を検討する前提として、

　　　　　　　

・

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

会派の各議員が所属する各政党の主義主張や活動内容を把握すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

の必要性及び有用性は高く、 このことからすれば、 政党機関誌の購読

　　

は、 政務活動との間に合理的関連性又は必要性があると認められる。

　　　

そして、 会派の各議員が所属する各政党の主義主張や活動内容を

　　

把握するためには、 各政党機関誌１部を購，読すればその目的を達する

　

－

　

というべきであるから、 各政党機関誌１部を超える購読に係る支出に

　　

ついては、 政務活動との間に合理的関連性又は必要性があると認める

　　

に足りる特段の事情がない限り、本件各使途基準に適合していない支

　　

出であると解するのが相当である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

ｂ

　

証拠 （甲１２の２、 甲１３の２、 甲１４の２、 甲１５の２、 甲１３

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

５ ～ １ ３９ （各枝番号を含む。）），によれば、 平成２６年度から平成２

１０

‘

　　　　　

‘

　　　　

１５

；

　　　　　　

２・ｏ

２５

１１９



　　

８年度までは谷沢議員が 「社会新報」、「月刊社会民主」、「新社会党機

　　

関紙」、「科学的社会主義」、「社会主義協会」の機関誌、「月刊社会主義」、

　　

「週刊新社会」 の購読のために支出し、
、平成２９年度は会派まちだ市

　　

民クラブが「社会主義協会」の機関誌、「新社会党機関紙」、「科学的社

　　

会主義」、「社会新報」、「月刊社会民主」の購読のために支出したこと、

　　

「社会新報」及び「月刊社会民主」は社民党の機関誌であること、「週

　

・刊新社会」は新社会党の機関誌であること、「月刊社会主義」は社会主

　

，義協会の機関誌であること、「科学的社会主義」は社会主義協会が発刊

　　

する月刊誌であること、 社会主義協会は新社会党、社会民主党又は民

　　

主党を支持する協会員により構成されるものであったことがそれぞれ

　

認められ、 上記各資料は、 いわゆる政党機関誌であるといえる。

の

　

「社会新報」及び「月刊社会民主」 を２部ずつ購入した際の支出 （Ｃ

　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

１４一５４３、 Ｃ １５一４

　

７

　

５、 ４

　

７

　

７、 Ｃ１６一４７３、 Ｃ１ ７－４

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
５ ２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

会派まちだ市民クラブは、 上記各支出は、谷沢議員が、異なる政党に

所属する議員や無所属の議員に対して、谷沢議員が所属する政党の立場

からの視点を提供する目的で「社会新報」 及び「月刊社会民主」 を２部

購入したものであり、 政務活動と合理的関連性又は必要性を有する支出

　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

に該当する旨主張する。

　

市議会における会派としての意見や方針決定を検討する前提としては、

各政党に所属する議員が所属する各政党の主義主張や活動内容を把握し、

て議論することで足りるのであり、仮に、当該政党に所属しない議員が、

当該政党の主義主張の理解を深めるために資料の提供を求めたとしても、

通常は、当該議員が購入した政党機関誌を借り出すことで足りるから、

それ以上の部数を購入することについては、 特段の事情がない限り、 政

　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

務活動との間に合理的関連性又は必要性が認められないと解するのが相

１０

１５

２５

１２０



　　　　　

ーゾ

　

′

　

二．ｒｔ

　

　　　　　

　　　　

・

　

’．

　　　　

・Ｌ

　

、

　

‐

　

．

　

Ｆ．，か

　

ー
ｊ雫

　　

　

　

　

　　　

ｒ，

　

．Ｌー

　

　　　

当である。 本件について、 ２部購入することにつき、 政務活動との間に

　　　　　　　　　　

，．
ｒ

合理的関連性又は必要性があると認めるに足りる特段の事情があるとは

いえず、 ２部目の購入に係る支出は、本件各使途基準に適合していない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

’

支出であると認められる。

（ウ） 小括

　　　

以上によれば、上記各支出のうち、Ｃ１４一５４３、Ｃ １ ５ 一 ４７５、

　　　

４ ７ ７、 Ｃ １ ６ 一 ４７３、 Ｃ １ ７ 一 ４５２の各２分の ”こついては本件

　　

各使途基準に適合していない支出であり、
．その余の各支出については本

　　

件各使途基準に適合していない支出とはいえないと認めるのが相当であ

　　　　　　　　　　　　　　　　

、一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

・ ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　

る。

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　

．

（７） 広報費に係る支出

　

本件各使途基準は、「広報費」を「会派の調査研究活動、議会活動及び市の

施策について市民に報告し、広報するために要する経費」とし、例示として

　

「広報紙及び報告書の印刷製本代、郵送代、 新聞折込代、意見広告代、イン

　

ターネットホームページ運営費等」と定め、改正前運用指針において、「イン

　

ターネットホームページ運営費 （作成・運営・維持・管理） は会派所属議員

　

１人当たり実費の２分の１とし、年額１０万円を限度額とする。」、「インター

ネットホームページ運営費は、 会派の広報活動としてホームページの作成・

運用・維持・管理の際に係る一切の費用を対象にする。」、「インターネットホ

ームページの開設者名は、 個人名のみを不可とし、 会派名も記載するものと

する。」、′「広報費で、 報告書等の印刷代、 郵送料 （切手、 はがき代等）、 新聞

折込代等を支出するときは、 領収書に当該印刷物等の見本を添付するものと

する。」、「広報紙、報告書、意見広告の各発行回数は、制限しないｄ」と定め、

改正後運用指針においても、 限度額を年額１２万円とするほかは改正前運用

指針と同内容の定めがされている。

　

したがって、 政務活動費として認められる広報費に該当するか否かについ

１５

２０

２５

１２１



ては、その支出が会派の調査研究活動、議会活動及び市の施策について市民

に報告し、広報するために要するものであり、その方法が合理的であるとい

えるか否か、その実費の合計額の２分の１が限度額の範囲内であるか等の見

地から検討する必要がある。

ア

　

「とんぼ製作所」 に係る支出 （Ｃ１４一５５２ ～ ５６ ３、 Ｃ １ ５ 一 ４８

　

１ ～ ４９０、 Ｃ １ ６ 一 ４７７ ～ ４８８

　

Ｃ １・７ － ４５５ ～ ４６５）

．げ） 「とんぼ製作所」 に係る支出の実在性

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　

原告らは、 とんぼ製作所に係る支出が架空のものであると主張し、 そ

　　

の根拠として、 とんぼ製作所の実態が不明であること、 領収書の記載の

　　

不自然性を挙げ、また、「報告書（５）【とんぼ製作所】」（甲１７７、 ７６の

　　

２） 等により、 請求書においてとんぼ製作所の代表とされている山本－

　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　

仁は同請求書記載の住所所在の山本研磨工業の代表者でありとんぼ製作

　　

所は同住所には実在しない旨を報告する。

　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　

′
’

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　

しかし、 山本一仁が実在の人物であることについては原告らも否認し

　　

ておらず、請求書記載の住所は山本一仁と無関係の住所地ではないこと、

　　

ＨＰの管理・運営等は一般的にパソコン等の資材やその技術があれば可

　

能であることを考慮すれば、原告らの上記主張及び立証を踏まえても、

　　

とんぼ製作所の請求書及び領収書が架空のものとまで認めるに足りない。

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　

Ｌ

　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　

したがって、 原．告らの上記主張を採用することはできない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　

．

　　　

・

”） 「とんぼ製作所」 に係る支出の内容 ・

　　

ａ

　

証拠 （甲１２の３、 甲１３の３、 甲１４の３、 甲１５の３、 甲１７

　　　

８、 丙 Ｄ ２ ０ ～ ２ ２、 ２３の１・２） 及び弁論の全趣旨によれば、 上

　　

記各支出については、石井議員がとんぼ製作所にホームページの管理

　　

費として支出したものとして計上していること、 石井議員は、 町田市

　　

議会議員選挙への立候補を考えていた平成２５年１２月頃にとんぼ製

　　

作所に対して自身のホームページの作成及び管理運営を委託し、同月、

１０

　　

て

　　　

．」

　　

ｆ－

　　　　　　

、

　

； ，，
ｔ

，、
舎

　

　　

　

　　　

　

　　

　

　　　　　　

　

　　

　

　　　　

　

　　

　

１５
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上記ホームページ（以下 「本件ＨＰ」 という。） が開設されたこと、平

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

成２６年１０月当時の本件ＨＰにおいては、 冒頭に 「結いの党」 と記

載されており、 その後に 「だれもが笑顔で過ごせる街へ

　

石井くにの

り

　

ＯＦＦＩＣＩＡＬ

　

ＷＥＢ」
，との表題が続くものとなっており、

　　　　　　

，

　　　　

．，

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　

●

　

」

結いの党の当時の代表者や参議院議員・衆議院議員からの、石井議員

の町田市議会議員選挙に向けた応援コメントが掲載されてし ること、

石井議員が選挙に当選し町田市議会議員になった後も本件ＨＰの運営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

は続けられたこと、石井議員の平成２７年８月１日にとんぼ製作所が

発行した請求書 （丙Ｄ２２）、の宛名は 「石井くにのり後援会」 となっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′
ており、 本件ＨＰ （丙Ｄ２３の１・２） には会派名の記載がないが、

　　　　　　

・

　　　　　　　　

．
会派まちだ市民クラブ名で発行した議会報告チラシのデータのダウン

ロードができるようになっており、 石井議員が議会で行った質疑の記

録も掲載されていたこと、本件ＨＰは平成３０年３月４ 田こ閉鎖され

たことがそれぞれ認められる。

　

な お、 Ｃ １ ６ 一 ４７７から４８８までについては支出議員の名は明

らかにされていないが、弁論の全趣旨によれば石井議員は平成２６年

度から閉鎖する平成３０年までとんぼ製作所にホームページの管理等

を委託していたことが認められ、また、当時の会派まちだ市民クラブ

の所属議員の中で石井議員のほかにとんぼ製作所にホームページの管

理を委託していた議員の存在を明確にする証拠ないし事情は見当たら

ないことからすれば、 上記支出は石井議員が支出したものと認めるの

が相当である。

他方｛上記ａのとおり、本件ＨＰは石井議員個人名で開設されてお

り、会派まちだ市民クラブ名での開設になっていないことからすれば、

本件ＨＰに係る支出 （上記各支出） は、本件各運用指針の定める留意

事項を満たすものではない。

１０

　　

．

１５

２０

ｂ

２５

１２３



　　　

上記ａのとおり、 本件ＨＰにおいては会派まちだ市民クラブ名で発

　　

行した議会報告チラシのデータのダウンロードができるようになって

　　

おり、 石井議員が議会で行った質疑の記録も掲載されていたものでは

　　　　　

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

あるが、「石井邦典政策レポート」や「石井くにのり町田市議会議員選

　　

挙出陣式」 の動画などがダウンロードできるようになっており （丙Ｄ

　　

２３の１）、他の会派まちだ市民クラブ所属の議員を含めた会派まちだ

　　

市民ク．ラブとしての政策などの情報が掲載されていないことなど、 本

　　

件ＨＰの全体を見ると、 石井議員個人の広報のためのものと解するの

　　

が相当であり、 会派まちだ市民クラブの広報のためのものとは認めら

　　

れない。 本件各運用指針において、 インターネットホームページ運営

　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

費は、 会派の広報活動としてホームページの作成・運用・維持・管理

　　

の際に係る一切の費用と定められていることからしても、 本件ＨＰに

　　

係る支出（上記各支出） は、本件各使途基準に適合していない支出で

　　

あると認められる。

　

「サナリイ」 に関する支出（Ｃ１４－５６４ ～ ５７０、 Ｃ １ ５ － ４９１）

げ） 証拠 （甲１，２の３、 甲１３の３） 及び弁論の全趣旨によれば・ 上記各

　

支出は１小関議員がチラシ代 （議会レポート代） としてサナリイこと上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　

●

　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●◆

　

村一弘に対し支出した費用を広報費として計上したこと、同計上に際し

　

，て、 「おぜき重太郎

　

議会‐レポー ト

　

Ｖｏｌ． １」 から 「おぜき重太郎

　

議

　

会レポート

　

ＶＯＩ．５」までが添付されていることがそれぞれ認められる。

”） 原告らは、 上記各支出の不自然性等を指摘するが、原告らの主張及び

　

立証を踏まえてもなお、上記各支出がその客観的な目的や性質に照らし

　

て政務活動との間に合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外

形的事実を主張立証したとは認めるに足りない。

　　

したがって、 上記各支出が改正前使途基準に適合していない支出であ

　

るとは認められない。
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イ

２０

２５

１２４



ウ

　

意見広告に関する支出 （Ｃ１５－４９２、 Ｃ １ ６ 一 ４８ ９、 ４９０、 Ｃ

１ ７ 一 ４６ ６、
′４６７）

，
’

　　

（ア） 意見広告は、会派の政策や立場を市民に表明し、 これにより市民から

の意見の入手及び情報交換の機会の取得につながる広報手段であるとこ

　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、
る、本件各使途基準においても、 広報費の例示として 「意見広告代」 が

　

挙げられている。 したがって、 意見広告に係る支出については、 当該会

　　　　　　　

．

　

・

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

派としての意見を広報する一環としての意見広告の範囲を超えていなけ

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

れば、本件各使途基準に適合していない支出であるとは認められない。

”） 証拠 （甲１３の３、 甲１４の３、 甲１５の３） 及び弁論の全趣旨によ

　

れば、 上記各支出は武相新聞及びタウンニュースの意見広告代としてさ

　　　

二

　　

′

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

・

　　　　　　　　　　　　

●

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●す

　

れたものであること、意見広告の内容は、「町田市議会まちだ市民クラブ

　

～市民が誇れる町田市に。～」、「町田市議会まちだ市民クラブ（民進党・

　

生活者ネットワーク・社民党・日本維新の会・無所属の５党派で構成。

　

国政の枠組みに囚われず、市民に対し一致団結し取り組んでいます。）～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

市民が誇れる町田市に。～」等を表題として、公園駐車場有料化に反対、

　

キャンプ招致を支援、 中学校給食の充実等の会派まちだ市民クラブの方

　

針を記載したり （甲１３の３、 甲１４の３、 甲１５の３）、「『私たちは、

　

：

　　　　　　　　　　　　

、

　

町田市出身のオリンピ・ツク・パラリンピック選手を応援しています。』『私
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

　

たちは、 東京オリンピック・パラリンピック・ラグビーＷ杯を通 し、 人

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

に優しい街を創ります。』・町田市議会議員会派

　

町田市民クラブ （民進

　

党・生活者ネットワーク・社民党・おおさか維新の会で構成。 国政の枠

　

組みに囚われず、市民に対し一致団結し取り組んでいます。）」（甲１４の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

３） というものであることが認められ、 その内容が会派まちだ市民クラ

　

ブと・しての意見を広報する一環としての意見広告の範囲を超えていると

　

はいえない。

（ウ） 以上からすれば、 上記各支出は、本件各使途基準に適合していない支

１５

２０

２５

１２５



　　

出であるとは認められない。

エ

　

チラシ印刷費等に係る支出

　

改正後使途基準において、「広報費」の例示として「広報紙及び報告書の

　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

印刷製本代、郵送代、 新聞折込代」 が挙げられている。

　

以下の各議員のチラシ印刷代等につき、その記載内容等を踏まえ、「会派

の調査研究活動、議会活動及び市の施策について市民に報告し、広報する

ために要する経費」 に該当するか否かを検討する。 なお、 選挙に向けての

得票活動に係る記載がある場合には、その記載内容に応じ、その一部又は

全部につき改正後使途基準に適合していない支出であると認めるのが相

当である。

げ） 佐藤和彦議員に係る支出（Ｃ１７－４６ ８、 ４６９、 ４ ７１、 ４８ ３、

　

４８４、 ４８６）

　　　

‐

　　

証拠 （甲１５の３） 及び弁論の全趣旨によれば、 佐藤和彦議員は、 上

　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

記各支出を、 議会活動報告の印刷費、チラシポスティング代及び郵便代

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

として支出したものであること、当該活動報告には、「※当市政報告誌は、

▲

　

議員独自のものではなく、 会派独自の取り組み及びその範囲において所

　

属議員の取り組みについて紹介する、『まちだ市民クラブ』会派の広報誌

　

です。］との記載があること、当該活動報告には議会で取り上げられた案

　

件の報告がされていることがそれぞれ認められ、当該活動報告には、佐

　

藤和彦議員個人の活動についての記載も含まれるが、選挙に向けての得

　

票活動と疑われる記載は見当たらない。

　　

以上からすれば、上記各支出が改正後使途基準に適合していない支出

　

であるとは認められない。

の

　

石井議員に係る支出 （Ｃ１７一４７ ０、 ４７２）

　　

証拠 （甲１５の３） 及び弁論の全趣旨によれば、 石井議員は、 上記各

　

支出を、 市政報告２０１７年秋号の印刷費、 新聞折込代として支出した

１０

１５

２０

２５

１２６



１０

１５

２０

２５

　

ものであること、石井議員の市政報告２０１７年秋号には、「市政報告誌

　

は『まちだ市民クラブ会派』の広報誌です。」、「発行元・編集元：まちだ

　

市民クラブ」 との記載があること、 当該市政報告には、 バラスポーツ体

　

験ミニフェスタ開催の報告や議会の報告の記載のほか、 会派まちだ市民

　

クラブの説明や同会派の取組内容についての記載があることがそれぞれ

　

認められ、当該活動報告には、石井議員個人の活動についての記載も含

　

まれるが、 選挙に向けての得票活動と疑われる記載は見当た．らない。

　

．以上からすれば、 上記各支出が改正後使途基準に適合していない支出

　

であるとは認められない。

（ウ） 森本議員に係る支出 （Ｃ１７一４７３から４７６まで、 ４８５）

　

証拠 （甲１５の３） 及び弁論の全趣旨によれば、森本議員は、上記各

支出を、議会報告の印刷費、 ポスティング費として支出したこと、 森本

議員の議会報告書には、「町田市議会議員森本せいや まちだ市民クラ

　　

．

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

ブ」、「一番身近な政治＝市政にご関心を持って下さい。 ●一番身近な政

　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　

，

治であり、一番生活にダイレクトに影響がある政治は町田市政です。 ●

前回の選挙では、 ５０％の方が棄権しました。 ４年に１度の機会、 是非

ご参加ください。」、「森本せいやが、ご意見を『直接』同います。●皆様

のお困りごと、 ご意見をお気軽にご連絡ください。 ＦＡＸ・ＭＡＩＬで

のご連絡は勿論、 市内どこにでも『直接』伺います！

　

！市政について、

どんな些細なことでも構いません。」、 会派まちだ市民クラブの説明・取

組等について記載した最後に、「市議会議員選挙が『２月２５日実施』と

決定致しました。 今までと変わらず４つの信条に基づいて、 地道に働い

て参り，ます。」との記載があることが認められる。上記議会報告の内容に‐

は、 会派まちだ市民クラブの取組等に関するものも含まれるが、 全体と、

　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
して見ると、 市議会議員選挙に向けて，の得票活動目的の記載が含まれて

いると解するのが相当であり、その記載内容を踏まえると、上記各支出

１２７



　

のうち２分の１について、 改正後使途基準に適合していない支出である

　

と認めるのが相当である。

回

　

小関議員に係る支出 （Ｃ１７一４７７、 ４ ８ １、 ４８ ２、 ４８７）

　　

証拠 （甲１５の３） 及び弁論の全趣旨によれば、 小関議員は、 上記各

　

支出を、議会報告（平成２９年１２月号、平成３０年１月号）の印刷費、

　

ポスティング費等として支出したものであること、 上記各議会報告の発

行元はいずれも会派まちだ市民クラブであること、平成２９年１２月号

　

には、 休日・準夜急患こどもクリニックの現状や中学校給食について等

　

の記載があり、 小関議員自身の活動として、道路の凍結を抑えるための

　

山の木の伐採の手伝いをした旨の記載等があり、平成３０年１月号には

冒頭に、 平成２９年１２月の定例会が任期最後の定例会であったこと、

　

「一番大切なことは普段なかなか伝わらない市民の皆様の声を住民の代

表としてしっかり行政にお伝えすることであると思います。」、「２０１８

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

年２月には町田市議会議員・も改選を迎えますが、地域の皆様の生活をよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ．

　

り向上させるという使命を忘れずに、 市民の皆様から頂いている大切な

住民要望を最後の最後まで、一つでも多く実現して、 地域の行政サービ

　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

スの向上に努めたいと思っております。」との記載があり、ノＪ・関議員の取

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

組の観点をまとめた上で、「おぜき重太郎は、一層、地域の皆様の声を市

政の場で実現する，ために、 皆様から今まで以上にお声を伺い発信して参

ります！」 等の記載があることが認められる。

　

平成２９年１２月号については、 選挙に向けての得票活動と疑われる

記載は見当たらないから、当該号に係る各支出 （Ｃ１７一４７７、 ４８

２） は改正後使途基準に適合していない支出とは認められない。 他方、

平成３０年１月号については、 その記載の全体を見ると、 平成３０年２

月に実施予定の市議会議員選挙に向けての得票活動目的の記載が含まれ

ると解するのが相当であり、その記載内容を踏まえると、平成３０年１

１０

１５

２０

２５

１２８



　　　　　　

月 号に係る支出 （Ｃ１７一４８ １、 ４ ８７） のうち２分の 耳こついて、

　　　　　　

改正後使途基準に適合していない支出であると認めるのが相当である。

　　　　　

㈲

　

戸塚議員に係る支出 （Ｃ１７一４７ ８ ～ ４８０）

　　　　　　　　

証拠 （甲１５の３） 及び弁論の全趣旨によれば、 戸塚議員は、 上記支

５

　　　　　　　

出 を、 平成 ２９年１１月１日号外分の印刷費等として支出したこと、上

　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｌ

　　　　　　

記号外１枚目の冒頭には「～まちだ市民クラブ会派活動報告～戸塚正人」

　　　　　　　

とあり、「町田市長選挙・市議会議員選挙が来年２月２５日（日）投票日

　　　　　　　

で執行が決まりま した！」、「私の３期目１の任期も残すところ１２月定例

　　　　　　

議会を残すのみとなりました。（中略）この度町田市選挙管理委員会より、

１０

　　　　　　　

２ ０１８年２月１８日 （日）告示、 ２月２５日（日） 投票日で町田市長

　　　　　　

選挙及び町田市議会議員選挙が執行される事が決まりました。」、「現状で

　　　　　　

言えば、 先日施行されました総選挙におきまして私の所属する民進党が

　　　　　　

目まぐるしく変動している状況であり、 私としましても今後どのように

　　　　　　

進んでいくのか不透明な部分が多く不安な気持ちもありますが （中略）

５

　　　　　　　

今後どの様な状況になろうとも市議会議員として活動・運動をしていき

　　　　　　

たいと気持ちを新たにしております。」とあり、末尾には「戸塚正人後援

　　　　　　

会事務所」 の連絡先が記載されていること、 同号外の２枚目以降におい

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　

ては戸塚議員の３期目の議会活動内容と取組についての記載があり、 ４

　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　

枚目の末尾には、「戸塚正人はボランティアの方々のご協力で活動してい

ｏ

　　　　　　　

ます。 ご協力 して頂ける方、 大募集 しています！ （中略） ①ニュースや

　　　　　　

チラシを配る事が出来る。 ②自宅や近所にポスターを貼れる。 ③その他

　　　　　　

などなど、ご協力頂けることをご連絡ください。」として問合せ先を記載

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

． Ｌ

　　　　　　　

していることがそれぞれ認められる。

　　　　　　　

上記記載内容は、 戸塚議員の議員としての取組の記載が含まれるが、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

５

　　　　　　　

全体と して見ると、 主たる目的は平成３０年２月実施の町田市議会議員

　　　　　　

選挙に向けての得票活動と認めるのが相当であり、 その記載内容を踏ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２９



　　　　　　　

えると、 上記各支出については、 その全額について、 改正後使途基準に

　　　　　　

適合 していない支出であると認めるのが相当である。・

　　　　

（８） 通信運搬費に係る支出

　　　　

ア

　

総 論

５

　　　　　　

前

　

本件各使途基準は、「通信運搬費」 を 「会派の行う調査研究活動のた

　　　　　　　

めに必要な通信運搬に要する経費」 とし、 例示として 「はがき代、 切手

　　　　　

一

　

代、 電話代、 ファク シミリ代等」 と定める。

　　　　　　　

したがって、 政務活動費として認められる通信運搬費に該当するか否

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　

かについては、 その支出が会派の行う政務活動のために必要な通信運搬

Ｉｏ

　　　　　　　

に要するものに該当する必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　

”） 本件各使途基準においては、 通信運搬費は「会派の行う調査研究活動－

　　　　　　

のために必要な通信運搬に要する経費」 であると定めるところ、 改正前

　　　　　　

・ 運用指針において、－「（１）通信費 （固定電話、 携帯電話、 ファクシミリ、

　　　　　　　

インターネット回線使用料） については、 会派所属議員１人当たり，月額

Ｉ５

　　　　　　

＼

　

１ ５， ０ ００円を限度に支出することができるものとする。（２）インター

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

ネット回線使用料は、会派所属議員が調査研究活動としてインターネッ

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　

トを利用する際の費用 （回線使用料・プロバイダ契約料など） とする。」

　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　

と定め、 改正後運用指針は、 改正前運用指針所定の上記（１）を 「（１）通信費

　　　　　　

， （固定電話、 携帯電話、 ファクシミリ、インターネット回線使用料） に

　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、
２ｏ

　　　　　　　

ついては、 会派所属議員１人当たり年額２４万円を限度に支出すること

　　　　　　　

ができるものとする。」、 上記（２）の 「政務研究活動として」 を 「政務活動

　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　

＼

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　

として」とするほかは上記改正前運用指針と同内容の定めがされている。

　　　　　　　

そうすると、 議員が支出した通信費が本件各使途基準に適合するとい

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　

えるためには、 当該活動が政務活動に係るものであること、 及び、 その

２５

　　　　　　　

活動のために固定電話、 携帯電話、 ファクシミリ及びイ ンターネッ ト回

　　　　　　

線使用料の使用が必要であることを要すると解される。

１３０



　　　　　　　　

そして、 本件各運用指針の上記規定からすれば、会派の計上した通信

　　　　　　

費について、 当該会派所属の議員ではない第三者が利用したものや、 政

　　　　　　

務活動のために利用されていないもの等については、 原則として政務活

　　　　　　

動費を充当するべき通信費の対象から除外されると解するのが相当であ

５

　　　　　　　　

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

，

　

，

　　　

，

　　　　　　　

上記のとおり、 本件各使途基準の定める通信運搬費に含まれない支出

　　　　　　　

を控除したものの性質を考慮するに、議員の活動は、政務活動以外にも、

　　　　　　

後援会活動、 政党活動その他の政治活動等のほか、 議員としての立場を

　　　　　　

離れた私的活動など多面性を有するのであり、 通信費のような経費につ

Ｉｏ

　　　　　　　

いては、 その一部が政務活動に必要な経費の一部として使用され、 残部

　　　　　　

がそれ以外の活動の経費として使用されるということも十分に考えられ

　　　　　　

るから、 当該通信機器を使用する都度、 その使用目的、 使用目的が複数

　　　　　　

ある場合はその割合を記録するなどしていない限り、 通信機器の使用実

　　　　　　

態を認定し、 客観的にみて合理的に区分することは困難である。

５

　　　　　　　　

本件において、 本件各会派所属の各議員の支出の中で、 通信機器の使

　　　　　　

用実態について客観的に認定するに足・りる証拠ないし事情が見当たらな

　　　　　　

いものについては、 諸般の事情を考慮し、 社会通念に照らし合理的な割

　　　　　　

合により、 その経費の額を按分の上、 政務活動に係る額についてのみ、

　　　　　　

政務活動費を充当することができると解するのが相当である。 そして、

ｏ

　　　　　　　

当該通信機器の使用が政務活動のためだけではなく、 後援会活動、 政党

　　　　　　

活動その他の政治活動、 私的活動を含む蓋然性及びその割合等、 当該事

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　

案の具体的事情を考慮してその按分割合を定めるのが相当である。

　　　　　　

（ウ） 被告及び被告補助参加人らは、 本件各運用指針において通信費の上限

　　　　　　

額が定められていること、通信費について、「実費の把握が困難であるこ

５

　　　　　　　

と等から一定の基準 （定額を上限） で充当する」 と定められていること

　　　　　　

を根拠に、 按分の考えを用いることは本件各運用指針の定めと整合しな

１３１



い旨の主張をする。

　　

しかしながら， 本件各運用指針の規定の文言は、原則は実費弁償であ

　

るが通信費については実費の把握が困難であることから定額を上限とす

　

ること、活動に要した費用の全額に政務活動費を充当することが適当で

　

ない場合には各活動の実績に応じた按分により充当することができる旨

　

を定めるものであり、 通信費について按分を制限する旨を定めたものと

解するのは相当ではなく、また、定額を給付する旨を定めるものでもな

い。 前説示のとおりの政務活動費の制度の趣旨に鑑みても、調査研究に

関係しない通信費の支出を政務活動のためのものと解することは相当で

はないことも考慮すると、上記主張を採用することはできない。

　

′

　　　　

，

谷沢議員に係．る支出

げ） はがき代等の支出（Ｃ１４一５７ １ ～ ５７７、 Ｃ １ ５ － ５ ６６ ～ ５７

０、 ５７２ ～ ５７４、 ５７６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　

●

　　　

，

　　

．
・

　

ａ

　

証拠 （甲１２の４、 丙Ｄ１２の３・４） 及び弁論の全趣旨並びに当

　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

裁判所に顕著な事実によれば、谷沢議員は厚木基地爆音防止期成同盟

　

の副委員長に就任し、 同団体の町田支部長を務めており、第四次厚木

　

基地騒音訴訟 （横浜地裁平成１９年 （行ウ） 第１００号、 平成２４年

　　

（キテウ） 第６９号） の町田原告団の事務局長であったこと、 同訴訟の

　

第 審判決は平成２６年５月２１日に、第二審判決は平成２７年７月

　

３０日に、 最高裁判決は平成２８年１２月８日にそれぞれ言い渡され

　

たこと、谷沢議員は、 上記同盟の町田支部長又は厚木基地騒音訴訟の

　

町田原告団の事務局長として、第四次厚木基地騒音訴訟に関係する会

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

合の招集通知や資料の送付等のために上記各支出をしたことがそれぞ

　

れ認められる。

　　

上記招集通知や資料の送付等は、谷沢議員が、第四次厚木基地騒音

　

訴訟の裁判の進行や内容を踏まえて、 上記同盟の町田支部長又は厚木

１０

・

　　　

イ

ミマ
，
１
：
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基地騒音訴訟の町田原告団の事務局長としての立場で、 司法手続上の

　　　　　　　

争訟活動目的で行ったものであり、 客観的に見て、 議会の審議能力の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　

強化を図るために議会の議員活動の基礎となる‐ものとして情報や資料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　

を収集する調査や研究の活動とは本来の目的や性質を異にするもので・

５
’

　　　　　　

．

　

あ る。

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　

したがって、 上記各支出は政務活動との間に合理的関連性が認めら

　　

　

　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　

れるものではなく、 改正前使途基準に適合していない支出であると認

められる。

　

ｂ

　

なお、 上記（５）ク鞘のとおり、 上記同盟の会合に参加した際の駐車場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

代 （Ｃ１７一９４） については改正後使途基準に適合しないとはいえ

　　　　　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

ないと判断したが、 これは、会合に参加して参加者等と意見交換等を

　　

して知見を深めることは議会の審議能力の強化につながると解したこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

とによるものである。 これに対し、 上記同盟等の運営や発信等は、 政

　　

務活動とは一線を画する、 上記同盟等自体の活動であると認めるのが

　　

相当なのであり、 Ｃ１７一９４と結論が異なることについて矛盾はな

　　

し、。

”） 宅配便に係る支出 （Ｃ１４－５７８、 ５，７９）

　　

証拠 （甲１２の４） 及び弁論の全趣旨によれば、 上記各支出は、 谷沢

　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▲

　

議員が、 会派まちだ市民クラブ一覧表 （通信運搬費） 欄の、 Ｃ１４－５

　　

・

　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

Ｊ

　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

７８及び５７９の各 「支出日」 欄の各支出日の、 同 「支出内容」、欄の支

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

・

　

出内容に係る同 「支出金額」欄記載のとおり支出した費用であることが

認められる。

　

原告らは、 上記各支出について、 厚木基地騒音訴訟関連のものと推測

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

される旨主張するが、 本件全証拠によっても、上記各支出が同訴訟関連

　

のものと認めるに足りず、 そのほか、 上記各支出につき、 政務活動との

間の合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的な事実の主

１０

１５

２０

１３３



　　

張立証がされたとは認め難く、原告らの上記主張を採用することはでき

　　

なし、０

　　　

したがって、 上記各支出が改正前使途基準に適合していない支出であ

　　

るとは認められない。

　

け） 通信費に係る支出 （Ｃ１４－５９８ ～ ６０９、 Ｃ １ ５ － ４９３ ～ ５０

　　

４、 Ｃ １ ６ 一 ４９ ３、 Ｃ １ ７ 一 ４９２）

　　

ａ

　

証拠 （甲１２の４） 及び弁論の全趣旨によれば、 谷沢議員が実際に

　　　

支出した通信費の金額及びその内訳は、 ①平成２６年度は別表ＣＩ－

　　　

１ 「議員の実際の支出金額」 欄 （なお、 ＮＴＴファイナンス株式会社

　　　

の料金については、別表も含め、以下、「ＮＴＴ東日本利用分料金」と

　　　

いい、 ドコモ利用分の料金は 「ドコモ利用料金」 という。） のとおり、

　　　

②平成２７年度は別表ＣＩ－２「議員の実際の支出金額」欄のとおり、

　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

，

　　　

③平成２８年度は別表ＣＩ－３「議員の実際の支出金額」欄のとおり、

　　　

④平成２９年度は別表ＣＩ－ ４ 「議員の実際の支出金額」欄のとおり

　　　

であること、 谷沢議員のＮＴＴ東日本分料金には自宅の固定電話料金

　　

′が含まれること、 ドコモ利用料金は携帯電話の利用料金であることが

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　　

認められる。

　　

ｂ．一方、谷沢議員の通信機器の使用実態について客観的に認定するに

　　　

足りる証拠夢、し事情は見当たらず、当該通信機器の使用が政務活動

　　　

のためだけではなく、 後援会活動、 政党活動その他の政治活動、 私的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　

、 ●

　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　

ー

　　　

活動を含む蓋然′性が高いこ．と等を考慮すると、 谷沢議員が通信費と し

　　　

て支出した金額のうち、 ２分の１ （別表ＣＩ－１から別表ＣＩ－４ま

　　　

での各 「裁判所の認定する適法支出額」記載の金額） の限度で本件各

　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

使途基準に適合している支出であると認めるのが相当であり、 会派ま

　

，

　

ちだ市民クラブが政務活動費を違法に充当した額は、別表ＣＩ－１か

　　　

ら別表ＣＩ－４までの各 「裁判所の認定する違法支出額」欄記載のと

　　　　

１ｏ

ｔ

　　　　　

「

　　　　

１５

２５

　　　　　　　　　　　　　　　

１３４



おりと認めるのが相当である。

ウ

　

佐藤和彦議員に係る支出

げ） 切手の購入に係る支出 （Ｃ１４一５８ ０ ～ ５８ ２、 Ｃ １ ５ 一 ５ ７ １、

　

５７５、 ５７７）

　　

証拠 （甲１２の３・４、 甲１３の３・４、 丙Ｄ２５の１～３） 及び弁

　

論の全趣．旨によれば、 佐藤和彦議員は、 Ｃ１４一５８０から５８２まで

　

の支出により購入した切手の一部を同議員の町田市議会活動報告３４号

　

の郵送費用として利用し、残部についても活動報告の郵送費用として利

　

用 したこと、 Ｃ１５一５７ １、 ５７５ミ ５７７の支出により購入した切

　

手についても町田市議会活動報告３８号等の郵送費用として利用したこ

　

とがそれぞれ認められるｏ

　　

以上によれば、 上記各支出は改正前使途基準に適合していない支出で

　

あるとは認められない。

”） 通信費に係る支出 （Ｃ１４ｆ－ ５８５、 Ｃ １６ － ４９１）

　　

証拠 （甲１２の４、 甲１４の４） によれば、 佐藤和彦議員が平成２６

　

年度及び平成２，８年度に実際に支出した通信費の金額は、 別表Ｃ２－１

　

及び別表Ｃ２－２の各 「議員の実際の支出金額」 欄のとおりであること

　

が認められる。

　　

原告らは、 上記金額に家族分の通話料金が含まれている可能性が否定

　　　　

ｌｏ

　

　　　　

　

　　　　

１５

２ｏ

　

．

　　　　　

できない旨主張するが、 本件全証拠によっても、 原告らの主張するよう

　　　　　　

な料金が含まれていると認めるに足りない。 したがって、 上記各支出は

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　

佐藤和彦議員の使用した電話料金等であると認めるのが相当である。

　　　　　　　

一方、 佐藤和彦議員の通信機器の使用実態について客観的に認定する

　　　　　　　

に足りる証拠ないし事情は見当たらず、 当該通信機器の使用が政務活動

５

　　　　　　　

のためだけではなく、 後援会活動、 政党活動その他の政治活動、 私的活

　　　　　　

動のために使用されていた蓋然性が高いこと等を考慮すると、 佐藤和彦

１３５・



　　

議員が通信費として支出した金額の２分の１ （別表Ｃ２ｒｌ及び別表Ｃ

　　

２－２の各 「裁判所の認定する適法支出額」 記載の金額） の限度で本件

　　　　　　　　　

，

　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

各使途基準に適合している支出であると認めるのが相当であり、会派ま

　　

ちだ市民クラブが政務活動費を違法に充当，した額は、 別表Ｃ２－１及び

　

別表ＣＩ－２の各

　

ｒ裁判所の認定する違法支出額」欄記載のとおりと認

　

めるのが相当である。

エ 森本議員に係る支出

げ） 切手等の購入に係る支出（Ｃ１４－５８ ３、 ５８４）

　　

上記各支出につき、原告らの主張立証を踏まえても、政務活動との間

　

の合理的関連性を欠くことをうかがわせる，一般的、外形的な事実の主張

　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

Ｌ

　

立証がされたとはいえず、 上記各支出が改正前使途基準に適合していな

　

い支出であるとは認められない。

”） 通信費に係る支出 （Ｃ１５一５２９ ～ ５４ ０、 Ｃ １ ６一 ４９６、 Ｃ １

　

７ 一 ４９３）

　　

証拠 （甲１３の４

　

甲１４の４、 甲１５の４） によれば、 森本議員が

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

平成２７年度から平成２９年度に実際に支出した通信費の金額は、別表

　

Ｃ３－１から別表Ｃ３－３までの各 「議員の実際の支出金額」 欄のとお

　

りであることが認められる。

　　

一方、森本議員の通信機器の使用実態について客観的に認定するに足

　

りる証拠ないし事情は見当たらず、当該通信機器の使用が政務活動のた

　

めだけではなく、後援会活動、政党活動その他の政治活動、私的活動の

　

ために使用されていた蓋然性が高いこと等を考慮すると、森本議員が通

１

　

信費として支出した金額の２分の１ （別表Ｃ３－１から別表Ｃ３－３ま

　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

での各 「裁判所の認定する適法支出額」 記載の金額）』の限度で本件各使

　

途基準に適合している支出であると認めるのが相当であ．り、 会派まちだ

　　　　

．・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

市民クラブが政務活動費を違法に充当した額は、別表Ｃ３－１から別表

　　　　　　　

１０

，

　　　　　　

‘

　　　　　

‘

　　　　　　　

１５

２０

　　　　　

２５

１３６



　　

Ｃ３－３までの各 「裁判所の認定する違法支出額」欄記載のとおりと認

　

めるのが相当である。

オ

　

わたべ議員に係る支出 （Ｃ１４一５８ ６ ～ ５９７、 Ｃ１ ５ 一 ５ １ ７ ～ ５、

　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

２８、 Ｃ １ ６ 一 ５００）

げ） 証拠 （甲１２の４、 甲１３の４、 甲１４の４
・） 及び弁論の全趣旨によ

　

れば、 わたべ議員が平成２６年度から平成２８年度に実際に支出した通

　

信費の金額及びその内訳は、別表Ｃ４－１から別表Ｃ４－３までの各「議

　

員の実際の支出金額」 欄のとおりであること、 わたべ議員のＮＴＴ東日

　

本利用分料金には、「フレッツ光利用料 （Ｎ・ファミリＨＳ）」、「リモー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

トサポートサービス料金」のほかに、「フレッツ テレビ伝送サービス利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

用料」（月額４５０円） 及び 「スカパーＪＳＡＴ施設利用料」（平成２６

－

　

年１０月分まで月額２１６円、 同年１１月以降月額２２７円。 以下 「フ

　　

レッツ

　

テレビ伝送サービス利用料」 と合わせて 「スカパ，一利用料等」

　

という。）が含まれていたこと、わたべ議員が実際に支出した金額からス

　

カパー利用料等を控除した金額は別表Ｃ４－１及び別表Ｃ４－２の各

　　

「ＡからＣを控除した金額」 欄記載のとおりの各金額並びに別表Ｃ４－

　

３の 「ＡからＤを控除した金額」 欄記載のとおりの金額であることが認

　

められる。

　　

なお、スカパー利用料等は、通常政務活動との間に合理的関連性が認

　

・められないというべきであり、 会派まちだ市民クラブも、 令和５年１月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

２６日、 平成２６年度から平成２８年度までのわたべ議員の通信費に関

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

′

　

して、スカパー利用料等を控除する形での収支報告書の修正届を提出し

　

た （丙Ｄ４３ の １ ～ ３

　

弁論の全趣旨）。

”） 上記げ）の認定事実によれば、別表Ｃ４－１から別表Ｃ４ ３までの各

　　

「議員の実際の支出金額」欄の「ＮＴＴ東日本利用分料金（Ａ）」及び「Ｂ

　

ＩＧＬＯＢＥ」 は、 いずれもわたべ議員の自宅のインターネット回線使

　　　　

５

１０

ー

　　　　　　

‘

　　　　

１５

１３７



用料と、 同「ＫＤＤＩ料金（Ｂ）」は、わたべ議員の携帯電話料金とそれ

ぞれ推認される。

　

他方、 わたべ議員の上記通信機器の使用実態について客観的に認定す

るに足りる証拠ないし事情が見当たらず、 当該通信機器の使用が政務活

動のためだけではなく、後援会活動、 政党活動その他の政治活動、 私的

活動のために使用されていた蓋然性が高いこと等を考慮すると、 わたべ

議員が通信費として支出した金額のうち、スカパー利用料等を控除した

金額の２分の１ （別表Ｃ４－１から別表Ｃ４－３までの各 「裁判所の認

定する適法支出額」 記載の金額） の限度で本件各使途基準に適合してい

る支出であると認めるのが相当であり、会派まちだ市民クラブが政務活

動費を違法に充当した額は、別表Ｃ４－１から別表Ｃ４－３までの各「裁

判所の認定する違法支出額」欄記載のとおりと認めるのが相当である。

石井議員に係る支出 （Ｃ１４一６１０～６１９、 Ｃ１５一５５３、 ＣＩ

ＩＯ

力

　　　　　　

６ － ４ ９８、 Ｃ １ ７ 一 ４８９）

　　

Ｉ５

　　　　　　

げ）， 証拠 （甲１２の４、 甲１３の４、 甲１４の４、 甲１５の４） によれば、

　　　　　　　　　

石井議員が平成２６年度から平成２９年度に実際に支出した通信費の金

　　　　　　　　　

額 は一 別 表 Ｃ５－１から別表Ｃ５－４までの各「議員の実際の支出金額」

　　　　　　　　

欄のとおりであることが認められる。‐

　　　　　　　　　　

原告らは、 上記支出は携帯電話３台分の料金であり議員の家族などの

　　

２０

　　　　　　

利用料金が含まれている可能性が高い等と主張するが、 携帯電話１回線

　　　　　　　　　

と ｗｉ

　

ｆ

　

ｉ機器２回線の料金であるとの会派まちだ市民クラブの主張を

　　　　　　　　　

覆すに足りる証拠ないし事情は見当たらず、 また、 携帯電話機本体の分

　　　　　　　　　

割払い分が含まれると認めるに足りる証拠もないｏ

　　　　　　　　　　

一方、 証拠 （甲１４の４） によれば、 平成２９年１自分の支出には携

　　

２５

　　　　　　

′

　

帯電話機機種変更料６０００円が含まれる。改正前運用指針においては、

　　　　　　　　　

例示及び留意事項に携帯電話機の購入に関する定めがなく、かつ、「事務

１３８



　　　　　　　　

費」 の留意事項に 「（６）携帯電話の購入費は、 支出できないものとする。」

　　　　　　　　

との定めがあることからすると、 携帯電話機の購入費用は、 改正前使途

　　　　　　　

基準に適合していない支出となるが、改正後運用指針においては、「政務

　　　　　　　

活動費として支出できない経費」に、「携帯電話の購入及び通信に係る費

　

５

　　　　　　　

用のうち、 ２台目以降に要する経費」 が新たに設けられ、 上記事務費の

　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　

留意事項が削除されていることからすれば、 １台目の携帯電話の購入費

　　　　　　　

用等を政務活動費と認める内容に改定されたと解するのが相当である。

　　　　　　　

携帯電話機機種変更は、 新たな携帯電話機の購入には当たるものの、 通

　　　　　　　

常、 ２台目の携帯電話機として使用するために購入するものではなく、

，ｏ

　

，

　　　　　

１台目の携帯電話機と交換するために購入するものであることからすれ

　　　　　　　

ば、 上記携帯電話機機種変更料の支出が直ちに改正後運用指針に適合し

　　　　　　　

ていない支出であるとは認められない。

　　　　　　

”） 石井議員の上記通信機器の使用実態について客観的に認定するに足

　　　　　　　

りる証拠ないし事情が見当たらず、 当該通信機器の使用が政務活動のた

１５

　　　　　　　

めだけではなく、 後援会活動、 政党活動その他の政治活動、 私的活動の

　　　　　　　

ために使用されていた蓋然性が高いこと等を考慮すると、 石井議員が通

　　　　　　　

信費として支出した金額の２分の１ （別表Ｃ５－１から別表Ｃ５－４ま

　　　　　　　

での各 「裁判所の認定する適法支出額」 記載の金額） の限度で本件各使

　　　　　　　

途基準に適合，している支出であると認めるのが相当であり、，会派まちだ

２ｏ

　　　　　　　

市民クラブが政務活動費を違法に充当した額は、 別表Ｃ５－１から別表

　　　　　　　

Ｃ５－４までの各 「裁判所の認定する違法支出額」 欄記載のとおりと認

　　　　　　

めるのが相当である。

　　　　　

キ

　

田中議員に係る支出 （Ｃ１４一６２０ ～ ６２６、 Ｃ １ ５ 一 ５ ４ １ ～ ５５

　　　　　

２、 Ｃ １ ６ 一 ４ ９ ７、 Ｃ １ ７ 一 ４９１）

２５

　　　　　　

げ）．証拠 （甲１２の４、 甲１３の４、 甲１４の４、甲１５の４） によれば、

　　　　　　　

田中議員が平成２６年度から平成２９年度に実際に支出した通信費の金

１３９・

　　　　　　　　　

，、



　　

額は、別表Ｃ６－１から別表Ｃ６－４までの各「議員の実際の支出金額」

　　

欄のとおりである。

　　　

なお、＼前説示のとおり、 携帯電話機本体分の支出については全額が改

　　

正前使途基準に適合していないと認めるのが相当であるところ、証拠（甲

　　

１２の４、 甲１３の４） によれば、 携帯電話機本体の分割払いは平成２

　　

７年５月が最終支払′月となっていることから、 平成２６年４月分から平

　　

成 ２７年２月分及び同年４月分及び５月分については、 別表Ｃ６－１及

　　

び別表Ｃ６－２の各 「携帯電話機分割支払金」欄記載の金額は改正前使

　　

途基準に適合していない支出であると認めるのが相当である。

　

船

　

田中議員の上記通信機器の使用実態について客観的に認定するに足

　　

りる証拠ないし事情が見当たらず、当該通信機器の使用が政務活動のた

　　

めだけではなく、 後援会活動、 政党活動その他の政治活動、 私的活動の

　　

ために使用されていた蓋然性が高いこと等を考慮すると、 田中議員が通

　　

信費として支出した金額のうち、 別表Ｃ６－１及び別表Ｃ６－２の 「携

　　

帯電話機分割支払金」 欄及び「かんたん決済分」欄記載の金額を控除し

　　

た金額の２分の１ （別表Ｃ６－１から別表Ｃ６－４までの各 「裁判所の

　

認定する適法支出額」 記載の金額） の限度で本件各使途基準に適合して

　　

いる支出であると認めるのが相当であり、会派まちだ市民クラブが政務

　

活動費を違法に充当した額は、 別表Ｃ６－１から別表Ｃ６－４までの各

　　

「裁判所の認定する違法支出額」欄記載のとおりと認めるのが相当であ

　

・ る。

　　　　　　　　　　　　　　　　

，

ク 戸塚議員に係る支出

げ） 郵送に係る支出 （Ｃ１５一５６５）

　　

原告らの主張立証を踏まえても、 上記支出につき、 政務活動との間の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

　

合理的関連性を欠くことをうかがわせる一般的、外形的な事実の主張立

　

証がされたとは認め難く、上記支出が改正前使途基準に適合していない

５

　　　　　　　

′

ｌｏ、

　　　　

（み

２０

２５

１４０



　　　　　　

支出であるとは認められない。

　　　　　　

”） 通信費に係る支出 （Ｃ．１５一５０５～５１６）

　　　　　　　

ａ

　

証拠 （甲１３の４） によれば、 戸塚議員が平成２７年度に実際に支

　　　　　　　

出した通信費の金額は、 別表Ｃ７の 「議員の実際の支出金額」欄のと

５

　　　　　　　　

おりであること、 上記支出の根拠として提出された通帳には、 各支出

　

く

　　　

′

　　　　　　　

欄に「電話」「ＤＣＭＸク レジット」との記載があることが認められる。

　　　　　　　　

別表Ｃ７のとおりの平成２７年度の支出金額の推移、特に、平成２

　　　　　　　　

７年 ６月、 ９月、 １ ０月、 １ ２月、 平 成 ２８年２月分は３万円を超え

　　　　　　　

ており、 そのうち平成２７年９月及び１０月は４万円を超えているこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

１０

　　　　　　

・ と、 ク レジットカー ドによる一括引き落としによる清算方法が用いら

　　　　　　　

れていることからすると、 別表Ｃ７の「議員の実際の支出金額」 欄記

　　　　　　　

載の金額が全て通信費であるとは認め難く、 他に具体的な通信費の額

　　　　　　　

を認めるに足りる証拠はな－い。

　　　　　　　　　

他方、 上記認定事実からすれば、 通信費が含まれている蓋然性が

５

　　　　　　　　　

高いと認められることから、 本件においては、 支出金額が一番少な

　　　　　　　

い月 で あ る 平 成 ２７年５月分の１万２１９０円を基準とし、 その半

　　　　　　　

，額 で あ る ６０９５円の限度で通信費として支出されたことを認める

　　　　　　　

の が 相 当 で あ る。

　　　　　　

ｂ

　

一方、 戸塚議員の通信機器の使用実態について客観的に認定するに

　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　

′

ｏ

　　　　　　　　

足りる証拠ないし事情は見当たらず、 当該通信機器の使用が政務活動

　　　　　　　

のためだけではなく、 後援会活動、
．政党活動その他の政治活動、 私的

　　　　　　

， 活動のために使用されていた蓋然性が高いこと等を考慮すると、 戸塚

　　　　　　　

議員が通信費として支出したと認めるのが相当な金額 （６０９５円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　

の ２ 分 の １ （別 表 Ｃ７の「裁判所の認定する適法支出額」記載の金額）

　　　　　　　

の限度で改正前使途基準に適合している支出であると認めるのが相当

　　　　　　　

であり、 会派まちだ市民クラブが政務活動費を違法に充当した額は、

１４１



　　　

別 表 Ｃ７の 「裁判所の認定する違法支出額」 欄記載のとおりと認める

　　　

のが相当である。

　

ケ

　

小関議員に係る支出 （Ｃ１５一５５４ ～ ５６４、 Ｃ １ ６ 一 ４ ９ ９・、 Ｃ

　　

１ ７ 一４８８）

　　

げ） 証拠 （甲１３の４、 甲１４の４、 甲１５の４） によれば、 小関議員

　　　

が平成２７年度から平成２９年度までに実際に支出した通信費の金

　　　

額は、別表Ｃ８－１から別表Ｃ８－３までの各「議員の実際の支出金

　　　

額」 欄のとおりであることが認められる。

　　　　

原告らは、上記各支出金額には小関議員の家族等の利用代金が含ま

　　　

れる旨主張するが、 同事実を認めるに足りる証拠はなく、 原告らの同

　　　

主張を採用することはできない。

　　

”） 一方、 小関議員の通信機器の使用実態について客観的に認定する

　　　

に足りる証拠ないし事情は見当たらず、当該通信機器の使用が政務

　　　

活動のためだけではなく、後援会活動、政党活動その他の政治活動、

　　　

私的活動のために使用されていた蓋然性が高いこと等を考慮すると、

　　　

小関議員が通信費として支出した金額の２分の１ （別表Ｃ８－１か

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　

ら別表Ｃ８－３までの各 「裁判所の認定する適法支出額」 記載の金

　　　

額） の限度で本件各使途基準に適合している支出であると認めるの

　　　

が相当であり、 会派まちだ市民クラブが政務活動費を違法に充当し

　　　

た額は、 別表Ｃ８－１から別表Ｃ８－３までの各 「裁判所の認定す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　

る違法支出額」 欄記載のとおりと認めるのが相当である。

コ

　

河辺議員に係る支出 （Ｃ１６一４９４）

げ） 証拠 （甲１４の４） によれば、河辺議員が平成２８年度に実際に支出

　

した通信費の金額は、 別表Ｃ９の各 「議員の実際の支出金額」 欄のとお

　　

りであることが認められる。

　　

原告らは、上記各支出金額には河辺議員の家族等の利用代金が含まれ

ｌｉ
ｐ
二
１５

　　　　　

２０

２５

１４２



　

′

　

る旨主張するが、同事実を認めるに足りる証拠はなく、原告らの同主張

．

　

を採用することはできない。

”） 一方、河辺議員の通信機器の使用実態に‐ついて客観的に認定するに足

　

りる証拠ないし事情は見当たらず、当該通信機器の使用が政務活動のた

　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′′

　

めだけではなく、後援会活動、 政党活動その他の政治活動、 私的活動の

　

ために使用されて，いた蓋然性が高いこと等を考慮すると、河辺議員が通

　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

信費として支出した金額の２分の１ （別表Ｃ９の「裁判所の認定する適

　

法支出額」 記載の金額） の限度で改正後使途基準に適合している支出で

　

あると認めるのが相当であり、会派まちだ市民クラブが政務活動費を違

　

法に充当した額は、 別表Ｃ９の 「裁判所の認定する違法支出額」欄記載

　

のとおりと認めるのが相当である。

サ

　

議員名不明の通信費の支出（Ｃ１６一４９ ２、４９５、Ｃ １ ７ 一 ４９０、

４９４）

　　　

，

　　　　　　　

ノ●

　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　

証拠 （甲１４の４、 甲１５の４） 及び弁論の全趣旨によれば、 会派まち

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

だ市民クラブ所属の議員が平成２８年度及び平成２９年度に実際に支出

　

した通信費の金額は、別表ＣＩＯ－１から別表ＣＩＯ－４までの各「議員

の実際の支出金額」 欄のとおりであることが認められる。

げ） Ｃ １ ６ － ４９２、 Ｃ １ ７ 一 ４９０、 ４ ９４

　　

原告らは、上記各支出金額には上記各議員の家族等の利用代金が含ま

　

れる旨主張するが、同事実を認めるに足りる証拠はなく、原告らの同主

　

張を採用することはできない。

　　

他方、会派まちだ市民クラブ所属の各議員の通信機器の使用実態につ

　

いて客観的に認定するに足りる証拠ないし事情が見当たらず、 当該通信

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

機器の使用が政務活動のためだけではなく、後援会活動、政党活動その‐

　

他の政治活動、私的活動のために使用されていた蓋然性が高いこと等を

　

考慮すると、各議員が通信費として支出した金額の２分の１ （別表ＣＩ

ＩＯ

１５

　　　　　

２０

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　

ｒ

ー

　　

２５

１４３



　　　　　　　

０ － １、 別 表 ＣＩＯ－３及び別表ＣＩＯ－４の各 「裁判所の認定する適

　　　　　　

法支出額」 記載の金額） の限度で改正後使途基準に適合している支出で

　　　　　　

あると認めるのが相当であり、 会派まちだ市民クラブが政務活動費を違

　　　　　　　

法に充当 した額は、 別表ＣＩＯ －１、 別表ＣＩＯ－３及び別表ＣＩＯ －

　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

・

５

　　　　　　

－

　

４の各 「裁判所の認定する違法支出額」 欄記載のとおりと認めるのが相

　　　　　　

当 で あ る。

　　　　　

”），Ｃ １ ６ 一 ４９５

　　　　　　　

ａ

　

証拠 （甲１４の４） によれば、 当該議員が平成２７年度に実際に支

　　　　　　　

出した通信費の金額は、 別表Ｃ．１０－２の 「議員の実際の支出金額」

Ｉｏ

　　　　　　　　

欄のとおりであること、 上記支出の根拠と して提出された通帳には、

　　　　　　　

各支出欄に 「電話」「Ｄカード／ＤＣＭ×」 との記載があることが認め

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

， 、

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

ｉ

　　　　　　　　　

ら れ る。

　　　　　　　　　　　

別 表 ＣＩＯ－２のとおりの平成２７年度の支出金額の推移、特に＼

　　　　　　　

平成 ２８年４月から６月まで、 ９月、 １２月分は２万５０００円を超

５

　　　　　　　　

えており、特に同年５月、９月及び１２月 は３万円を超えていること、

　　　　　　　

クレジットカードによる一括引き落としによる清算方法が用いられて

　　　　　　　

いることからすると、 別表ＣＩＯ－２の 「議員の実際の支出金額」 欄

　　　　　　　

記載の金額が全て通信費であるとは認め難く、 他に具体的な通信費の

　　　　　　　

額を認めるに足りる証拠はない。

ｏ

　　　　　　　　　

他方、 上記認定事実からすれば、 通信費が含まれていることは認め

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　

られることから、 本件においては、 支出金額が一番少ない月である平

　　　　　　　

成 ２９年２月分の１万１３９１円を基準とし、・その約半額である５６

　　　　　　　

９５円の限度で通信費として支出されたと認めるのが相当である。 な

　　　　　　　

お、 平 成 ２８年８月分の通信費は計上されていないが、 甲１４の４・

　　　　　　　

４ ８８頁において同年９月３０日に合計記帳された旨の記載があるこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　

とからすれば、 支出が生じてはいるが合計記帳されたことにより同年

１４４



　

８自分の支出を証明することができなかったことによるものと考えら

れ、 そのほか平成２９年２月分よりも低額であることを認めるに足り

る証拠は，ない。

　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

ｂ

　

一方、当該議員の通信機器の使用実態について客観的に認定するに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

：

足りる証拠ないし事情は見当たらず、 当該通信機器の使用が政務活動

のためだけではなく、後援会活動、 政党活動その他の政治活動、私的

活動のために使用されていた蓋然性が高いこと等を考慮すると、当該

議員が通信費として支出したと認めるのが相当な金額の２分の１ （惣一

表ＣＩＯ－２の「裁判所の認定する適法支出額」 記載の金額） の限度

で改正後使途基準に適合している支出であると認めるのが相当であり、

会派まちだ市民クラブが政務活動費を違法に充当した額は、別表Ｃ１

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

０－２の「裁判所の認定する違法支出額」欄記載のとおりと認めるの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　

’

が相当である。

－

　　　　　　　　

５

　　　　　　　　　　

が相 当 で あ る

　　　　　　　

（９） 事務費に係る支出

　

本件各使途基準においては、「事務費」 について、「会派の事務運営に必要

　　

、

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

な経費」としており、例示として、消耗品購入費、備品購入費、事務機器代、

　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

複写機等リース代等が挙げられており、本件各運用指針において、「備品は、

１件３万円以上のものとし、 リース又はレンタル契約によることも可とす

る。」、「消耗品を購入した場合は、 領収書に物品等の名称を具体的に記載す

るものとする。」 と記載されている。

ア

　

会派控室で使用する各種備品に係る支出 （Ｃ１５－５８ １ ～ ５８６）

　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

会派控室で使用する各種備品に係る支出については、通常、会派の事務
′

運営に必要な経費であ．り、政務活動との間に合理的関連性があると解する

のが相当である。

　

証拠 （甲１３の５、 丙Ｄ４１） 及び弁論の全趣旨によれば、 上記各支出

は、 会派控室備付けのプリンターのトナーカ÷トリツジ及びコピー用紙の

１５

２５

．１４５



　

ために支出されたものであることが認められるから、 その全額につき、 改

　

正前使途基準に適合していない支出であるとは認められない。

イ

　

議員事務所など会派控室以外の場所で使用する物品に係る支出－（Ｃ１５

一 ５７８ ～ ５８０）

げ） 市議会議員の活動は、その性質上広範かつ多岐にわたるものであるこ

　

とからすれば、議員事務所など会派控室以外の場所における活動には、

　

政務活動以外の政治活動等も含まれることが一般的に推認される。 議員

　

事務所など会派控室以外の場所で使用す，る事務機器、 複写機等の購入費

　

については、 政務活動に資する備品等に係る費用についてのみ正当な支

　

出となるといえるが、 同部分とそれ以外の部分とを判然と区別すること

　

は事実上不可能であるから、 その２分の１を政務活動に資する備品等に

　

係る費用であるものと推定し、その限度で正当な支出であると認定する

　

のが相当である。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

”） 証拠、（甲１３の５、 丙Ｄ６１、 ６２の１～３） 及び弁論の全趣旨によ

　

れ ば、 Ｃ １ ５ － ５７８は河辺議員が複合機を、 Ｃ１５－５７９及び５８

　　

０は、戸塚議員及び小関議員がそれぞれパソコンを購入した際の支出で

　

あ，り、 各議員とも、 上記複合機及びパソコンを、 政務活動にも使用して

　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　

いたことがそれぞれ認められることからすれば、その２分の１の限度で、

　

政務活動費を充当することが許されると認めるのが相当である。

　　

原告らは、上記各支出には緊急の必要性がないから会派の事務経営に

　

必要な経費とはいえない旨の主張をするが、弁論の全趣旨によれば、上

　

記各議員が上記購入した機器を政務活動に用いていたことが認められ、

　

また、上記各支出が不必要又は不合理なものであったと認めるに足りる

　

．的確な証拠はないことからすると、原告らの同主張を採用することはで

　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　

、

　

きない。

　

ａ

　　

Ｃ １ ５一 ５

　

７８

１０

１５

２０

２５

１４６


